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Super Regional Bank Group

・・・・・・スーパー・リージョナル・バンク・グループ

皆様とのつながりをより強くより深く。

私たちは、お客様との強固な絆により、

地域になくてはならない金融グループを目指し、

さらなる変革に臨んでいます。

４メガバンク 
グループ平均 

16.5％ 
りそな 
グループ 

28.9%

※ 住宅ローン比率＝住宅ローン残高（流動化後）／総貸出金

４メガバンク 
グループ平均 

50.2％ 
りそな 
グループ 

58.3%

※ 個人預金比率＝個人預金／預金

４メガバンク 
グループ平均 

65.6％ 
りそな 
グループ 

78.2%

※ 中小企業等貸出比率＝（中小企業向け貸出残高＋
個人向け貸出残高）／国内総貸出金

◆ 住 宅 ロ ー ン 比 率 ◆ 個 人 預 金 比 率 ◆ 中 小 企 業 等 貸 出 比 率

りそなりそな信託 大阪りそな 埼玉りそな 奈良りそな

りそなグループの最終形

り そ な ホ ー ル デ ィ ン グ ス

地域金融機関

・計数は平成１４年３月末時点
・４メガバンクグループ平均は各行比率の単純平均による。
・りそなグループの比率は傘下４行（大和・近畿大阪・奈良・あさひ）の合算計数に基づき算出。

大和銀ホールディングスは、平成１４年１０月１日に「りそなホールディングス」に、大和銀信託銀行

は、平成１４年１０月１５日に「りそな信託銀行」に商号を変更する予定です。
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「りそな」は、“resona＝共鳴する、響きわたる”という意味のラテン語が

もとになっています。

私たち金融機関の原点は、お客様との強い結びつきにあります。これまで

培ってきた信頼関係をもとに、ともに響きあい、共鳴しあうことで、さらに

絆を強固なものにしていきたい、という思いをこの言葉に込めました。

シンボルマークは、りそな（Resona）のRとグループのキーワードで

あるリージョナル（Ｒｅｇｉｏｎａｌ）のRが共鳴しあう様子をデザインした

もの。全体を正円でまとめることで、安心感、信頼感を表現しています。

グループカラーでは、メインカラーのグリーンで「やさしさ」「透明」等を、

サブカラーのオレンジで「親しみやすさ」「暖かさ」等を表しました。

“りそな”は・・・・・・



北海道・東北

関東東海

甲信越

九州

中国・四国

首都圏

関西
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北海道：２
（有人店舗：２）
宮城県：１
（有人店舗：１）

栃木県：１４
（有人店舗：１ 無人店舗：１３）
茨城県：２
（有人店舗：１ 無人店舗：１）
群馬県：１
（有人店舗：１）

高知県：１
（有人店舗：１）
広島県：１
（有人店舗：１）

福岡県：８
（有人店舗：５ 無人店舗：３）
長崎県：１
（有人店舗：１）
熊本県：１
（有人店舗：１）

埼玉県：４４９
（有人店舗：１１２ 無人店舗：３３７）
東京都：３１２
（有人店舗：１２４ 無人店舗：１８８）
神奈川県：１１０
（有人店舗：３７ 無人店舗：７３）
千葉県：３０
（有人店舗：１５ 無人店舗：１５）

大阪府：５３８
（有人店舗：２７７ 無人店舗：２６１）
兵庫県：６８
（有人店舗：４０ 無人店舗：２８）
京都府：２３
（有人店舗：１１ 無人店舗：１２）
奈良県：７８
（有人店舗：３６ 無人店舗：４２）
滋賀県：７
（有人店舗：３ 無人店舗：４）
和歌山県：２
（有人店舗：２）

三重県：３
（有人店舗：３）
愛知県：２２
（有人店舗：９ 無人店舗：１３）
静岡県：６
（有人店舗：４ 無人店舗：２）
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長野県：２
（有人店舗：１ 無人店舗：１）
山梨県：２
（有人店舗：１ 無人店舗：１）
新潟県：１
（有人店舗：１）

901

店舗数合計 １,６８５カ店
（平成１４年６月末現在）

提携分野 内　容 実施（開始）時期

ＡＴＭ ・４行間でＡＴＭの他行利用手数料を無料化
平成１３年１１月

・４行間でＡＴＭによる相互振込に本支店宛振込手数料を適用

預金業務 ・りそなグループ定期受付サービス「フリーアクセス」の取扱開始（４行間で代理店契約を締結） 平成１４年６月

投資信託業務 ・グループ専用投資信託「愛称：ユニトピア」の新規設定（販売期間：平成１３年１２月３日～２６日） 平成１３年１２月

・投資信託セミナーの共同開催 平成１４年１月

・グループ専用投資信託「愛称：ニュートロン」の新規設定 平成１４年３月

・グループ専用投資信託「愛称：ユニトピアプラス」の新規設定（募集期間：平成１４年５月１３日～６月１３日） 平成１４年５月

住宅ローン業務 ・４行共同「住宅ローン金利優遇キャンペーン」の実施（平成１３年１２月１２日～１４年３月２９日） 平成１３年１２月

・４行共同商品「借り換え専用住宅ローン」の取扱開始 平成１３年１２月

・住宅金融公庫との協調住宅ローン「すまい・るパッケージ」を取扱開始 平成１４年４月

・共同住宅ローンセンターを開設（大和銀行、近畿大阪銀行、あさひ銀行） 平成１４年４月

プライベート ・遺言信託・遺産整理業務の業務提携開始
平成１４年１月

バンキング業務 ・相続・遺言セミナーの共同開催

法人取引 ・上場支援勉強会を共同開催 平成１４年１月

・Ｍ＆Ａセミナーを共同開催 平成１４年２月

・ワールドカップキャンプ地向け天候デリバティブ取扱（大和銀行、あさひ銀行） 平成１４年４月

・地域別融資ファンド「リージョナる」の取扱開始（平成１４年６月３日～１５年３月末） 平成１４年６月

年金信託業務 ・大和銀信託銀行と大和銀行、近畿大阪銀行、あさひ銀行が信託代理店契約締結
平成１４年３月

・確定拠出年金制度（個人型）の共同推進開始

実施／開始済みの主な業務提携等の内容（平成１４年６月末現在）

これまでの経営統合の経緯と現状

株式会社大和銀ホールディングスは、平成１３年１２月１２日に株式会社大和銀行、株式会社近畿大阪銀行および株式

会社奈良銀行の３行の株式移転により、銀行持株会社として設立されました。その後、平成１４年３月１日には会社分

割により大和銀行の年金・法人信託部門の信託財産を引き継いだ大和銀信託銀行株式会社が営業を開始しま

した。同日には､大和、近畿大阪、奈良の３行に続いて経営統合に参加することとなった株式会社あさひ銀行が、

株式交換制度を利用して完全子会社となりました。そして４月には、「スーパー・リージョナル・バンクの創造」という

理想の実現に向かい邁進していくという決意を込め、グループの名称を「りそなグループ」とすることと決定しま

した。今後、グループ各行の名称も傘下銀行再編等を踏まえ、順次、「りそな」を冠した商号に変更していく予定

です。

当グループは、大和銀ホールディングス、国内連結子会社４４社、海外連結子会社１０社および持分法適用関連

会社９社で構成され、銀行信託業務を中心に、証券業務、クレジットカード業務、リース業務など､幅広い金融サ

ービスを提供しています。

特に注記のないものは大和銀行、近畿大阪銀行、奈良銀行、あさひ銀行（以下「４行」という）で実施しております。

有人店舗数

無人店舗数

店舗数合計
（注）１. 有人店舗は本支店、出張所の合計（代理店２店舗を含む）。
（注）２. 無人店舗は共同設置のものを除く。
（注）３. 首都圏：東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県

関西圏：大阪府、兵庫県、京都府、奈良県、滋賀県、和歌山県

Step 2 2002.3.1

大和銀行大和銀信託銀行
近畿
大阪銀行

奈良銀行 あさひ銀行

合弁先 持 株 会 社 大 和 銀 ホ ー ル デ ィ ン グ ス

統合までのステップ

国内ネットワーク

Step 1 2001.12.12

大和銀行 近畿大阪銀行 奈良銀行

持 株 会 社 大 和 銀 ホ ー ル デ ィ ン
グ ス

奈良銀行近畿大阪銀行

大和銀行

x x
大和

１８３

２５７

４４０

近畿大阪

１８６

４４

２３０

奈良

２５

３２

５７

あさひ

２９７

６６１

９５８

合計

６９１

９９４

１,６８５

首都圏

２８８

６１３

９０１

関西圏

３６９

３４７

７１６

（平成１４年６月末現在）

ネットワークから見た、スーパー・リージョナル・バンク・グループ

日本の２大経済圏である首都圏、関西圏におけるバランスのとれたネット

ワークを生かし、それぞれの地域に密着し、地域になくてはならない「ス

ーパー・リージョナル・バンク」として、中堅・中小企業や個人の

お客様の利便性向上に努めています。



（平成１４年６月末現在）

当行 グループ

有人店舗 １８３ ６９１

うち大阪府下 ９１ ２７７

無人店舗 ２５７ ９９４

うち大阪府下 １９２ ２６１

合計 ４４０ １,６８５

うち大阪府下 ２８３ ５３８

当行は、「地域に密着した信頼されるパートナー」となることを目指し、地域密着の業務運営を行っていま

す。

特に関西では、地元関西経済の発展とそれを支える関西金融界の安定化が不可欠と考え、平成１１年

２月には、近畿銀行および大阪銀行（平成１２年４月に合併、現在は近畿大阪銀行）との戦略的提携を、また

平成１２年１０月には、奈良銀行との戦略的提携を行いました。さらに、平成１３年２月には、当行と近畿大阪銀

行は、なみはや銀行の営業を譲り受けました。

こうした一連の提携や営業譲り受けにより、関西での圧倒的なネットワークと営業基盤を構築し、個人

や中小企業を中心としたお客様に、質の高い金融サービスを提供しています。

さらに、平成１３年１２月には、当行・近畿大阪銀行・奈良銀行の３行は、持株会社「大和銀ホールディングス」

を設立し経営統合を行い、平成１４年３月にはあさひ銀行の参画を受けました。今後、当行は、関西圏にも

首都圏にも強固な基盤を有したりそなグループの中核銀行として、グループ他行との連携をさらに強化

し、一層地域に密着した営業を展開していきます。

りそなグループの飛躍に向け、

大和銀行は、『お客様にとって価値が高く、信頼できる銀行』を目指します。

私たちは、地域との結びつきをさらに深めています。

12.8% 10.8%

  

うち大和銀行シェア 
りそなグループシェア 

21.7%

うち大和銀行シェア 
りそなグループシェア 

18.8%

◆大阪府下預金シェア ◆大阪府下貸出金シェア

大和銀行の実績 （平成１４年３月末）

◆ネットワーク

スーパー・リージョナル・バンクの実現に向け、 大和銀行は・・・・・・・・・・・・・・
これまで長年培ってきた信託業務の経験とノウハウを生かし、

ますます高度化・多様化するお客様のニーズにお応えしています。
一段と高度化・多様化が進む資産運用・資産管理業務に迅速に対応し、お客様に最高水準の信託機能を提供す

るため、平成１４年３月、当行は平成１３年１０月に設立した大和銀信託銀行に年金・法人信託業務を移管し、同部門を分

社いたしました。

また、大和銀ホールディングスは、クレディ・アグリコルＳ.Ａ.と資産運用・投資信託販売における業務提携を行う

ことで合意しており、大和銀信託銀行では、同グループのノウハウを活用した運用力の強化とコンサルティン

グ力のレベルアップを図り、受託財産の一層の増強を目指しています。

当行は、大和銀信託銀行の代理店として、これまでと同様、年金・法人信託業務の受託を推進し顧客基盤の拡

大を図っています。また、不動産業務・プライベートバンキング業務等についても、グループ各行との連携体制を

強化し、ネットワークをフルに生かした推進を行っていきます。

中堅・中小企業、個人のお客様をバックアップし、

地域経済の活性化に取り組んでいます。
＜個人のお客様＞

ライフステージのさまざまな局面に応じて、お客様一人ひとりに適切なご提案を行い、「親身になって」お客様と

のリレーションシップを確立していきたいと考え、「定期預金」「投資信託」「住宅ローン」「ダイレクトチャネル」な

ど、個人のお客様の多様化するニーズにお応えするための新商品の開発とサービスの提供を行っています。

＜法人のお客様＞

中堅・中小企業の皆様の資金ニーズにお応えし、地域の発展に貢献するため、「中小企業特別ファンド」「新型期限

一括無担保融資」（大阪府信用保証協会提携）をはじめとした各種ご融資や、株式公開を指向される企業の皆様

にお応えする投資ファンド「ベンチャーファンド５０」の取り扱いを開始しております。
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大和銀行の強みと特長

Super Regional Bank Group

（注）シェアは「大阪銀行協会社員主要勘定（大阪府）」をもとにした推定値です。



りそなグループの一翼を担う、大和銀行の

取り組みをご紹介します。

x x x x x x x x 頭取メッセージpage.   5

お客様に応じた、より質の高いサービスを
効率よく提供することを目指しています。

x x x x x x x x 地域密着、リテール取引の強化に
向けた取り組みについてpage.10

平成１４年３月期の連結および単体決算の
概況についてご説明します。

x x x x x x x x 平成１４年３月期の業績についてpage.14

来期以降の収益基盤を確固たるものとすべく、
抜本的な不良債権処理を実施しました。

x x x x x x 平成１４年３月期の不良債権処理に
ついてpage.20

『強固な管理体制の確立』を経営の基本目標の
１つに掲げ、リスク管理体制を整備しています。

x x x x x x x リスク管理体制についてpage.24

大和銀行をはじめ、りそなグループはコンプライアンスを
重視する姿勢を明確に掲げています。

x x x x コンプライアンス体制についてpage.30

大和銀行の社会貢献活動をトピックスとして
ご紹介しています。

x x x x x x x 社会貢献活動page.32

銀行法施行規則等に基づく財務データを
開示しています。

x x x x x x x x 財務セクションpage.33

目次

4
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頭取メッセージ

Super Regional Bank Group

りそなグループの一翼を担う、

大和銀行の取り組みをご紹介いたします。
平素は、大和銀行をお引き立ていただき、ありがとうございます。

今、私ども大和銀行は新たに誕生した「りそなグループ」の一員として、「第二の創業」というべき「わ

が国を代表するスーパー・リージョナル・バンク」の創造に取り組んでおります。

従来から取り組んできた近畿大阪銀行、奈良銀行との戦略的提携の着実な進展を踏まえ、それをさ

らに発展させるため、平成１３年８月以降、銀行持株会社の設立、年金・法人信託部門の分社化、あさひ

銀行との経営統合など積極的な経営再編を行ってまいりました。さらに平成１５年３月には「りそな銀行」

として新たな一歩を踏み出すことになります。

当行は、地域に密着し、親身になって考え、誠実に行動するという「大和銀行らしさ」を基本に、グル

ープ一体となった質の高いサービスをご提供することにより、皆様にとって信頼できるパートナーにな

りたいと願っております。

当行が、何を目指し、どのように進んでいくのかを私から皆様にご説明させていただきます。
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平成１４年３月期は、平成１５年３月期以降の財務基盤の安定化と

業績回復を確かなものとするため、不良債権問題の終息と株

式の価格変動リスクの大幅な低減に向けた対応を行いました。

まず不良債権につきましては、将来の与信リスクを排除するため、幅広で予防的な引き当ての実施、

オフバランス化の推進等積極的な処理を進めました。このため、銀行勘定の不良債権処理額は３,１７７

億円となり、信託勘定の同処理額と一般貸倒引当金繰入額を加えた与信費用総額は３,９５５億円となり

ました。

また、今般の経営統合を踏まえ従来以上に厳格な自己査定を実施したことから、金融再生法に基づ

く開示債権は、１兆４,９２２億円と前年度末比６,７８４億円の大幅増加となりましたが、同公表不良債権額

に対する引当金および担保・保証等による保全率は７７.４６％と前年度末比３.９２％上昇しております。

一方、保有株式につきましては、退職給付信託への拠出分を含め簿価ベースで１,６０２億円の売却を実

施するとともに、３０％以上の含み損率の銘柄について一律減損処理を実施したこと等により株式関係損

益は２,４７７億円の損失を計上しております。これらの結果、銀行勘定保有

の株式勘定の残高は前年度末比４,５６０億円減少し、有価証券の含み損も

４８６億円と前年度末の１,４９２億円から大きく改善しております。

これらの抜本的な財務健全化に向けた処理を主因として、誠に遺憾な

がら、当期損失は４,３４６億円を計上する厳しい決算となりました。

しかしながら、利鞘の拡大などによる国内資金利益の増加や合理化・効

率化による経費削減の結果、コア業務純益は１,０４６億円と、「経営の健全

化のための計画」を策定した平成１１年３月期のコア業務純益６２８億円から

６６％の増加となっており、基礎的な収益力は着実に向上しております。

なお、平成１４年３月末の自己資本比率は８.２４％と国内基準行として十分

な水準を維持しております。

厳しい経済環境が続くなか、金融界におきましては、メガバン

クの誕生や異業種からの銀行業への参入などによってますま

す競争が激化しており、また、平成１４年４月からのペイオフ解

禁により、お客様の金融機関選別の動きはさらに活発化してき

ました。

こうした環境下、当行は、地域に密着し、お客様とともに発展することを目指し、他の大手金融機関と

は異なる道を選択し、得意分野に経営資源を集中する特化型戦略を推し進めてまいりました。なかで

も、関西での中堅・中小企業および個人のお客様を対象としたリテールバンキング業務、信託の機能・ノ

平成１４年３月期の業績に対する評価はいかがですか？

Question
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■コア業務純益の比較　　　 （単位：億円）

コア業務純益：業務純益から、国債等関係損益、信託勘定
不良債権処理および一般貸倒引当金繰入額を除いたもの
で、より基礎的な銀行の収益力を表すものです。

金融業界を取り巻く環境は、依然として厳しいものが

あります。こうしたなかで、大和銀行はどのような取り

組みで独自性を発揮していくのですか？

Question



Super Regional Bank Group   7

ウハウを生かした年金・法人信託業務や不動産業務、プライベートバンキング業務に注力してきました。

リテールバンキング業務においては、地域を網羅する拠点網を構築してネットワークにおける優位性

を確保するとともに、お客様とのフェイス・ツー・フェイスの対応を大切にし、親身になってお客様と接

することで地域における営業基盤の強化を進め、また、圧倒的な地域情報を蓄積することで、情報提供

力や与信判断能力を高めてまいりました。

信託業務においては、長年にわたって蓄積してきた高度な知識とノウハウをもとにサービスを提供し

てまいりましたが、平成１４年３月には大和銀信託銀行に年金・法人信託業務を移管し、一段と高度化・多

様化が進む資産運用・資産管理業務に迅速に対応する体制を構築いたしました。

その他にも、海外バンキング業務からの撤退を完了し、またシステムの開発・運用業務を日本ＩＢＭと

の間で設立した合弁会社「Ｄ＆Ｉ情報システム」に全面的に業務委託したほか、住友信託銀行との間で信

託財産管理専門銀行の「日本トラスティ・サービス信託銀行」を合弁で設立するなど、特化型戦略を支え

るために大胆な業務の絞り込みや提携などを行ってきております。

今後は、りそなグループ各行との連携を通じて、さらに高度で充実した金融サービスをご提供すると

ともに、地域密着の営業活動を進めることで、皆様のご期待にお応えしてまいります。
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私どもりそなグループは、「地域金融機関の連合体」という新た

なビジネスモデルの構築を目指して、今後、グループ銀行の事

業再構築を進めてまいります。

まず、信託業務部門においては、平成１４年１０月をめどに、あさひ信託銀行の法人信託業務を大和銀信

託銀行に、その他の業務を当行に、それぞれ統合いたしま

す。また、銀行業務部門では、平成１５年３月には、あさひ銀

行の埼玉県内店舗等を承継する銀行として「埼玉りそな銀

行」を設置するとともに、当行とあさひ銀行の合併により「り

そな銀行」が誕生いたします。このりそな銀行に不動産やデ

リバティブなどの専門的なサービス機能を集約することに

より一層の高度化を図るとともに、グループ共通のプラット

フォームとして、グループすべてのお客様にこれらのサービ

スをご提供できる体制を整えます。

さらに、平成１６年度以降に、大阪地区および奈良地区に

おいて、りそな銀行、近畿大阪銀行、奈良銀行の間で事業再

編を行い、「大阪りそな銀行」および「奈良りそな銀行」を設

置する方向で検討を進めてまいります。

事業再編によりこれまでグループ各行がそれぞれ蓄積してきた

ノウハウや機能を集約することで、グループのすべてのお客様

に対し、より高度でより広範なサービスをご提供することが可

能となります。さらに、グループ各行が従来以上にそれぞれの地域に密着した営業を展開することで、よ

り地域の需要に合ったきめ細かいニーズにお応えしてまいります。また、現在お取引いただいている銀行

の店舗だけでなく、グループ全体のネットワークを生かした利便性の維持・向上にも努めてまいります。

当行は、「りそなグループ」の中核銀行として、地域に密着した

信頼されるパートナーを目指し皆様のご期待にお応えするた

め、①財務基盤の安定性確保と収益力の強化、②経営統合効

果の早期実現を経営の最重要課題として積極的に取り組んでおります。

① 財務基盤の安定性確保と収益力の強化

今般の経営統合を踏まえ、平成１４年３月期決算において抜本的な財務健全化を進めたことにより、大口

問題先から想定外の不良債権が発生するリスクはほぼ排除され、株価変動リスクも大幅に低減できたと

考えております。

そのような「目指す姿」を実現するに当たって、どのよ

うな課題がありますか？

Question

事業再編によって、サービスは向上するのですか？

Question
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大和銀ホールディングス、大和銀信託銀行は、平
成１４年１０月に「りそなホールディングス」および
「りそな信託銀行」に商号変更を行う予定です。

りそなグループにあって、大和銀行は今後どのような

形に再編されますか？

Question



Super Regional Bank Group   9

これを踏まえ、今後は財務基盤を安定させることと収益力を加速度的に回復させることに取り組み

ます。

財務基盤の安定性確保については、引き続き不良債権への対応と保有株式の圧縮に取り組みます。

まず不良債権への対応については、積極的なオフバランス化に取り組む一方で、地域に密着した営業活

動に特化することによる貸出先の小口分散化や、地域の特性を十分考慮した与信判断を行うことによっ

て不良債権の新規発生防止に努めてまいります。

保有株式についても、株式保有規制が導入される平成１６年度に先立ち早期に売却を進め、株式相場

に左右されない体質への改善を進めていきます。

収益力については、改善されつつある基礎的な収益力を一層強化するとともに、経営統合によるシナ

ジー効果と合理化効果を最大限に生かしてまいります。特に、最大の柱である資金利益の増強について

は、信用リスクに見合った適正利鞘の確保と、個人・中小企業のお取引先に対する貸し出しや個人ロー

ンの増強による貸出構造の変革を推し進めます。地域に密着したきめ細かな営業活動の推進と地域内

情報の蓄積、各種ローン商品の充実やローンセンターの強化、また「中小企業サポートセンター」を活用

した中小企業の支援強化などを実施し、営業推進力を今まで以上に高めてまいります。

② 経営統合効果の早期実現

「地域金融機関の連合体」という新たなビジネスモデルの構築を目指すわれわれりそなグループは、事

業再編を通じ、平成１８年３月期には、グループで業務純益４,４４０億円を達成することを目指してまいり

ます。

この目標を達成するため、統合効果を早期に実現していきます。具体的には、経営統合によるシナ

ジー効果の発揮とさらなる合理化を進めていきます。

シナジー効果の発揮のため、地域密着の業務運営を基本とし、お客様とのリレーションシップを重視

したきめ細かい対応を行うとともに、分社・合弁化によりさらに機能を強化した大和銀信託銀行の活用

や、ローン取引、中小企業取引、投資信託販売などグループ各行がそれぞれ強みを有する分野でのノウ

ハウ等の共有・融合によるリテール業務の強化等により、質の高いサービスをご提供することで、収益

の増加を目指します。

また、事業再編に合わせてグループ内で重複する店舗の統廃合や本部機能の集約、システム統合等に

より経費の圧縮を行うなど徹底した合理化を実施していきます。

平成１４年７月

頭取
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地域密着、リテール取引の強化に向けた取り組みについて

Super Regional Bank Group

地域密着と徹底したお客様指向

大和銀行は、りそなグループの経営理念であるスーパー・リージョナル・バンクの創造に向け、お客様

のニーズに応じた、より質の高いサービスを効率よく提供できるよう、以下の施策を実施しています。

＜営業体制～より質の高いサービスを効率よく提供するために＞

従来以上に地域に密着したサービスの提供と効率的な店舗網の構築を目的として、「エリア運営」を拡大

してきました。これは、地域特性がほぼ同じ営業店を地域ごとにグループ化し、フルバンキング業務を

推進する「エリア母店」と個人取引を主業務とする「エリア支店」として、地域内の営業を一体的に運営す

るものです。平成１４年６月末現在、合計１３地域で運営しています。平成１３年４月からは、名古屋、京都、

神戸、福岡の各地域において、エリア母店を中心とした「広域エリア運営」を実施しています。

また、有人出張所を平成１３年１０月に、愛称を「コミュニケーションプラザ」「ハーモニープラザ」「イン

ストアプラザ」と制定し、お客様により親しみやすい体制を整備しました。

ＡＴＭネットワークにつきましては、平成１３年９月に大和銀行・近畿大阪銀行・奈良銀行３行のＡＴＭに

よる入金業務の相互開放を実施、１１月にあさひ銀行との業務提携の第一弾として、ＡＴＭ他行利用手数

料の無料化、およびＡＴＭ振込手数料の本支店扱いを実施しました。この結果、全国５,７７８台（平成１４年

３月１日時点）の、首都圏と関西圏にバランスのとれたＡＴＭネットワークを構築することができました。

また、平成１４年４月には、コンビニエンスストア「ローソン」とのＡＴＭ提携を行い、全国２,１２７台（平成

１４年５月２４日時点）でキャッシュカードでのお取引が原則２４時間可能になりました。

ダイレクトチャネル取引も一層の充実を図っています。

平成１３年６月には、テレフォンバンキング、インターネットバンキング、モバイルバンキングを統合した

新時代のサービス「Ｄ－ダイレクト」の取り扱いを開始しました。残高照会や振り込み・振り替えだけでな

く、ご好評を博している「外貨の達人」や「投資信託」もご利用可能となっており、電話・パソコン・携帯電

話（ｉモード）で、ご自宅やお出かけ先などから２４時間ご利用いただけますので、個人のお客様には大変

便利なサービスとなっています。

＜個人のお客様～地域密着、お客様のニーズに的確にお応えするために＞

大和銀行では、リテール業務強化の一環として、主力商品である「フリーポケット」「ねんきん名人」「外貨

の達人」などをはじめとした、個人のお客様の多様化するニーズにお応えするための商品をご提供して

います。また、平成１４年２月より、主に働く女性を対象とした会員制サービス「ダイワペロリクラブ」の取

り扱いを開始しました。

投資信託は、お客様の資産背景や投資経験・投資目的などに応じて、安定重視型からより高い収益を

狙えるタイプまで、豊富なラインナップで取り扱っています。特に、平成１３年１２月に募集した「ユニトピ

ア（愛称）」は、償還時の日経平均株価が下落しても一定の範囲内であれば当初元本を確保する新しいタ

イプのリスク限定型投信として、大変ご好評をいただきました。

ローソンとのＡＴＭ提携

ダイワペロリクラブ
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また、当行の有する信託機能を生かし、お客様の資産の管理と運用に関するニーズにトータルでお応

えするプライベートバンキング業務を展開しています。相続･遺言、資金･資産の運用、事業承継などの

ご相談について、専門スタッフが高度で専門的なコンサルティング機能を活用したご提案を行っており、

特に資産承継ニーズにお応えする遺言信託の受託件数は７,０９３件（平成１４年３月末）と業界トップレベル

にあります。

ローンにつきましても、より多くのお客様にご利用いただけるよう、また、あわせて、住宅販売業者の

方にとって利用しやすい商品の開発を行っております。

具体的には省エネルギー型設備付住宅向けに金利を優遇した「エコライフ住宅ローン」、住宅取得の

際の諸費用をご融資する「住宅諸費用プラン」、働く女性のライフスタイルをサポートし住宅取得を支援

する「ダイワペロリクラブ専用住宅ローン」などの商品の取り扱いを開始しました。また、平成１４年４月

に住宅金融公庫との協調型住宅ローン、ダイワ「すまい・るパッケージ」の取り扱いを開始、これからも

お客様の利便性を高めるために積極的に取り組んでまいります。

＜法人のお客様～地域経済の活性化を図るために＞

大和銀行は、金融機関としての社会的責任と公共的使命を踏まえ、健全な企業に対する円滑な資金供給

に努めてまいりました。また、お客様のさまざまなニーズに積極的にお応えするため、一層の支援体制

の整備に努め、地域経済の活性化に取り組んでおります。営業体制としては、平成１２年５月以降、新規の

お客様との取引に積極的に取り組むため「法人営業室」を大阪府下に９カ所、平成１３年１０月には東京地

区に新たに３カ所設置しています。また、保証協会保証付貸出に積極的に取り

組むために、平成１１年７月以降、大阪地区に「中小企業サポートセンター」を６

カ所、東京地区に「ビジネスサポートセンター」を２カ所設置してまいりました。

さらに、中堅・中小企業の皆様の経営課題解決をサポートし、お客様のあら

ゆるステージに対応したサービスをご提供させていただくため、総合金融相談

コーナー「御堂筋プラザ」を平成１３年１０月、御堂筋支店内に開設しご好評をいただいています。

平成１４年４月には、グループ企業全体の資金管理を行い、キャッシュ・フローの効率化を図る企業に対

して、システム面からサポートする「ダイワＣＭＳ」の取り扱いを開始しました。平成１４年５月には大阪府

の指定出資法人で実施される「大阪府出資法人キャッシュ・マネジメント・システム」に「ダイワＣＭＳ」が

採用されました。

御堂筋プラザにおけるコンサ
ルティングサービス

ダイワ「すまい・るパッケージ」
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ｔｏｔｏへの取り組み

当行は、受託金融機関として、業務全般の管理・監督や資金の管理などの役割を担っています。おかげさま

でｔｏｔｏは、平成１３年３月の全国販売以来、「日本のあらゆるスポーツのために」という理念への理解とくじそ

のものの面白さで人気を博し、昨年度の売上総

額は約６４２億円になりました。

また、Ｊリーグ２００２年シーズンから、投票方式

の変更、販売店の増加、会員制度における当せ

ん金自動振込範囲の拡大など、さまざまな変

更・改善を行いました。今後も、ｔｏｔｏを購入さ

れる方々のさまざまな要望に沿うような改善を

試み、日本のスポーツ振興に広く貢献したいと

考えています。

文部科学省 

指導・監督 

指定試合開催機構の指定 

試合の指定 

試合結果通知 

払戻金 

投票券購入 

試
合
結
果
の
予
想 

委託 

日本体育・学校健康センター 

大和銀行 

購入者 

各販売店 
チェーン本部 

日本スポーツ 
振興くじ株式会社 

信用金庫等 

実施主体 

受託業務全般の管理・監督 
資金の管理・運用等 

販売・払戻等の 
運営管理業務 

博報堂 
JTB 
東芝 

日本アイ・ビー・エム 
ぴあ 

大日本印刷 
ベルシステム24

販売業務 払戻業務 

専門業務 

中核7社 

指定試合開催機構 
（Jリーグ） 

指定試合 

また、支払手形レス化のニーズから、一括決済方式の新スキームとして「併存的債務引受方式」およ

び「一括支払信託方式」の取り扱いを開始しました。さらに、官公庁を含めた法人のお客様の多様化す

る資金調達ニーズに対してＰＦＩ業務や資産流動化業務により、迅速かつ的確にお応えしております。

不動産業務部門では、お客様の不動産売買、不動産を活用した資金調達などのニーズに対し、当

行のネットワークを生かした豊富な情報量と総合コンサルティングでお応えしています。特に、不動産仲

介部門においては、積極的な人員投入による体制整備を行っております。

年金・法人信託部門につきましては、お客様に対してより良いサービスの提供を目的に、平成１４年３

月に大和銀信託銀行株式会社へ同部門の業務を承継し、大和銀行は大和銀信託銀行株式会社の信託代

理店として、すべての国内本支店が信託代理店業務取扱店舗として年金・法人信託業務を行えることに

なりました。これからも、一段と高度化・多様化が進む資産運用・資産管理業務に迅速な対応をとるこ

とにより、お客様に最高水準の信託機能を提供してまいります。

■totoの運営体制
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地域密着の強みをりそなグループにさらに生かすために

りそなグループは、「スーパー・リージョナル・バンクの創造」という経営理念の下、地域金融機関の連合

体という新たなビジネスモデルを構築するために、グループ内にて積極的な提携を実施しています。

個人のお客様につきましては、平成１４年２月から３月末まで、４行（当行、近畿大阪銀行、奈良銀行、あ

さひ銀行）共同の個人預金金利優遇キャンペーン「サンクス・アップキャンペーン」を実施、期間限定な

がら大変ご好評をいただきました。さらに、平成１４年６月から４行間で相互に定期預金をお取り次ぎす

るサービス「フリーアクセス」を開始いたしました。本サービスのご利用により、グループ４行の全国

の本支店約６８０店舗で、グループ他行への定期預金のお預け入れが可能となりました。

投資信託では、４行専用投資信託「ユニトピア（愛称）」の募集、｢ニュートロン（愛称）｣の販売を開始し

ました。また、４行共同投資信託キャンペーンを実施、４行共同での投資信託セミナーも開催しました。

平成１４年３月には、クレディ・アグリコルグループと投資信託分野における業務提携を行い、より質の高

い新商品を提供できる体制を強化しました。

プライベートバンキング業務においては、遺言信託などの信託機能のサービスを幅広くグループ各行

のお客様に提供し、資産の管理や運用に関するさまざまなニーズにお応えしていきます。

ローンにつきましては、平成１３年１２月に４行共同の「住宅ローン金利優遇キャンペーン」を実施、同月

には共同商品「借り換え専用住宅ローン」の取り扱いを開始しました。平成１４年４月には、住宅金融公庫

融資の縮減の補完策として協調融資制度が制定されたことを受け、住宅金融公庫との協調型住宅ロー

ン「すまい・るパッケージ」の取り扱いを４行で開始しました。また、お客様にとって利用しやすい体制を

構築するために、難波（大阪）、新宿（東京）でグループ共同の住宅ローンセンターを設置いたしました。

法人のお取引先につきましては、株式公開を指向されているお客様のニーズにお応えするため、当行

とあさひ銀行共同で、「上場支援勉強会」を開催いたしました。

また、平成１３年１０月、あさひ銀行との経営統合の基本合意を受けＭ&Ａ業務における情報交換の覚

書を締結しております。Ｍ&Ａによる事業の拡大・再構築を目指される両行のお取引先を相互に紹介す

ることで、より多様なＭ&Ａのニーズにお応えすることが可能となりました。

さらに、平成１４年２月と３月には、それぞれ、あさひ銀行本店、当行本店で共同の「Ｍ&Ａセミナー」を

開催いたしました。両日で約３００社の参加があり、顧問弁護士より商法改正を踏まえた最新のＭ＆Ａ手

法について講演を行いました。

難波住宅ローンセンター

りそなグループ定期受付
サービス「フリーアクセス」
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平成１４年３月期の業績について

Super Regional Bank Group

連結決算の概況

総資産は、１４兆７,４６２億円と前期末比７,７５９億円減少いたしました。

有価証券は、２兆６,９４６億円と前期末比３,４０５億円減少いたしました。これは主に、当行の株式減損処理

と売却によるものであります。株式売却は、簿価ベース１,６０２億円実施しましたが、このうち｢銀行等保

有株式取得機構｣への売却は６４億円、退職給付信託設定のため拠出した株式は８８６億円であります。株

式につきましては、銀行の保有制限をにらみ、平成１５年３月期は約２,０００億円の売却を計画しております。

また、貸出金は、３,６４２億円減少して９兆５,９６５億円となりました。

なお、貸倒引当金は、前期末比２,２７２億円増加しておりますが、このうち当行の増加によるものは１,８４５億

円であります。

調達面では、預金が１０兆９,６６１億円と前期末比１兆５,１１０億円増加しました。これはペイオフ解禁によ

り定期性預金が１兆３,３７１億円減少したものの､その大半は流動性預金へシフトしたため、この分と合わ

せ流動性預金が、普通預金を中心に２兆６,９２３億円増加したことによるものです。これに対応して、譲渡

性預金での調達を減少させております。

資本勘定は、３,９８０億円となり前期末比４,１５２億円減少いたしました。当行の大和銀信託銀行株式会

社への会社分割に伴い、資本金が２２０億円､資本準備金が９億円それぞれ減少いたしました。また､当行

の大幅な損失計上により欠損金が３,３８８億円増加して、３,９０５億円となっております。

なお、連結自己資本比率は８.３５％となりました。

当期の連結損益については、経常収益が４,８４６億円と前期比４７１億円減少しております。

これは､当行の貸出金利回りが０.０７％低下したことを主因に貸出金利息が８０億円減少したほか、株式

配当金等の減少により資金運用収益が前期比２３７億円減少、信託報酬も前期比１２６億円の減収となった

こと等によるものです。

信託報酬につきましては、平成１４年３月１日の大和銀信託銀行株式会社への年金・法人信託受託財産の

移転に伴い､当期につきましては､２０億円程度の減収となっており、平成１５年３月期以降は、業務純益

ベースで約２５０億円の減益要因となります。その他の信託では､低金利を背景に元本減少が続く合同

運用金銭信託の信託報酬が減少しております。

経常費用は３,８８５億円増加して、９,３４１億円となりました。これは、経営統合後の収益基盤を確立し安

定的な収益構造を構築するため、最終的な不良債権処理と抜本的な株式ポートの改善を実施したこと

によるものです。貸倒引当金繰入額が、前期比２,３７６億円増加し２,８３８億円となったほか、株式等償却

も１,５９６億円と１,４５２億円増加しております。当行においては株式等償却に関し、回復可能性を保守的

に検討し、市場価格が取得原価に比べて３０％以上下落している銘柄をすべて減損いたしました。また、

株式保有リスクの実質的な削減のため､簿価ベースで１,６０２億円の売却を行っております。これにより、

その他有価証券の株式残高を、前期末比３,４３８億円圧縮し９,３２９億円といたしました。

なお、預金残高は前期末比１兆５,１１０億円増加しておりますが、これは流動性預金の増加によるもので

あり、預金利息は前期比２２６億円減少しております。
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■業績（連結）の概要 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
前期比増減

預金残高 ９９,９３６ ９４,５５１ １０９,６６１ １５,１１０
譲渡性預金残高 １５,８６４ ２５,０３６ ５,４５３ △１９,５８２
貸出金残高 ９７,２３０ ９９,６０７ ９５,９６５ △３,６４２
有価証券残高 ２４,６３９ ３０,３５２ ２６,９４６ △３,４０５
純資産額 ８,５２８ ８,１３３ ３,９８０ △４,１５２
総資産残高 １５３,５４８ １５５,２２１ １４７,４６２ △７,７５９

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
前期比増減

経常収益 ７,７９４ ５,３１８ ４,８４６ △４７１
うち資金運用収益 ２,６２８ ２,５４２ ２,３０４ △２３７
信託報酬 ５５３ ５４８ ４２２ △１２６
役務取引等収益 ８１３ ７１８ ９０９ １９１
特定取引収益 ７８ ２７ ５３ ２５
その他業務収益 ６６８ ８０３ ６１８ △１８５
その他経常収益 ３,０５２ ６７７ ５３８ △１３９

経常費用 ７,１６９ ５,４５６ ９,３４１ ３,８８５
うち資金調達費用 １,００２ ７９９ ４８３ △３１５
役務取引等費用 １０１ １３９ ４２３ ２８３
特定取引費用 ー ０ ０ ０
その他業務費用 ３２４ ２１６ １８３ △３２
営業経費 ２,３２３ ２,２７９ ２,２７６ △２
その他経常費用 ３,４１７ ２,０２１ ５,９７４ ３,９５２

経常利益（△は経常損失） ６２５ △１３８ △４,４９５ △４,３５７
特別利益 ７５ １１２ ７０ △４１
特別損失 ２３７ ４３ １６ △２６
当期純利益（△は当期純損失） ２９６ △２３４ △３,３６６ △３,１３１
１株当たり当期利益（円） １２.５８ △１２.５６ △１６３.９７ △１５１.４１

■連結自己資本比率 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
（国内基準） （国内基準） （国内基準） 前期比増減

連結自己資本比率 １１.８４% １１.３３% ８.３５% △２.９８%
Ｔｉｅｒ１比率 ７.７９% ７.４９% ４.２１% △３.２８%
自己資本 １３,０２６ １２,６２１ ８,３０６ △４,３１５
Ｔｉｅｒ１ ８,５６９ ８,３３６ ４,１９３ △４,１４３
Ｔｉｅｒ２ ４,９５６ ４,９０５ ４,１９３ △７１２
控除項目 ５００ ６２１ ８０ △５４１

リスクアセット １０９,９４１ １１１,２９９ ９９,３６６ △１１,９３３
（ご参考）単体自己資本比率 １２.７０% １２.００% ８.２４% △３.７６%
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以上により、連結経常損益は、４,４９５億円の損失となりました。

これを事業の種類別セグメントでみますと、銀行信託業務は、当行の上記要因による損失計上を主

因に４,９２９億円の大幅な経常損失となり､証券業務もコスモ証券株式会社の損失計上により２９億円の経

常損失となっております。金融関連業務は６７億円の損失を計上しましたが､前期比では１８８億円の増益

となり、不良債権処理にめどをつけ､安定的な収益基盤への転換を図っています。その他業務は２９億円

の経常損失となりましたが、当該セグメントの対象子会社は、不動産業等の適正化対象会社であり、平

成１４年３月期中にすべて連結から外れております。

以上に特別損益を加えた税金等調整前当期純損失は４,４４１億円、当期純損失は３,３６６億円となり、１株

当たり当期純損失は１６３円９７銭となっております。

以上のような財政状況を反映し、営業活動によるキャッシュ・フローは、預金の増加による収入が

１兆５,０８６億円、貸出金減少による収入５,７７２億円等のほか市場性資金の増減による増収要因があった

ものの､譲渡性預金の調達を控え調整したため７,３３６億円の収入にとどまりました。投資活動による

キャッシュ・フローは、債券ポートの改善のため国債を中心に債券の入替えを行ったほか、株式保有

規制を意識した持合解消を進めたため、有価証券の取得による支出・売却による収入がほぼ均衡し

５８０億円の収入と小幅な動きとなりました。また､財務活動によるキャッシュ・フローは、５５億円の支

出となりました。

この結果、当連結会計年度末における「現金及び現金同等物」の残高は１兆１,１４９億円となり、期首残

高に比し７,６３４億円増加しております。

損益の状況（単体決算）

■業務純益

当期は、運用面では景気低迷を背景に国内貸出金は平残ベースで２９３億円の増加にとどまったものの、

国債を中心に債券運用を増加させたため、運用平残は１,４１３億円の増加となりました。調達面では、期末

にかけ流動性預金が大幅に増加したものの､平残ベースでは預金残高は約１兆円の減少となり、一方で

譲渡性預金が１兆円以上増加しております。この結果、資金運用利回りは、前期比０.１３％低下して１.６３％

となったものの、資金調達利回りが０.２７％と前期比０.１６％低下したため、資金粗利鞘は、１.３６％と前期比

０.０３％拡大し、国内資金利益は５５億円の増益となりました。

信託報酬は、合同運用指定金銭信託の不良債権処理および保有株式の減損処理を実施したことを主

因に、前期比１２６億円減少し４２２億円となっています。

経費（臨時的経費は除く）は､従来以上の合理化・効率化に努め１,５８６億円と前期比３０億円の減少と

なっています。

一方､一般貸倒引当金は、今後の厳しい経済情勢も勘案し、予想損失率の算定方法を保守的に変更し

たほか、要管理債権の選定基準見直しによる要管理債権の増加により、繰入額は７３７億円と前期比６８３

億円増加しています。
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■連結キャッシュ・フローの概要 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー △４９３ １,７１２ ７,３３６
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー １,７１３ △２,７６５ ５８０
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー △６３８ △１３６ △５５
Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 ４ ５ ８
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 ５８５ △１,１８４ ７,８６８
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 ４,１１３ ４,６９９ ３,５１５
Ⅶ　会社分割に伴う現金及び現金同等物の減少額 ー ー △２３５
Ⅷ　連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △０ △０ △０
Ⅸ　現金及び現金同等物の期末残高 ４,６９９ ３,５１５ １１,１４９

■利益総括表（単体） （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
前期比増減

業務粗利益合計 ２,５６２ ２,７６６ ２,６４９ △１１６
国内業務粗利益 ２,４８６ ２,６６０ ２,４９２ △１６８
資金利益 １,６３６ １,７１６ １,７７２ ５５
信託報酬 ５５３ ５４８ ４２２ △１２６
（うち不良債権処理額）（△） ２５ ２７ ４０ △１２
手数料収支 ２７４ ２６９ ２３２ △３６
特定取引収支 １５ １０ ８ △１
その他業務収支 ６ １１６ ５６ △５９
（うち国債等債券損益） ６ ６４ ５３ △１１

国際業務粗利益 ７６ １０５ １５７ ５１
資金利益 △１５ ２２ ２３ ０
手数料収支 １７ １７ １７ ０
特定取引収支 １１ ０ ２５ ２５
その他業務収支 ６２ ６５ ９０ ２５
（うち外国為替売買益） ５２ ７６ ８９ １２

一般貸倒引当金繰入（△） １１７ ５３ ７３７ ６８３
経費（臨時的経費を除く）（△） １,６８７ １,６１７ １,５８６ △３０
人件費（△） ５７５ ５９０ ５４８ △４１
物件費（△） １,０４３ ９６７ ９７７ １０
税金（△） ６８ ５９ ６０ ０

業務純益 ７５７ １,０９５ ３２５ △７７０
コア業務純益※１ ８８４ １,１１４ １,０４６ △６７
臨時損益 △３８１ △１,１４３ △５,７８５ △４,６４１
うち株式等損益 １,０４４ ３１０ △２,４７７ △２,７８８
株式等売却益 ２,６１７ ４６４ １１２ △３５２
株式等売却損（△） １,１６２ ４５ １９１ １４５
株式等償却（△） ４０９ １０８ ２,３９８ ２,２９０

うち不良債権処理額（△）※２ １,４９３ １,４５０ ３,１７７ １,７２７
経常利益（△は経常損失） ３７６ △４８ △５,４５９ △５,４１１
特別利益 ７１ １０９ ５８ △５０
うち動産不動産処分益 １３ ４９ ３ △４５

特別損失（△） ２５ １７ ９ △７
税引前利益 ４２２ ４３ △５,４１０ △５,４５４
法人税、住民税及び事業税（△） ２９ ３７ ３ △３４
法人税等調整額（△） ２１１ １１６ △１,０６７ △１,１８３
当期純利益（△は当期純損失） １８１ △１０９ △４,３４６ △４,２３６

（注）※１コア業務純益＝業務純益－国債等債券損益＋信託勘定不良債権処理額＋一般貸倒引当金繰入
※２不良債権処理額には、特定海外債権引当勘定繰入を含みます。
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以上により、業務純益は３２５億円と前期比７７０億円の大幅減益となりました。また､コア業務純益は

１,０４６億円となっていますが、金融商品会計導入による株式配当金の未収計上等の前期要因を考慮す

れば､実質３０億円の増益となります。

■臨時損益

経営統合を踏まえ、平成１５年３月期以降の加速度的な収益力の回復と財務基盤の安定性を確保するた

め、不良債権問題の終息に向けた対応と株価変動リスクの大幅低減を図るための減損処理を実施しま

した。

不良債権処理については、将来の与信リスクを排除するため、自己査定の一層の厳格化による破綻懸

念先へのダウングレードとバルクセールによるオフバランス化の推進等の積極的な処理を進めました。

このため、不良債権処理額は、３,１７７億円となりました。

また、株式については、評価の基準を従来の「期末日」から「決算日前１カ月平均」の市場価格に変更

し､３０％以上の含み損率の銘柄については、一律減損処理を実施しました。この結果､減損処理額は､

２,３９６億円となっています。

以上の結果、経常損益は５,４５９億円の大幅な損失となり、当期損益も４,３４６億円の損失となりました。

■資産・負債等の状況（単体）

総貸出金（銀行勘定と信託勘定合算）は、期中６,７７３億円減少して１０兆８８６億円となりました。景気に対

する先行きの不透明感が強まるなか、中小企業向け貸し出しを中心に伸び悩みました。一方、住宅ロー

ン等のローン残高は若干増加しています。

総資金量（銀行勘定預金、譲渡性預金、金銭信託および財産形成給付信託合算）は、１２兆３,５０１億円と

期中１３兆８,８１７億円減少しました。これは、年金・法人信託部門の分社化に伴い設立した大和銀信託銀

行株式会社に、年金信託、特定金銭信託等を移転したため、前期末比大幅に減少しているものです。預

金については、期末にかけ流動性預金を中心に大きく増加し、前期末比１兆５,０４２億円増加し１０兆９,６３０

億円となっています。この増加に対応し、譲渡性預金での調達を控えたため、譲渡性預金は５,５３３億円

と前期末比１兆９,６０２億円減少しました。

総資産は、期中７,９４６億円減少して１４兆７,２３９億円となりました。貸出金や市場性運用が減少したほ

か、株式減損処理の実施により有価証券残高が４,１６０億円減少し２兆７,２６０億円となりました。また、積

極的な不良債権処理により貸倒引当金が１,８４５億円増加しています。

負債は、預金等以外では、信託勘定借が金銭信託の減少を主因に２,６０４億円減少しております。

信託勘定につきましては、信託財産総額は期中２１兆１,４１８億円減少し１兆１,４５５億円となりましたが、

これは上記のとおり、大和銀信託銀行株式会社に年金信託等を中心に２２兆８,３６６億円（平成１４年２月末

現在）の信託財産を移転したことによるものです。貸出金は、元本補てん契約のある信託の減少を主因

に８４３億円減少し、４,７５８億円となりました。
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■資金粗利鞘 （単位：％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
前期比増減

国内業務部門資金粗利鞘 １.２９ １.３３ １.３６ ０.０３
資金運用勘定 １.８０ １.７７ １.６３ △０.１３
うち貸出金 ２.００ ２.０２ １.９４ △０.０７
有価証券 １.１８ １.０４ ０.７４ △０.２９

資金調達勘定 ０.５１ ０.４４ ０.２７ △０.１６
うち預金 ０.３３ ０.３１ ０.１９ △０.１１

国際業務部門資金粗利鞘 △０.１９ ０.３４ ０.４９ ０.１５
資金運用勘定 ４.８０ ５.２３ ３.４５ △１.７７
うち貸出金 ４.４２ ４.８９ ２.９５ △１.９３

資金調達勘定 ４.９９ ４.８９ ２.９６ △１.９３
うち預金 ４.５２ ５.６２ ２.７０ △２.９２

資金粗利鞘 １.２２ １.２９ １.３３ ０.０４

■総資金量 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
前期比増減

銀行勘定
預金 ９９,９８２ ９４,５８７ １０９,６３０ １５,０４２
国内業務部門 ９７,５７５ ９２,８８２ １０７,６６７ １４,７８５
うち流動性預金 ３９,１９８ ３９,６４２ ６７,８２３ ２８,１８１
定期性預金 ５８,３７７ ５３,２３９ ３９,８４３ △１３,３９５

国際業務部門 ２,４０６ １,７０５ １,９６２ ２５７
譲渡性預金 １５,８６４ ２５,１３６ ５,５３３ △１９,６０２

信託勘定
金銭信託 ７５,９６８ ７８,９７１ ８,３１３ △７０,６５８
年金信託 ６１,１１７ ６３,５９２ ー △６３,５９２
財産形成給付信託 ３５ ３１ ２４ △６

総資金量 ２５２,９６８ ２６２,３１９ １２３,５０１ △１３８,８１７
元本補てん契約のある合同運用指定金銭信託 １４,２９８ ９,９９２ ７,００６ △２,９８６
（信託財産の運用のため再信託された信託を含む）

■総貸出金 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
前期比増減

総貸出金 １０７,３４７ １０７,６５９ １００,８８６ △６,７７３
銀行勘定貸出金 ９９,７９６ １０２,０５７ ９６,１２７ △５,９３０
国内業務部門 ９７,５８８ １００,０４２ ９４,７２０ △５,３２２
国際業務部門 ２,２０８ ２,０１４ １,４０７ △６０７

信託勘定貸出金 ７,５５０ ５,６０１ ４,７５８ △８４３

■資本金および純資産額など

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
前期比増減

資本金 ４,６５１億円 ４,６５１億円 ４,４３１億円 △２２０億円
純資産額 ９,４７２億円 ９,２６５億円 ４,１８０億円 △５,０８５億円
１株当たり当期純利益 ６.６８円 △７.６０円 △２１１.７２円 △２０４.１２円
１株当たりの純資産 ２５７.３０円 ２４７.２７円 △０.４６円 △２４７.７３円
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平成１４年３月期の不良債権処理について

Super Regional Bank Group

平成１４年３月期は、今般の経営統合を踏まえ、来期以降の収益基盤を確固たるものとすべく抜本的な不

良債権処理を実施しました結果、単体ベースでの銀行勘定不良債権処理額は３,１７７億円となりました。

主な内訳は、貸出金償却８４８億円、個別貸倒引当金繰入２,１５４億円、株式会社共同債権買取機構関連損

失９８億円、債権放棄損１５億円、バルクセール等債権売却損６１億円等となりました。これらに信託勘定

（元本補てん契約のある信託勘定、以下同じ）を含めた合算不良債権処理額は３,２１７億円、一般貸倒引当

金繰入を加えた与信関連費用は３,９５５億円となりました。

資産の自己査定と償却・引当について

当行では、金融庁の金融検査マニュアルならびに日本公認会計士協会の実務指針などに準拠して、行内

基準として「資産の自己査定基準」および「償却および引当金の計上基準」を制定しています。これらの

基準により厳格な自己査定を実施するとともに、その結果に基づき適正な償却・引当を行っています。こ

の自己査定および償却・引当の結果については、当行の資産査定部が検証し、検査部が内部監査を、さ

らに監査法人が外部監査を実施することで牽制機能を確保しています。

貸出金等の与信関連資産（債権）の自己査定は以下のように実施しています。

債務者の実態的な財務内容、資金繰り、収益力等により、その返済能力を検討して債務者を正常先、

要注意先、破綻懸念先、実質破綻先および破綻先に区分します。なお、債務者区分が要注意先となった

債務者のなかで、その貸出債権に要管理債権（３カ月以上延滞債権・貸出条件緩和債権）がある先は要注

意先（要管理先）として区別して管理しています。この債務者区分を踏まえ、債権の資金使途等を個別に

検討し、担保や保証等の状況を勘案のうえ、債権の回収の危険性または価値の毀損の危険性の度合い

に応じて、債権を分類します。

上記の債務者区分と債権分類に基づき、適正な償却・引当を実施しています。

開示債権について

自己査定の結果については「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（以下、金融再生法）に基

づく開示債権および銀行法に基づくリスク管理債権をそれぞれ開示（信託勘定を含む）しています。

平成１４年３月末における金融再生法に基づく開示債権は、単体ベースで、破産更生債権およびこれら

に準ずる債権２,０５０億円、危険債権６,９０７億円、要管理債権５,９６３億円の合計１兆４,９２２億円となり、前年

比６,７８４億円増加しました。また、上記債権に対する引当、担保・保証等による全体の保全率は７７.４６％

となっています。なお、連結ベースでは１兆５,２００億円となります。

リスク管理債権は、単体ベースで、破綻先債権７１２億円、延滞債権７,８３７億円、３カ月以上延滞債権

９０億円、貸出条件緩和債権５,８７３億円の合計１兆４,５１３億円となり、前年度比６,５７５億円増加しました。

また、連結ベースでは１兆４,５３５億円となりました。なお、貸出金に対する比率はそれぞれ１４.４３％、

１４.４７％となっています。
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開示債権が前年比大幅に増加しましたのは、経営統合を踏まえ「不良債権問題」の終息に向けた対応

をすべく、債務者の業績回復見込みや借入状況を一層厳格に査定し債務者区分を見直したことや、要管

理債権の選定基準を厳格化し、それを厳正に運用したことによるものです。

不良債権のオフバランス化について

破綻懸念先以下の債権について、平成１４年３月期は上期１,６０９億円、下期１,３２０億円の合計２,９３０億円の

オフバランス化を実施しました。これに対し、新規に破綻懸念先以下となる債権が上期７３６億円、下期

５,８８８億円の合計６,６２４億円発生しましたので、平成１４年３月末のオフバランス化対象債権額は８,９５８億

円と平成１３年３月末の５,２６４億円から３,６９３億円増加しました。

なお、オフバランス化の進捗率については、平成１２年度上期以前発生分６５.９％、平成１２年度下期発

生分が５４.５％、平成１３年度上期発生分が４８.７％となっています。

■不良債権処理の内訳 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
前期比増減

不良債権処理額 １,４９３ １,４５０ ３,１７７ １,７２７
貸出金償却 ５３８ ７７５ ８４８ ７２
個別貸倒引当金繰入 ７２４ ５１０ ２,１５４ １,６４４
特定債務者支援引当金繰入 ６２ ー ー ー
（株）共同債権買取機構関連損失 １７８ １４３ ９８ △４４
債権放棄損 ー ー １５ １５
その他債権売却損 ９ ２６ ６１ ３４
特定海外債権引当勘定繰入 △２０ △５ △１ ３

■債務者区分ごとの償却および引当の概要
自己査定の債務者区分 償却および引当の概要（銀行勘定）

正常先

要注意先

要注意先
（要管理先）

破綻懸念先

実質破綻先
破綻先

■金融再生法上の債権区分の説明
金融再生法による債権区分 各債権区分の説明

正常債権

要管理債権

危険債権 破綻懸念先に対する債権
破産更生債権および

実質破綻先に対する債権および破綻先に対する債権
これらに準ずる債権

平均残存期間を勘案して算出された適正な貸倒実績率に、将来見込み等必要な修
正を加えた予想損失率に基づき、今後１年分の予想損失額を一般貸倒引当金とし
て計上しています。

平均残存期間を勘案して算出された適正な貸倒実績率に、将来見込み等必要な修
正を加えた予想損失率に基づき、今後３年分の予想損失額を一般貸倒引当金とし
て計上しています。

債権金額から担保および保証による回収見込額を控除した残額を個別債権ごとに
償却するか、個別貸倒引当金を計上しています。

正常先に対する債権および要注意先に対する債権のうち要管理債権に該当する債
権以外の債権
要注意先に対する債権のうちの「３カ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」
に該当する貸出債権

債務者単位で、合理的に見積もられた回収可能な部分を除いた残額を個別貸倒引
当金として引当てています。その他の債務者については、過去の貸倒実績率に将来
見込み等必要な修正を加味した予想損失率にて個別貸倒引当金を引当てています。
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■金融再生法基準による開示債権の状況（銀行勘定と元本補てん契約のある信託勘定の合算） （単位：億円）

平成１３年３月末 平成１４年３月末
単体 連結 単体 連結

合計額 銀行勘定 信託勘定 合計額 銀行勘定 信託勘定 合計額 銀行勘定 信託勘定 合計額 銀行勘定 信託勘定
破産更生等債権 １,７４２ １,６７２ ７０ ２,０３１ １,９６０ ７０ ２,０５０ ２,０１１ ３８ １,９３７ １,８９８ ３８
危険債権 ３,５２１ ３,４５８ ６３ １,９２５ １,８６２ ６３ ６,９０７ ６,８０４ １０３ ７,１９３ ７,０９０ １０３
要管理債権 ２,８７３ ２,８２４ ４８ ２,７８３ ２,７３４ ４８ ５,９６３ ５,７８８ １７５ ６,０６９ ５,８９４ １７５
小計 ８,１３７ ７,９５５ １８２ ６,７３９ ６,５５７ １８２ １４,９２２ １４,６０５ ３１６ １５,２００ １４,８８３ ３１６
正常債権 １０７,７１７ １０２,６４４ ５,０７３ １０５,１９５ １００,１２１ ５,０７３ ９２,７１８ ８８,５９２ ４,１２６ ９１,０８１ ８６,９５４ ４,１２６
合計 １１５,８５５ １１０,６００ ５,２５５ １１１,９３４ １０６,６７９ ５,２５５ １０７,６４１ １０３,１９７ ４,４４３ １０６,２８２ １０１,８３８ ４,４４３

（注）１. 平成１３年３月末は部分直接償却額（単体：３,００２億円、連結：４,７７０億円）控除後の計数です。
２. 平成１４年３月末は部分直接償却額（単体：２,７９３億円、連結：２,９１７億円）控除後の計数です。

自 己 査 定  
分類債権 

債務者区分 

金融再生法の 
開示基準 

非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 保全状況 金融再生法に 
基づく保全率 

（単位：億円） 

破綻先／ 
実質破綻先 

（合計 ２,０５０） 

破綻懸念先 

（合計 ６,９０７） 

破綻懸念先 
（除く関連会社） 

（合計 ４,４１９） 

要管理先 

（合計 ９,９７４） 

その他の 
要注意先 

（合計 １５,５４６） 

正常先 

（合計 ７３,１６２） 

合計 

１０７,６４１ 

合計 

１０７,６４１ 

要
　
注
　
意
　
先 

破産更生債権 
およびこれらに 
準ずる債権 

 ２,０５０ 

危険債権 

６,９０７ 

危険債権 

８６.５２％ 

要管理債権 

５９.２１％ 

全体の保全率 

７７.４６％ 

要管理債権 
５,９６３ 

小計 
１４,９２２ 

正常債権 

９２,７1８ 

銀） ７９０ 

信） ４ 

計） ７９４ 

銀） １,２２１ 

信） ３４ 

計） １,２５６ 

銀） ３,００１ 

信） ５ 

計） ３,００７ 

銀） ２,８８１ 

信） ８８ 

計） ２,９６９ 

銀） ９２１ 

信） ９ 

計） ９３１ 

銀） ６５１ 

信） ９ 

計） ６６０ 

銀） ２,２４７ 

信） ４ 

計） ２,２５１ 

銀） １,４２９ 

信） ７７ 

計） １,５０７ 

銀） ８６８ 

信） ４４ 

計） ９１２ 

銀） ８,６８２ 

信） ３７９ 

計） ９,０６２ 

銀） ５,８８６ 

信） ２９ 

計） ５,９１５ 

銀） ６９,５４９ 

信） ３,６１２ 

計） ７３,１６２ 

銀） ９,３９４ 

信） ２３６ 

計） ９,６３０ 

要管理債権 

銀） ５,７８８ 

信） １７５ 

計） ５,９６３ 

引当率 

１００％ 
直接償却 

引当金 
（４３９） 
 

担保／保証 
（１,６１０） 

破産更生債権 
およびこれらに 
準ずる債権 

 １００％ 

引当金 
（２,１０６） 

 
担保／保証 
（３,８７０） 

引当金 
（１,０２７） 

 
担保／保証 
（２,５０３） 

引当率 

６９.３３％ 

非分類 

８３,７９１ 

Ⅱ分類 

２２,９１８ 

Ⅲ分類 

９３１ 

Ⅳ分類 

－ 

（除く関連会社） 

■自己査定の状況（単体）
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■引当の状況 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
単体 連結 単体 連結 単体 前期比増減 連結 前期比増減

貸倒引当金 １,８８８ １,８７４ ２,１２７ １,９２３ ３,９７２ １,８４５ ４,１９５ ２,２７２
一般貸倒引当金 ６１２ ６９７ ６６６ ７３４ １,４０３ ７３７ １,４６４ ７２９
個別貸倒引当金 １,２４８ １,１５８ １,４４０ １,１７５ ２,５４９ １,１０９ ２,７１８ １,５４３
特定海外債権引当勘定 ２６ １８ ２１ １３ １９ △１ １２ △１

特定債務者支援引当金 ５５０ ３０４ ２４６ － － △２４６ － －
（信託）債権償却準備金 １９ １９ １６ １６ １３ △２ １３ △２
引当金総額 ２,４５７ ２,１９７ ２,３９０ １,９３９ ３,９８６ １,５９５ ４,２０９ ２,２６９

■リスク管理債権情報（銀行勘定と元本補てん契約のある信託勘定の合算） （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
単体 連結 単体 連結 単体 前期比増減 連結 前期比増減

破綻先債権 １,０３３ ８６８ ９７７ ９９４ ７１２ △２６４ ７２８ △２６６
延滞債権 ４,８２８ ３,９０７ ４,０８８ ２,５００ ７,８３７ ３,７４８ ７,７３７ ５,２３７
３カ月以上延滞債権 １９３ ２８５ ２１８ ２５６ ９０ △１２８ １０４ △１５２
貸出条件緩和債権 ３,８１３ ３,９０２ ２,６５４ ２,５２６ ５,８７３ ３,２１９ ５,９６４ ３,４３８
リスク管理債権合計 ９,８６７ ８,９６４ ７,９３８ ６,２７８ １４,５１３ ６,５７５ １４,５３５ ８,２５７

（注）１. 平成１２年３月末は部分直接償却額（単体：３,５２４億円、連結：５,６０５億円）控除後の計数です。
２. 平成１３年３月末は部分直接償却額（単体：３,００２億円、連結：４,７７０億円）控除後の計数です。
３. 平成１４年３月末は部分直接償却額（単体：２,７９３億円、連結：２,９１７億円）控除後の計数です。

■不良債権の最終処理（オフバランス化）

破綻懸念先以下の債権残高（銀行勘定と元本補てん契約のある信託勘定の合算） （単位：億円）

平成１２年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１３年度
上期末 下期末 上期末 下期末 オフバランス化

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) 進捗率
平成１２年度上期以前分 ７,０２６ ４,５９８ ３,２０４ ２,３９０ ６５.９%

破産更生等債権 １,６６５ １,５２５ １,０８４ １,１５４ ３０.７%
危険債権 ５,３６１ ３,０７２ ２,１１９ １,２３６ ７６.９%

平成１２年度下期発生分 ６６５ ４４９ ３０２ ５４.５%
破産更生等債権 ２１７ １４２ １７７ １８.０%
危険債権 ４４８ ３０７ １２４ ７２.２%

平成１３年度上期発生分 ７３６ ３７７ ４８.７%
破産更生等債権 ２４４ １４９ ３９.０%
危険債権 ４９１ ２２８ ５３.５%

平成１３年度下期発生分 ５,８８８ －
破産更生等債権 ５６９ －
危険債権 ５,３１８ －

合計 ７,０２６ ５,２６４ ４,３９０ ８,９５８ －
（注）オフバランス化の進捗率は発生期末および平成１３年度下期末時点の債権残高により算出しています。

清算型処理 清算型倒産手続き（破産、特別清算）による債権
切捨て・債権償却

再建型処理 再建型倒産手続き（会社更生、民事再生、和議、会社
整理）による債権切捨て、特定調停等民事調停によ
る債権放棄、私的整理による債権放棄

その他 回収・返済、債務者の業況改善等

平成１３年度におけるオフバランス化の内訳 （単位：億円）

平成１３年度
清算型処理 △４１４
再建型処理 △７５０
再建型処理に伴う業況改善 △５２
債権流動化 △１,２２１
直接償却 ４７２
その他 △９６４
合計 △２,９３０

（単位：億円）

平成１３年度
オフバランス化 （うち上期） （うち下期）

実績 (Ｂ)－(Ａ) (Ｃ)－(Ｂ)
△２,２０８ △１,３９３ △８１４
△３７１ △４４０ ６９

△１,８３６ △９５３ △８８３
△３６３ △２１６ △１４７
△３９ △７４ ３５
△３２４ △１４１ △１８２
△３５９ － △３５９
△９５ － △９５
△２６３ － △２６３

△２,９３０ △１,６０９ △１,３２０
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リスク管理体制について

Super Regional Bank Group

リスク管理の基本的な考え方

大和銀行は、りそなグループ全体のリスク管理方針に則り、「強固な管理体制の確立」を経営の基本目標

の１つに掲げてリスク管理体制を整備しています。主要なリスクについては業務推進部署から独立して

設置したリスク管理部署がリスクの状況を評価・分析しています。また、検査部が行う内部監査によって、

リスク管理体制の適切性・有効性等を検証・評価しています。各種リスクの状況については、リスク管理

部署等が｢取締役会｣や「融資・審査会議」「ＡＬＭ会議」などへ報告する体制となっています。

取 締 役 会 監査役・監査役会 

経営会議 

融資・審査会議 ALM会議 

総合企画部企画部 
リスク統括室 

総合企画部企画部 
ALM企画室 

その他のリスク 信用リスク 市場リスク 流動性リスク 事務リスク システムリスク 

＜リスク管理部署＞ ＜資金繰り管理部署＞ 

融資企画部 

営業店・本部・関連会社 

検査部 

資産査定部 

システム監査室 

【リスク管理部署】 

【業務推進部署等】 

【監査・検証部署】 

各リスク管理部署 システム企画部 事務部 資金証券部 市場管理部 市場管理部 

■リスク管理体制

リスクの種類

信用リスク

市場リスク

流動性リスク

事務リスク

システムリスク

法務リスク

レピュテーショナルリスク

説明

与信先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス資産を含む）の価値が減少ないし消失し、

損失を被るリスクです。

長短金利、債券・株式、外国為替等の相場変動から、保有する資産の価値が変動することにより損

失を被るリスクです。

財務内容の悪化等により必要な資金が確保できなくなり、資金繰りがつかなくなる場合や、資金の

確保に通常よりも著しく高い金利の支払いを余儀なくされることにより損失を被るリスクです。

役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故･不正等を起こすことにより損失を被るリスクです。

コンピュータシステムのダウン、誤作動等のシステムの不備、あるいは、システムの不正使用、シ

ステムへの侵入、システムからの情報漏洩により損失を被るリスクです。

法令や契約に違反すること、不適切な契約を締結すること、その他法的原因により損失を被るリス

クです。

事実と異なる報道や風説、噂などにより、信用や評判が悪化することにより損失を被るリスクです。
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信用リスク管理の基本方針

大和銀行では、資産の健全性確保のため、業務推進部署から独立した審査体制の整備に加え、信用格付

制度に基づく客観的な信用リスクの把握、信用リスク管理の高度化に努めています。各階層別の研修制

度など職員に対する融資教育の充実により、融資の基本原則や実態把握方法を徹底して、全行的な信用

リスク管理のレベルアップに努めています。

信用リスク管理の高度化

■信用格付制度

当行では１５段階からなる信用格付制度を導入しています。この制度は、お取引先の財務諸表を１０数項

目の財務指標に基づき分析し、これに不良資産や含み損益などの資産内容と将来の債務履行の確実性

に影響を与える可能性のある定性的要因を加味して、総合的な信用リスクを把握するものです。この信

用格付に基づき貸出ポートフォリオの質的な面を管理するとともに、特定の業種や地域に偏らないバラ

ンスのとれた貸出運営に努めています。

■信用リスクの計量化

信用リスクの計量化とは、貸出金などの元利返済のキャッシュ・フローが、将来、デフォルト（債務不履

行）という不確実な事象によってどの程度損なわれるかを予測することです。当行では、過去の信用格

付別のデフォルト率（貸倒実績率）や回収率などを計量的に分析し、信用リスク量を適切に把握すること

によって、よりバランスのとれた貸出ポートフォリオの構築やリスクに見合った適切な貸出金利による業

務運営に努めています。

信用リスク管理

■信用リスクの計量化

貸出ポートフォリオ運営

・与信分散（リスク分散）
・クレジットリミット

経営資源の適正配分

リスク負担の対価測定

・クレジットスプレッド

適正な収益確保

財務の健全性確保

・適正な引当率

信用リスクの計量化

・予想損失額の算定
・倒産確率の算定金融環境など

貸倒実績率の分析

回収率の分析
信用格付別
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管理体制

当行における個々の与信審査は、営業店と本部に設置した「融資第一部」「融資第二部」「審査第一部」「審

査第二部」「東京審査部」で行う体制とし、牽制・ダブルチェック体制が確立されています。

審査に当たっては、信用格付制度による実態把握を踏まえながら、案件ごとの資金使途やキャッシュ・

フロー、保全状況などを検討し、的確かつ厳正な与信判断を行い、お取引先の健全な資金需要に対し

て、円滑な資金供給を行えるよう努めています。

「融資企画部」は、信用リスクの計量化等を通じ当行全体の信用リスクの状況を的確に把握し、審査管

理体制を統括することにより、信用リスクを管理しております。

｢資産査定部｣では、自己査定の統括および検証を行うことに加え、信用格付の適切性の検証、与信事

後管理の検証、および問題債権の処理状況のチェックなどを行い、牽制機能を発揮しています。一方｢資

産査定部｣自体も｢検査部｣の内部監査を受けるなど適切な内部管理体制を敷いております。

問題債権については正常債権と分別する管理体制としており、審査第一部に再建支援チーム、審査第

二部に債権回収の専担チームを設置するなどオフバランス化に向けた体制を敷いています。

不良債権処理については、不動産部内のプロジェクトチームと連携し、担保不動産の処分を促進する

とともに、バルクセール（不良債権を複数取りまとめて一括売却する手法）や証券化手法などの積極的

活用によって早期オフバランス化に努めています。

市場リスク管理の基本的な考え方

大和銀行では、市場リスクを適切にコントロールするため、取締役会において市場リスク管理の基本的

考え方を定め、リスク管理体制を整備しています。

フロント・オフィス（業務推進部署）やバック・オフィス（取引管理部署）から独立した、全行的な市場リ

スク管理部署として「市場管理部」を設置しています。市場リスクにかかわる上限枠を｢ＡＬＭ会議｣にお

いて設定し、日次で市場商品のポジション・損益等をＡＬＭ会議議長等に報告するとともに、月次で市場

リスクの状況を｢取締役会｣｢ＡＬＭ会議｣に報告しています。

トレーディング取引への取り組みとそのリスク管理手法

当行では、為替取引、金利スワップ取引、金利オプション取引などのトレーディング取引によってお客様

の多様なニーズに応じた商品をご提供しています。

当行は、トレーディング取引における市場リスクを管理するため、バリュー・アット・リスク（ＶａＲ）法を

用いています。ＶａＲとは、自己のポジションに対して市場が不利な方向へ動いたときに一定の確率内で

発生する最大損失額であり、統計的手法を用いて算出します。

市場リスク管理
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また、市場が異常な動きをした場合など最悪のシナリオを複数設定して損失額を算出（ストレステス

ト）し、市場リスクにかかわる上限枠の設定等に利用しています。

さらに、ベーシス・ポイント・バリュー（金利が０.０１％変化したときの損益変化）などを用いたポジショ

ン管理や損失限度額の設定を各商品ごとに行っています。

■バリュー・アット・リスクおよびバックテスティングの状況

平成１３年度（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）のトレーディング取引にかかわる当行およびコスモ

証券のＶａＲ（保有期間１０日、信頼区間９９％）は、最大４２３百万円、最小８４百万円、平均２２５百万円で推移

しました。

当行は保有期間１日のＶａＲと損益を日次で比較することにより、算出されたＶａＲが適正であるかどう

かを検証するバックテスティングを実施しています。平成１３年度のバックテスティングの結果において

日次の損失が保有期間１日のＶａＲ値を上回った日はなく、当行のリスク計測モデルが十分な精度で市場

リスク量を計測していることを示しています。

デリバティブ取引のリスク管理

デリバティブ取引（金融派生商品取引）とは､金利･為替･債券といった金融取引（原資産取引）から派生し

たスワップ、オプションなどの取引をいいます。当行では主としてお客様のニーズに対応した商品のご

提供を行う目的で、このデリバティブ取引を活用しています。

デリバティブ取引に係るリスクは、市場リスクと信用リスクとに大別することができます。市場リスク

については、「市場リスク管理規程」を制定し、これに基づいて厳格に管理しています。トレーディング取

引の市場リスクについては、ＶａＲに上限枠を設定するとともに、取引部署・商品ごとにポジション枠なら

びに損失限度枠を設定して管理しています。信用リスクについては、取引相手ごとに与信相当額（取引

相手方が債務不履行となった場合に当該デリバティブ取引に関して被る損失相当額）に対する限度額を

設けて管理しています。
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■平成１３年度 当行トレーディング取引の日次VaRと損益の推移
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大和銀行では、円および外貨の資金繰りを日々統合して管理するとともに、各種の管理指標を設定して

資金繰りリスクの状況を適正に評価する体制を整えるなど、流動性リスク管理の強化に努めています。

また、調達手段の多様化を図るとともに十分な流動性資産を確保し、流動性に配慮した業務運営を行っ

ています。

金融の自由化、金融技術の革新といった銀行を取り巻く環境変化のなか、資産・負債の総合的な管理

（ＡＬＭ）の重要性がますます高まっています。

当行では、「ＡＬＭ会議」がＡＬＭの基本的な方針を策定し、金利リスクを主体とした市場リスクおよび

流動性リスクを勘案しつつ資産・負債のバランスを図りながら収益を確保するよう努めています。また、

以下の手法を活用して、金利リスクを多面的に把握するとともに、金利リスクを総合的にコントロールし

ています。

・マチュリティラダー分析（金利感応度分析）

資産・負債の金利更改ベースでの残存期間別金額および期間別の差額や比率を算出し、金利感応性を

把握します。金利見通しに従って、その差額や比率をコントロールする分析手法です。

・シミュレーション分析

資産･負債の各項目の金利シナリオと量シナリオとを組み合わせ、パフォーマンス評価を行う分析手法

です。

銀行業務がますます多様化・専門化するなか、大和銀行では事務・システムリスクを削減するため、関係

部署が連携し、事務管理体制の充実、事務水準の向上、処理の厳正化を図り、事務の正確性維持と事故

防止に努めています。

具体的には、手続類の継続的な整備、事務機器の充実、システムチェック機能の活用・強化、事務集中

化による処理の定型化などに積極的に取り組んでいます。

教育・指導面では、階層別・業務別各種集合研修の実施や事務リスク管理研修の新設実施、各種マニ

ュアルの作成・配付、事務部職員による営業店での現場指導などを行い、事務水準の向上、管理者の養

成、営業店の事務品質の維持・向上に努めています。

流動性リスク管理

ＡＬＭ管理

事務リスク管理
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システムリスク管理

銀行業務の多様化やネットワークを利用する取引の増加に伴い、お客様のプライバシーや企業機密を保

護する観点から、情報管理がますます重要になっています。また、銀行のコンピュータシステムは、お客

様や決済システムなどへ広範な影響を及ぼす可能性があり、その重要性が一段と高まっています。

このような状況を踏まえ、情報の管理およびシステムリスク管理の強化を図るとともに、大阪と東京

に電算機センターを設置し、災害時には相互にバックアップして業務を継続できるシステムを構築して

います。

リーガルチェックの実施、啓発活動、顧問弁護士との連携等により、法務リスクの極小化を図ることとし

ています。法務リスク管理規程を制定するとともに、総務部法務室が訴訟状況等を把握して法務リスク

情報を統括管理しています。

事実と異なる報道や風説、噂などにより、信用や評判が悪化するレピュテーショナルリスク（風評リスク）は、

思いがけないところから顕在化する可能性があります。当行では、ディスクロージャー（情報開示）の充

実を図り、日常より正確で適切な情報提供に努めています。また、「広報マニュアル」を制定し、レピュテ

ーショナルリスクに関する情報を速やかに把握し、原因の解明、対応ができる行内の体制を整えるとと

もに、それらの情報はグループ内で大和銀ホールディングス広報部が一元的に管理しています。

自己責任原則に基づいて業務の健全性と適切性を確保することは、金融機関の最重要課題の１つです。

リスク管理体制の適切性および有効性等を検証し、リスク管理体制の強化と業務の安定的な維持発展

を図ることを目的として、大和銀行では他の業務部門から独立した「検査部」を設置して内部監査を行っ

ています。

内部監査の対象は当行の全業務部門および全業務とし、具体的な監査範囲は年度ごとに策定する内

部監査基本計画に織り込んでいます。コンピュータシステムに関連するリスクについては、検査部内に

システム監査室を設置して専門的に監査を行っています。

内部監査の結果については定期的に取締役会などに報告しています。また、内部監査を通じて発見さ

れた問題点については検査部から所管本部等に対して改善提案を行っています。

法務リスク管理

レピュテーショナルリスク管理

内部監査
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コンプライアンス体制について

Super Regional Bank Group

コンプライアンス

■基本方針

大和銀行では、銀行の持つ社会的、公共的責任を強く認識し、法令やルールのみならず社会的規範まで

含めて、それらを厳格に遵守することをコンプライアンスと考えています。

平成１４年５月に制定されたりそなグループの「経営理念」と「行動基準」においては、健全・透明な経営

を行うことや原理原則・社会の常識に則り行動することを定めていますが、これは当行をはじめとした

当グループのコンプライアンスを重視する姿勢を宣言したものです。

■運営体制

当行ではコンプライアンスを実現するために、下記のような一次～三次チェック体制を構築しています。

まず、一次チェックを行う本部および営業店においては、次席者を「コンプライアンス責任者」として任

命しており、当責任者が部店内におけるコンプライアンスの徹底と指導を行うという役割を担っていま

す。次に、業務部門から完全に独立した「検査部」が各部店の業務の運営や管理などの内部監査を行う

ことで二次チェック機能を果たしています。さらに、コンプライアンスの統括部門である「業務管理室」

が各部の個別施策の適法性をチェックするとともに、業務運営における各種法令やルールなどの遵守状

況の監視および指導を行う体制としています。

コンプライアンス・プログラム

当行では、規程の整備や内部統制の実施計画、職員の研修計画など、具体的な実践計画を盛り込んだ

「コンプライアンス・プログラム」を年度単位で取締役会の承認を受けて策定し、進捗状況についても

定期的に取締役会に報告することにより、計画的にコンプライアンス体制の強化策を実践しています。

■コンプライアンス運営体制

一次チェック体制

◎営業店
•コンプライアンス責任者を中心とした日常的モニタ
リング
◎本部
•所管業務に関する通達・規程・マニュアル、事務取扱
手続きなどの策定、営業店への周知徹底

二次チェック体制

◎検査部
•各部店のコンプライアンス実施状況の定期的な監査
◎業務管理室
•各種法令等遵守状況の監視
•コンプライアンス徹底状況や問題案件等に関する経
営陣への報告

•所管部への実態調査・是正指示

取締役会

◎社会的責任・公共的使命などを柱とした企業
倫理の構築と体制の構築
◎コンプライアンスに係る基本方針およびコン
プライアンス・プログラムの策定

三次チェック体制

◎監査役による監査
◎外部監査人による監査
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勧誘方針について

■お客様に適切な商品・サービスをご提供するために

当行では、平成１３年４月に施行された「金融商品の販売等に関する法律」において策定と公表が求め

られた「勧誘方針」について、近畿大阪銀行および奈良銀行とともに共通の勧誘方針として策定し、店頭

等で公表しています。

お客様に適切な商品・サービスをご提供するために

私たちは、法令・諸規則を遵守するとともに原理原則・社会の常識に則って行動し、お客様の期待にお応

えするよう努めます。

１．お客様からお伺いした購入目的や購入経験などに照らして、適切な情報の提供と商品・サービスの説

明をし、お客様のご判断のお役に立てるよう努めます。

２．商品・サービスの利点だけではなく、リスクや手数料などについても、充分なご理解をいただくよう

説明いたします。

３．事実でない情報をお伝えしたり、金利や為替など将来における変動が不確実な事項について断定的

な説明を行うことはいたしません。

４．誠意ある態度で行動し、商品・サービスの説明をさせていただく時間帯・場所等についてもお客様の

ご迷惑とならないよう努めます。

５．内部管理体制と職員研修を充実させるとともに、一人ひとりが商品知識の向上に努めます。

ご意見、ご要望その他お気づきの点がございましたら、お客様のお取引店または下記のご相談受付窓口まで
お申し付けください。

ご相談受付窓口

大和銀行ダイワ・カスタマーセンター

近畿大阪銀行ダイレクトバンキングセンター

奈良銀行本店フリーダイヤル

●銀行休業日はご利用いただけません。

フリーダイヤル

０１２０-０７-８６８９

０１２０-８６-０２５２

０１２０-３９-３８００

受付時間

平日９:００～２１:００

平日９:００～１７:００

平日８:４５～１７:００
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社会貢献活動

Super Regional Bank Group

■大和銀行グループカップ特別協賛

平成１３年１０月７日から１１月２３日まで、大阪サッカー協会主催の第２５回大阪府知事杯大阪少年サッカー選

手権大会が行われ、当行と近畿大阪銀行が特別協賛しました。大阪府と大阪府教育委員会が後援し、大

阪府の小学生を対象としたこの大会に、今回は２０３チーム、約４,０００人の少年たちが参加しました。

■財団法人大和銀行アジア・オセアニア財団の活動

本財団は、当行創業７０周年記念事業の一環として、平成元年１０月に設立されました。設立以来、アジア・

オセアニア諸国・地域との相互理解を深め国際交流に貢献していくことを目的として、当該地域に関する

個人および共同研究への助成、国際会議・シンポジウムの開催などに対する助成事業を行ってきました。

事業実績としましては、平成１３年度には、２４の案件に対し２,３２０万円の助成金の交付を行い、設立以

来の調査研究・国際交流活動に対する助成累計は、１１９テーマ、２億８,２００万円に達しています。

また、これまでの研究の成果は、論文として発刊あるいは学術誌へ公表されるなど、順次社会に還元

されています。

■第８回大和銀カード日曜画家・写真家展

平成１３年１１月、株式会社大和銀カードは当行と近畿大阪銀行の協賛により、「第８回日曜画家・写真家展」

を当行本店で開催しました。今回は、ダイワカード会員、当行、近畿大阪銀行のお取引先よりお寄せいた

だいた油絵２８７点、写真１３２点の力作に、特別出品のアランジアロンゾとダイワカード倶楽部の表紙を飾

る井上りえさんのイラスト原画３６点を加えた合計４５５点が展示され、期間中の来場者は、３,４００人を超

える盛況ぶりでした。

また、恒例のチャリティー作品展示即売会の売上金１４１万円は、社会事業福祉資金として日本赤十字

社に全額寄付されました。

■大輪会（だいりんかい）活動

当行がその一員として参加している大輪会は、平成２年に大阪市鶴見区で開催された「国際花と緑の博

覧会」へのパビリオン出展のために、地元関西で生まれ育った企業４０社が集まり、昭和６２年に発足しま

した。以来関西で生まれ育った企業が従来の企業グループの枠を超えて幅広く結束を固め、地元関西

の発展・活性化に貢献するという理念の下に、関西国際空港旅客ターミナルビルへのモニュメント（フラ

イングモビール）の寄贈や「なみはや国体」、「東アジア競技大会」へのボランティア派遣など、多彩でユ

ニークな地域貢献活動を続けています。平成１４年５月現在、会員企業は５６社となっています。

最近の活動では、平成１４年１月に「アジアと共栄する世界都市関西の創造」をテーマに、アジアとの連

携・交流の在り方を探ることを目的に、「大輪会国際シンポジウム」を開催しました。

また、アジア諸国からの留学生支援施策の一環として、平成１３年１１月に「関西文化学術研究都市」の

視察会を開催し、最先端の技術に触れる機会を提供し、平成１３年１１月と平成１４年１月には、国立文楽

劇場で公演された人形浄瑠璃「文楽」に留学生を招待して、日本の伝統芸能に触れる場を提供しました。

次世代を担う青少年に夢を与え、理工系離れを防止することなどを目的に、平成１３年７月に大阪で開催

された「ロボット創造国際競技大会；ロボフェスタ関西２００１」に協賛し、大会の運営を支援しました。
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60 貸出金等に関する指標（単体情報）

63 有価証券に関する指標（単体情報）

64 為替業務および社債受託に関する指標（単体情報）

65 信託業務に関する指標（単体情報）

70 附帯業務に関する指標（単体情報）

71 経営諸比率の状況（単体情報）

73 資本の状況他（単体情報）

74 自己資本比率の状況

75 有価証券の時価等情報

77 デリバティブ取引情報

79 主要な業務の内容

82 国内ネットワーク

86 組織

88 大和銀行のあゆみ

89 グループの状況

90 子会社等の状況

92 決算公告（写）

93 銀行法施行規則等による開示項目

当行は、銀行法第２１条第1項後段の規定により公衆の縦覧に供する書類について株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和
４９年法律第２２号）による会計監査人の監査を受けております。
当行は、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書又は損失処理計算書、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結

キャッシュ・フロー計算書について証券取引法第１９３条の２の規定に基づき監査法人の監査証明を受けております。
なお、従来から当行の会計監査及び財務諸表監査を行っている監査法人太田昭和センチュリーは、平成１３年７月１日付で名称を新日本監査
法人に変更しています。

Super Regional Bank Group

財務セクション



（注） 1.平成11年3月期の連結財務諸表における子会社・関連会社の範囲及び税効果会計につきましては、それぞれ「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正す
る省令」（平成10年大蔵省令第136号）附則第2項及び「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する省令」（平成10年大蔵省令第173号）附則第3項に基づき、
これらの省令により改正された連結財務諸表規則を適用しております。

2.当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
3.連結ベースの1株当たり純資産額は、期末連結純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数（「自己株式」及び「子会社の所有する親
会社株式」を除く）で除して算出しております。

4.連結ベースの1株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、連結当期純利益（又は連結当期純損失）から当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数
（「自己株式」及び「子会社の所有する親会社株式」を除く）で除して算出しております。
5.連結自己資本比率は、平成11年3月期までは、銀行法第14条の2の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき国際統一基準で算出しておりましたが、海外銀行業務からの
撤退に伴い、国内基準適用行となったため、平成12年3月期より国内基準により算出しております。

6.連結自己資本利益率を算出する際の純資産額の金額は、期首と期末の単純平均により算出しています。
7.平成13年12月12日に株式移転により完全親会社「株式会社大和銀ホールディングス」を設立したことに伴い、当行株式は平成13年12月5日に上場廃止になったため、連結株価収益
率を表示しておりません。

8.信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係るものを記載しております。なお、該当する信託業務を営む会社は提出会社1社です。
9.従業員数は、平成12年3月期から就業人員数を表示しております。

主要な経営指標等の推移（連結情報）
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■最近5連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：億円）

連結会計年度
連結経常収益
連結経常利益（△は連結経常損失）
連結当期純利益（△は連結当期純損失）
連結純資産額
連結総資産額
連結ベースの1株当たり純資産額（円）
連結ベースの1株当たり当期純利益（円）
（△は連結ベースの1株当たり当期純損失）
連結自己資本比率（％）

連結自己資本利益率（％）
連結株価収益率（倍）
営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の期末残高
従業員数（人）
[外、平均臨時従業員数]
信託財産額

平成１０年３月期
7,092
△1,425

126
5,844

167,440
331.22
7.10

10.29
（国際統一基準）

2.19
45.77
／
／
／
／
／

172,359

平成１１年３月期
6,402
△2,552
△1,748
8,327

154,596
196.68

△108.22

12.73
（国際統一基準）

―
―
／
／
／

4,113
／

178,907

平成１２年３月期
7,794
625
296

8,528
153,548
211.20
12.58

11.84
（国内基準）

3.52
24.16
△493
1,713
△638
4,699
9,961
［3,579］
204,619

平成１３年３月期
5,318
△138
△234
8,133

155,221
192.10
△12.56

11.33
（国内基準）

―
―

1,712
△2,765
△136
3,515
9,698
［4,513］
222,873

平成１４年３月期
4,846

△ 4,495
△ 3,366

3,980
147,462
△ 10.17
△ 163.97

8.35
（国内基準）

ー
／

7,336
580
△ 55
11,149
8,415
［5,064］
11,455
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主要な経営指標等の推移（単体情報）

■最近5事業年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：億円）

決算年月
経常収益
業務純益
経常利益（△は経常損失）
当期純利益（△は当期純損失）
資本金
発行済株式総数（千株）
普通株式
甲種第一回優先株式
乙種第一回優先株式

純資産額
総資産額
預金残高
貸出金残高
有価証券残高
1株当たり純資産額（円）
1株当たり配当額（円）
普通株式
甲種第一回優先株式
乙種第一回優先株式

1株当たり当期純利益（円）
（△は1株当たり当期純損失）
配当性向（％）
従業員数（人）
[外、平均臨時従業員数]
単体自己資本比率（％）

自己資本利益率（％）
株価収益率（倍）
信託報酬
信託勘定貸出金残高
信託勘定有価証券残高
信託財産額
うち年金信託残高

平成１０年３月期
6,801
964

△1,512
△528
2,350

1,663,570
1,613,570

50,000
―

4,753
167,407
106,283
103,139
29,103
263.61

6.00
24.75
―

△33.68

―
8,091

／

―
―

652
11,945
106,431
172,359
57,712

平成１１年３月期
5,429
918

△2,499
△1,165
4,651

2,636,950
1,906,950

50,000
680,000
9,382

155,145
99,376
95,577
27,890
251.82

3.00
24.75
0.02

△72.29

―
7,546

13.78
（国際統一基準）

―
―

566
9,430

112,172
178,907
58,749

平成１２年３月期
6,681
757
376
181

4,651
2,738,648
2,045,768

12,880
680,000
9,472

153,192
99,982
99,796
25,350
257.30

3.00
24.75
6.36
6.68

45.48
6,405
［764］
12.70

（国内基準）

1.92
45.50
553

7,550
122,651
204,619
61,117

平成１３年３月期
4,350
1,095
△48
△109
4,651

2,743,837
2,052,867

10,970
680,000
9,265

155,185
94,587
102,057
31,421
247.27

1.50
24.75
6.36
△7.60

―
6,152
［886］
12.00

（国内基準）

―
―

548
5,601
13,053
222,873
63,592

平成１４年３月期
3,907
325

△5,459
△4,346
4,431

2,743,837
2,052,867

10,970
680,000
4,180

147,239
109,630
96,127
27,260
△ 0.46

ー
ー
ー

△ 211.72

ー
5,341
［2,754］

8.24
（国内基準）

ー
／
422

4,758
1,670
11,455
ー

（注）1.平成11年3月期の財務諸表における子会社・関連会社の範囲及び税効果会計につきましては、それぞれ「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する省
令」（平成10年大蔵省令第135号）附則第2項及び「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する省令」（平成10年大蔵省令第173号）附則第3項に基づき、これ
らの省令により改正された財務諸表等規則を適用しております。

2.消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
3. 1株当たり純資産額は、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数で除して算出しております。
4. 1株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、当期純利益（又は当期純損失）から当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数で除して算出しておりま
す。

5.金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律の施行により銀行法第14条の2が改正されたことに伴い、平成11年3月より単体自己資本比率を算出しております。なお、
平成11年3月期は国際統一基準に基づき算出しておりましたが、海外銀行業務からの撤退に伴い、国内基準適用行となったため、平成12年3月期より国内基準に基づき算出してお
ります。

6.従業員数については、平成12年3月期より就業人員数を記載しております。
7.自己資本利益率を算出する際の純資産額の金額は、期首と期末の単純平均により算出しています。
8.平成13年12月12日に株式移転により完全親会社「株式会社大和銀ホールディングス」を設立したことに伴い、当行株式は平成13年12月5日に上場廃止になったため、株価収益率
を表示しておりません。
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■連結貸借対照表 （単位：百万円）

資産の部 現金預け金※8
コールローン及び買入手形
買入金銭債権
特定取引資産※8
金銭の信託
有価証券※1、2、8
貸出金※3、4、5、6、7、8、9
外国為替
その他資産※2、8、10
動産不動産※8、11
繰延税金資産
支払承諾見返
貸倒引当金
投資損失引当金
資産の部合計

負債の部 預金
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形※8
売現先勘定※8
コマーシャル・ペーパー
特定取引負債
借用金※8、12
外国為替
社債※13
信託勘定借
その他負債※8
賞与引当金
退職給与引当金
退職給付引当金
債権売却損失引当金
特定債務者支援引当金
特別法上の引当金
繰延税金負債
連結調整勘定
支払承諾
負債の部合計

少数株主持分 少数株主持分
資本の部 資本金

資本準備金
欠損金
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
計
自己株式
子会社の所有する親会社株式
資本の部合計
負債、少数株主持分
及び資本の部合計

平成１２年３月期
（平成12年3月31日現在）

783,376
223,895

20
169,766
194,076

2,463,939
9,723,089

93,306
790,363
384,091
191,794
525,664
△187,458
△1,100

15,354,825
9,993,676
1,586,417
139,803

／
10,000
45,248
394,985
15,148
204,674
776,478
700,860

／
16,183
／

37,033
30,434

45
-

1,061
525,664

14,477,716
24,223
465,158
405,419
17,428
／
／

853,149
1

262
852,885

15,354,825

平成１３年３月期
（平成13年3月31日現在）

554,798
310,696

20
140,065
34,720

3,035,246
9,960,773

71,227
476,284
379,879
181,943
568,907
△192,336

△65
15,522,161
9,455,121
2,503,626
343,535

／
―

32,163
408,041
8,788

205,476
452,941
666,166

／
／

17,417
23,149
―
40
-
805

568,907
14,686,181

22,674
465,158
405,419
51,668
／

△5,532
813,377

1
70

813,305

15,522,161

平成１４年３月期
（平成1４年3月31日現在）

1,309,345
9,659

20
76,788
2,803

2,694,686
9,596,544

57,290
457,756
198,903
290,433
471,621

△419,560
△45

14,746,249
10,966,155

545,328
764,064
4,099
ー

26,484
334,356
5,735

216,444
192,446
791,361
2,621
／

1,205
3,935
ー
134
379
557

471,621
14,326,932

21,227
443,158
404,449
390,541
△49,428
△9,550
398,088

ー
ー

398,088

14,746,249
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■連結損益計算書 （単位：百万円）

経常収益
資金運用収益

貸出金利息
有価証券利息配当金
コールローン利息及び買入手形利息
買現先利息
預け金利息
その他の受入利息

信託報酬
役務取引等収益
特定取引収益
その他業務収益
その他経常収益※1

経常費用
資金調達費用

預金利息
譲渡性預金利息
コールマネー利息及び売渡手形利息
売現先利息
コマーシャル・ペーパー利息
借用金利息
社債利息
その他の支払利息

役務取引等費用
特定取引費用
その他業務費用
営業経費
その他経常費用

貸倒引当金繰入額
その他の経常費用※2

経常利益（△は経常損失）
特別利益
動産不動産処分益
償却債権取立益
金融先物取引責任準備金取崩額
証券取引責任準備金取崩額
その他の特別利益※3

特別損失
動産不動産処分損
動産不動産評価損
証券取引責任準備金繰入額
損害賠償支払金※4

税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失）
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主利益（△は少数株主損失）
当期純利益（△は当期純損失）

平成１２年３月期
（平成11年4月1日から平成12年3月31日まで）

779,488
262,831
206,186
35,297
1,558
／

5,001
14,787
55,378
81,353
7,808
66,855
305,260
716,909
100,234
46,334

976
1,227
／
35

13,019
9,430
29,209
10,132
―

32,455
232,341
341,745
69,781
271,963
62,578
7,552
1,609
5,942
―
0
―

23,762
4,152
15,951
―

3,659
46,367
4,790
13,344
△1,462
29,695

平成１３年３月期
（平成12年4月1日から平成13年3月31日まで）

531,840
254,242
206,429
31,950
1,303
／

7,359
7,199
54,833
71,804
2,795
80,391
67,773
545,648
79,944
46,917
2,145
653
／
30

9,509
7,453
13,234
13,953

5
21,643
227,918
202,182
46,150
156,031
△13,807
11,209
5,084
6,120

1
3
―

4,338
2,238
―
―

2,100
△6,936
5,438
9,864
1,232

△23,472

平成１４年３月期
（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで）

484,650
230,452
198,350
23,768

708
0

3,194
4,429
42,204
90,961
5,369
61,843
53,818
934,176
48,380
24,281
1,664
243
16
3

8,449
6,149
7,570
42,326

15
18,364
227,670
597,419
283,819
313,599
△449,525

7,097
402

5,655
ー
ー

1,039
1,695
1,601
ー
93
ー

△444,124
1,722

△107,626
△1,612
△336,608

■連結剰余金計算書 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（平成11年4月1日から平成12年3月31日まで） （平成12年4月1日から平成13年3月31日まで） （平成13年4月1日から平成14年3月31日まで）

欠損金期首残高
欠損金減少高
連結子会社減少による欠損金減少高
持分法適用会社減少による欠損金減少高

欠損金増加高
連結子会社減少による欠損金増加高
配当金
役員賞与

当期純利益（△は当期純損失）
欠損金期末残高

51,668
36
ー
36

2,300
ー

2,298
2

△ 336,608
390,541

17,428
0
0
ー

10,767
ー

10,767
0

△23,472
51,668

37,351
0
0
ー

9,772
673

9,098
0

29,695
17,428
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■連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで） （平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） （平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失）
減価償却費
連結調整勘定償却額
持分法による投資損益（△）
貸倒引当金の増加額
投資損失引当金の増加額
債権売却損失引当金の増加額
特定債務者支援引当金の増加額
賞与引当金の増加額
退職給与引当金の増加額
退職給付引当金の増加額
資金運用収益
資金調達費用
有価証券関係損益（△）
金銭の信託の運用損益（△）
為替差損益（△）
動産不動産処分損益（△）
特定取引資産の純増（△）減
特定取引負債の純増減（△）
貸出金の純増（△）減
預金の純増減（△）
譲渡性預金の純増減（△）
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△）
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減
コールローン等の純増（△）減
債券借入取引担保金の純増（△）減
コールマネー等の純増減（△）
コマーシャル・ペーパーの純増減（△）
債券貸付取引担保金の純増減（△）
外国為替（資産）の純増（△）減
外国為替（負債）の純増減（△）
信託勘定借の純増減（△）
資金運用による収入
資金調達による支出
役員賞与の支払額
その他
小計
損害賠償金の支払額
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
有価証券の償還による収入
金銭の信託の増加による支出
金銭の信託の減少による収入
動産不動産の取得による支出
動産不動産の売却による収入
連結範囲の変動を伴う子会社株式の売却による収入
営業譲受による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入
劣後特約付借入金の返済による支出
劣後特約付社債の発行による収入
劣後特約付社債の償還による支出
株式の発行による収入
配当金支払額
少数株主への配当金支払額
自己株式の取得による支出
自己株式の売却による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高
Ⅶ 会社分割に伴う現金及び現金同等物の減少額
Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額
Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高

△444,124
29,152
△237
1,265

202,274
△20

△19,214
ー

2,626
／

△121
△230,452

48,380
150,499

680
1,520
1,198
60,909

△33,688
557,240

1,508,655
△1,958,297
△45,701

10,596
301,435
4,774

420,528
ー

284,773
14,020
△3,054
△260,494

243,369
△52,870

△5
△56,703
738,914
△2,100
△3,179
733,635

△2,478,079
2,490,948

29,816
△16,110

47,323
△20,909

5,032
30
ー

58,053

23,500
△34,500

18,200
△10,000

ー
△2,298
△304
△202

10
△5,595

806
786,899
351,539
△23,502

△0
1,114,935

△6,936
33,166
△218
12,028
5,885
△1,035
△13,884
△30,434

／
△16,183
17,470

△254,242
79,944
△31,386

3,788
2,871
△2,758
29,701

△75,601
△161,246
△677,675
917,208
10,112
109,339
△88,105
130,979
203,731
△10,000
37,555
21,178
△6,355
△323,537
268,150
△84,833

△3
77,632
176,311

ー
△5,056
171,254

△2,530,892
1,906,199

72,316
△12,061
188,574
△46,245

7,876
350

137,328
△276,551

7,500
△5,500
23,000

△27,895
55

△10,767
△49
△39

39
△13,656

517
△118,436
469,975

／
△0

351,539

46,367
33,866
△262
7,999
△715
1,100
8,002

△39,596
／

707
／

△262,831
100,234
△103,738
△29,398

1,901
18,870
216,004
15,933

△327,783
57,333
349,132
△99,847
148,814
△211,872
△126,807
△59,573

ー
△165,364

43,502
△1,984
169,343
268,576

△110,129
△5

6,501
△45,717

ー
△3,661
△49,379

△2,204,957
2,475,069

77,959
△124,696

11,457
△75,122

4,129
7,488
ー

171,327

ー
△28,000
28,800
△59,000

3,517
△9,098
△160
△61
142

△63,859
489

58,577
411,398

／
△0

469,975



Super Regional Bank Group   39

■連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 （平成１４年３月期）

１.連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社　26社
主要な連結子会社名は、「子会社等の状況」に記載しているため省略し
ました。
なお、株式会社信栄、株式会社アルテ他17社は、売却、清算、合併によ
り連結子会社でなくなりました。

(2) 非連結子会社　0社
なお、Cosmo Securities(Europe)Ltd.は、清算いたしました。

２.持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の非連結子会社　0社
(2) 持分法適用の関連会社　2社
主要な会社名
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
なお、当連結会計年度において、当行、株式会社近畿大阪銀行及び株
式会社奈良銀行は株式移転により完全親会社「株式会社大和銀ホール
ディングス」を設立したことから、株式会社近畿大阪銀行、株式会社奈
良銀行他2社は持分法適用の関連会社でなくなりました。また、総合住
宅金融株式会社他2社は売却、合併により持分法適用の関連会社でな
くなりました。

(3) 持分法非適用の非連結子会社　0社
(4) 持分法非適用の関連会社　0社

３.連結子会社の事業年度等に関する事項
(1) 連結子会社の決算日は次のとおりであります。

12月末日　6社
３月末日　20社

(2) それぞれの決算日の財務諸表により連結しております。
連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引については、必
要な調整を行っております。

４.会計処理基準に関する事項
(1) 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短
期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的(以下「特
定取引目的｣)の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸
借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、
当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定
取引費用」に計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等に
ついては連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等
の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額
により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度
中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連結会計年度
末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品につい
ては前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの
損益相当額の増減額を加えております。

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法
(イ)有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に
よる償却原価法（定額法）、その他有価証券で時価のあるもののう
ち株式については主として連結決算日前1ヵ月の市場価格の平均
に基づいて算定された額に基づく時価法、また、それ以外につい
ては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平
均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原
価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証
券の評価差額については、全部資本直入法により処理しておりま
す。

(ロ)有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託
財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行っ
ております。

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法によ
り行っております。

(4) 減価償却の方法
q 動産不動産
当行の動産不動産は、建物については定額法、動産については定
率法を採用しております。
なお、耐用年数は次のとおりであります。
建物：2年～50年
動産：2年～20年
連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づ
き、主として定額法により償却しております。

w ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定め
る利用可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却してお
ります。

(5) 貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のと
おり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以
下「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者
（以下「実質破綻先」という）の債権については、下記直接減額後の帳
簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を
控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況
にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に
係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証に
よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち債務者の支払能力を総
合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権に
ついては、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率
等に基づき計上しております。
なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して
生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租税特別措置法第55条の
2の海外投資等損失準備金を含む）として計上しております。すべての
債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実
施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、
その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
連結子会社の貸倒引当金は、当行に準じた基準に則り資産の自己査定
を行い、必要と認めた額を引き当てております。
なお、当行及び一部の連結子会社の保有する破綻先及び実質破綻先に
対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び
保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込
額として債権額から直接減額しており、その金額は291,725百万円であ
ります。

(6) 投資損失引当金の計上基準
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行
会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しておりま
す。

(7) 賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対す
る賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上して
おります。

(8) 退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計
上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処
理方法は以下のとおりであります。
・過去勤務債務：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の
年数（1年～8年）による定額法により費用処理
・数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤
務期間内の一定の年数（8年～10年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
なお、会計基準変更時差異（77,584百万円）については、10年による按
分額を費用処理しております。なお、連結子会社であるコスモ証券株
式会社は、前連結会計年度は15年による按分額を費用処理しておりま
したが、当連結会計年度に厚生年金基金を解散したことに伴い全額費
用処理しております。

(9) 債権売却損失引当金の計上基準
株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を
勘案し、将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められ
る金額を計上しております。

(10)特別法上の引当金の計上基準
特別法上の引当金は、金融先物取引責任準備金0百万円及び証券取引
責任準備金134百万円であり、次のとおり計上しております。
(イ)金融先物取引責任準備金
金融先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てる
ため、金融先物取引法第82条及び同法施行規則第29条の規定に定
めるところにより算出した額を計上しております。

(ロ)証券取引責任準備金
証券先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てる
ため､ 当行は証券取引法第65条の2第7項において準用する同法
第51条及び金融機関の証券業務に関する内閣府令第32条に定める
ところにより、国内の証券業を営む連結子会社は証券取引法第51
条及び証券会社に関する内閣府令第35条に基づき、それぞれ算出
した額を計上しております。

(11)外貨建資産・負債の換算基準
当行の外貨建資産・負債については、主として連結決算日の為替相場
による円換算額を付しております。
連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為
替相場により換算しております。

(12)リース取引の処理方法
当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に準じた会計処理によっております。

(13)重要なヘッジ会計の方法
当行のヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債
から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する、
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「マクロヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業における金融商
品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公
認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）に定められたリスク調整
アプローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行
っております。
また、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調
整手段となるデリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の
金利リスクが減殺されているかどうかを検証することにより、ヘッジ
の有効性を評価しております。なお、一部の資産・負債については、繰
延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っており
ます。
一部の連結子会社につきましては、金利スワップの特例処理を行って
おります。

(14)消費税等の会計処理
当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜
方式によっております。

５.連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用
しております。

６.連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定の償却については、5年間の均等償却を行っております。

７.利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は連結会計期間において確定した利益処分に基づい
て作成しております。

８.連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表
上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。

〔追加情報〕

(金融商品会計)
金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する
意見書」（企業会計審議会平成11年1月22日））の適用に伴い、当連結会
計年度から次のとおり処理しております。
1. 現先取引については、従来、売買処理しておりましたが、「買現先
勘定」及び「売現先勘定」に資金取引として処理しております。な
お、この変更に伴い、「売現先勘定」が4,099百万円増加し、「その他
負債」が4,099百万円減少しております。

2. その他有価証券を時価評価することにより生じる評価差額に税効
果を勘案した額を「その他有価証券評価差額金」として計上してお
ります。当行のその他有価証券のうち時価のある株式については、
中間連結会計期間は中間連結決算日の市場価格により評価してお
りましたが、当連結会計年度より連結決算日の市場価格から連結
決算日前１ヵ月の市場価格の平均に基づく評価に変更しておりま
す。これは、平成13年12月の持株会社「株式会社大和銀ホールデ
ィングス」設立による経営統合に伴う親子会社間の会計方針統一
のためであります。なお、中間連結会計期間において中間連結決
算日前１ヵ月の市場価格の平均で評価した場合には、中間連結会
計期間の経常損失及び税金等調整前中間純損失は7,328百万円減
少し、その他有価証券評価差額金は7,369百万円増加いたします。

(外貨建取引等会計基準)
当行は、従来、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場
合の当面の監査上の取扱い」(日本公認会計士協会平成12年4月10日）
に基づき､｢新外為経理基準｣を適用しておりましたが、当連結会計年度
から、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計
上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告
第20号）が適用される処理を除き、改訂後の外貨建取引等会計処理基
準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審
議会平成11年10月22日））を適用しております。なお、この変更に伴う
影響はありません。
外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、日本
公認会計士協会業種別監査委員会報告第20号に基づき、事前にヘッジ
対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券につ
いて外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条
件として、繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。
資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委
員会報告第20号に基づき、債権元本相当額及び債務元本相当額の連結
決算日の為替相場による正味の円換算額を連結貸借対照表に計上し、
異種通貨間の金利差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済日
の属する期から先物外国為替取引の決済日の属する期までの期間にわ
たり発生主義により連結損益計算書に計上するとともに、連結決算日
の未収収益又は未払費用を計上しております。
なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を
動機として行われ、当該資金の調達又は運用に係る元本相当額を直物
買為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき又は支

払を受けるべき金額・期日の確定している外貨相当額を含めて先物買
為替又は先物売為替とした為替スワップ取引であります。
また、異なる通貨での資金調達・運用を動機とし、契約締結時におけ
る元本相当額の支払額又は受取額と通貨スワップ契約満了時における
元本相当額の受取額又は支払額が同額で、かつ、元本部分と金利部分
に適用されるスワップレートが合理的なレートである直先フラット型
の通貨スワップ取引（利息相当額の支払日ごとにその時点の実勢為替
相場を反映して一方の通貨の元本相当額を更改し、かつ、各利払期間
ごとに直先フラットである通貨スワップ取引を含む）については、日本
公認会計士協会業種別監査委員会第20号に基づき、債権元本相当額及
び債務元本相当額の連結決算日の為替相場による正味の円換算額を連
結貸借対照表に計上し、交換利息相当額はその期間にわたり発生主義
により連結損益計算書に計上するとともに、連結決算日の未収収益又
は未払費用を計上しております。

(連結貸借対照表関係)
従業員賞与の未払計上額については、従来「その他負債」中の未払費
用に計上しておりましたが、「未払従業員賞与の財務諸表における表示
科目について」（日本公認会計士協会リサーチ・センター審理情報
No.15）により、当連結会計年度から「賞与引当金」として表示してお
ります。
なお、この変更により、「その他負債」中未払費用が2,621百万円減少
し、賞与引当金が同額増加しております。

当行の東京都にかかる事業税の課税標準については、「東京都におけ
る銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平成
12年4月1日東京都条例第145号）（以下「都条例」）が施行されたことに
伴い、従来の所得から業務粗利益に変更になりました。
平成12年10月18日に、当行は、東京都及び東京都知事を被告として、
都条例の無効確認等を求めて東京地方裁判所に提訴し、平成14年3月
26日、東京地方裁判所は、都条例が違法無効であることを理由として、
誤納金1,078百万円並びに損害賠償金100百万円の請求を認める判決を
言い渡しましたが、3月29日、東京都は、判決を不服として、東京高等
裁判所に控訴しております。
このように、当行は都条例が違憲・違法であると考え、その旨を訴訟
において主張して係争中であり、当連結会計年度における会計処理に
ついても、前連結会計年度と同様に東京都に係る事業税を都条例に基
づく外形標準課税基準による事業税として処理しているものの、これ
は現時点では従来の会計処理を継続適用することが適当であると判断
されるためであり、都条例を合憲・適法なものと認めたということで
はありません。上記条例施行に伴い、東京都にかかる事業税について
は、前連結会計年度1,901百万円、当連結会計年度が1,781百万円を「そ
の他の経常費用」に計上しており、所得が課税標準である場合に比べ
経常損失はそれぞれ同額増加しております。また、所得が課税標準で
ある場合に比べ、「法人税、住民税及び事業税」が前連結会計年度は825
百万円減少しております。なお、当連結会計年度につきましては、影
響ありません。また、当該事業税は税効果会計の計算に含められる税
金でないため、所得が課税標準である場合に比べ、「繰延税金資産」は、
8,748百万円減少いたしました。
また、当行の大阪府にかかる事業税の課税標準についても、「大阪府に
おける銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平
成12年6月9日大阪府条例第131号）（以下「府条例」）が施行されたこと
に伴い、従来の所得から業務粗利益に変更になりました。
平成14年4月4日に、当行は、大阪府及び大阪府知事を被告として、府
条例の無効確認等を求めて大阪地方裁判所に提訴しました。このよう
に当行は府条例が違憲・違法であると考え、その旨を訴訟において主
張して係争中であり、当連結会計年度における会計処理についても、
大阪府に係る事業税を府条例に基づく外形標準課税基準による事業税
として処理しているものの、これは現時点では東京都と同様の会計処
理を継続適用することが適当であると判断されるためであり、府条例
を合憲・適法なものと認めたということではありません。上記条例施
行に伴い、大阪府にかかる事業税については、4,035百万円を「その他
の経常費用」に計上しており、所得が課税標準である場合に比べ、経常
損失は同額増加しております。また、所得が課税標準である場合に比
べ、「法人税、住民税及び事業税」への影響はありません。また、当該
事業税は税効果会計の計算に含められる税金でないため、所得が課税
標準である場合に比べ、「繰延税金資産」は21,796百万円減少いたしま
した。
なお、大阪府に係る事業税については、平成14年5月30日に「大阪府に
おける銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例の一
部を改正する条例」（平成14年大阪府条例第77号）（以下「改正府条例」）
が施行されたことにより、府条例による課税標準等の特例が平成14年
4月1日以後開始する事業年度より適用されることとなりました。これ
により、当連結会計年度に係る大阪府に対する事業税については、改正
府条例附則2の適用を受け、当行の場合、外形標準課税基準として計算
される額を申告・納付する予定であります。
但し、この申告・納付によって、府条例並びに改正府条例を合憲・適法
なものと認めたということではありません。
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■注記事項 （平成１４年３月期）

（連結貸借対照表関係）
※1. 有価証券には、関連会社の株式25,468百万円を含んでおります。
※2. 賃貸借契約により貸し付けている有価証券が「有価証券」中の株

式に、19,463百万円含まれています。
無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有
価証券及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引により受け入
れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に
処分できる権利を有する有価証券で、（再）担保に差し入れている
有価証券は258,521百万円、当連結会計年度末に当該処分をせず所
有しているものは1,530百万円であります。

※3. 貸出金のうち、破綻先債権額は70,576百万円、延滞債権額は761,849
百万円であります。ただし、上記債権額のうち、最終処理につな
がる措置である株式会社整理回収機構への管理信託方式による処
分額は、381百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継
続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁
済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金
（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」と
いう。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1
項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事
由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債
権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の
支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※4. 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は8,514百万円であります。
なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日
の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債
権に該当しないものであります。

※5. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は580,921百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶
予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金
で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないも
のであります。

※6. 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩
和債権額の合計額は1,421,862百万円であります。
ただし、上記債権額のうち、最終処理につながる措置である株式
会社整理回収機構への管理信託方式による処分額は、381百万円
であります。
なお、上記3．から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額
であります。

※7． 手形割引により取得した商業手形の額面金額は、285,780百万円で
あります。

※8. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
現金預け金 10百万円
特定取引資産 7,989百万円
有価証券 1,328,724百万円
貸出金 556,675百万円
その他資産 537百万円

担保資産に対応する債務
コールマネー及び売渡手形 719,500百万円
売現先勘定 4,099百万円
借用金 14,442百万円
その他負債中「債券貸付取引担保金」493,689百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ取引等の担保あるいは先物
取引証拠金等の代用として、現金預け金1,188百万円、有価証券
540,760百万円、貸出金19,633百万円、その他資産7,470百万円を差
し入れております。
なお、動産不動産のうち保証金権利金は98,413百万円、その他資
産のうち先物取引差入証拠金は462百万円、債券借入取引担保金
は9,126百万円であります。

※9． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧
客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条
件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ

とを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高
は、3,521,260百万円であります。このうち原契約期間が1年以内の
もの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が3,420,646百
万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するもので
あるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会
社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありませ
ん。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、そ
の他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込
みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる
旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応
じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的
に予め定めている手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応
じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

※10. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失と
してその他資産に含めて計上しております。なお、上記相殺前の
繰延ヘッジ損失の総額は2,983百万円、繰延ヘッジ利益の総額は7
百万円であります。

※11. 動産不動産の減価償却累計額 172,007百万円
※12. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約

が付された劣後特約付借入金244,500百万円が含まれております。
※13. 社債は、全額劣後特約付社債であります。
14. 当行の受託する元本補てん契約のある信託の元本残高は、合同運

用指定金銭信託698,676百万円であります。

（連結損益計算書関係）
※1. その他経常収益には、株式等売却益26,427百万円を含んでおりま

す。
※2. その他の経常費用には、貸出金償却86,520百万円、株式等売却損

20,401百万円及び株式等償却159,642百万円を含んでおります。
※3. その他の特別利益は子会社であるコスモ証券株式会社の厚生年金

基金解散による終了差益であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係

(金額単位：百万円)
平成14年3月31日現在
現金預け金勘定 1,309,345
日本銀行以外への預け金 △194,409
現金及び現金同等物 1,114,935

(2) 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主
な内訳
株式会社信栄及び株式会社アルテの株式を売却したことにより、株
式会社信栄、株式会社アルテ他12社は連結除外となりました。上記
14社の資産及び負債の主な内訳は次のとおりであります。

(金額単位：百万円)
資産 187,134
（うち動産不動産 166,645）
（うち貸出金 4,882）
負債 211,714
（うち借用金 203,460）

(3) 会社分割により減少した資産及び負債の主な内訳
当行は会社分割により年金・法人信託部門を大和銀信託銀行株式会
社に移管しました。当該会社分割により減少した資産及び負債の主
な内訳は次のとおりであります。

(金額単位：百万円)
資産（うちその他資産 2,746百万円） 2,827
負債（うち預金 3,094百万円）（△） 3,360
会社分割により減少した資本金及び
資本準備金（△）

22,969

会社分割に伴う現金及び現金同等物
の減少額

△23,502
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（リース取引関係）
（借主側）
１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引
･リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当額及び年度末残
高相当額

取得価額相当額
動産 6,339百万円
その他 436百万円
合計 6,776百万円

減価償却累計額相当額
動産 4,983百万円
その他 184百万円
合計 5,168百万円

年度末残高相当額
動産 1,355百万円
その他 251百万円
合計 1,607百万円

･未経過リース料年度末残高相当額
1年以内 1年超 合計
847百万円 565百万円 1,413百万円

･支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 2,058百万円
減価償却費相当額 1,798百万円
支払利息相当額 86百万円

･減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお
ります。
･利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額
とし、各連結会計年度への配分方法については、利息法によってお
ります。

２.オペレーティング・リース取引
未経過リース料

1年以内 1年超 合計
4百万円 7百万円 12百万円

（貸主側）
１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引
･リース物件の取得価額､減価償却累計額及び年度末残高

取得価額
動産 102,790百万円
その他 12,319百万円
合計 115,110百万円

減価償却累計額
動産 56,108百万円
その他 6,670百万円
合計 62,778百万円

年度末残高
動産 46,681百万円
その他 5,649百万円
合計 52,331百万円

･未経過リース料年度末残高相当額
1年以内 1年超 合計

19,102百万円 36,128百万円 55,231百万円
･受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 25,052百万円
減価償却費 22,089百万円
受取利息相当額 2,699百万円

･利息相当額の算定方法
リース料総額と見積残存価額の合計額からリース物件の購入価額を
控除した額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方法につい
ては、利息法によっております。
なお、上記に記載した貸手側の未経過リース料のうち30,056百万円
を借用金等の担保に提供しております。
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連結セグメント情報

■所在地別セグメント情報

平成１３年３月期及び平成１４年３月期については、全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割
合がいずれも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

■海外経常収益

平成１３年３月期及び平成１４年３月期については、海外経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、海外経常収益の記載を省略しておりま
す。

■事業の種類別セグメント情報

平成１３年３月期 （単位：億円）

Ⅰ　経常収益
（１）外部顧客に対する経常収益
（２）セグメント間の内部経常収益

経常費用
経常利益（△は経常損失）

Ⅱ　資産
Ⅲ　減価償却費
Ⅳ　資本的支出

（注）１. 業務区分は、連結会社の主たる事業の内容により区分しております。なお、「その他」は保険代理店、不動産賃貸業等であります。
２. 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
３. 資本的支出にはシステム関連投資等を含んでおります。

銀行信託業務

4,471
4,400

70
4,604
△133

155,111
68
72

証券業務

234
232
1

197
36

1,677
1
14

金融関連業務

659
523
135
914
△255
20,502

240
280

その他

165
161
4

174
△9

1,903
21
136

計

5,529
5,318
211

5,890
△361

179,194
331
503

消去又は全社
（211）
ー

（211）
（434）
（△223）
（23,972）

ー
ー

連結

5,318
5,318
ー

5,456
△138

155,221
331
503

平成１４年３月期 （単位：億円）

Ⅰ　経常収益
（１）外部顧客に対する経常収益
（２）セグメント間の内部経常収益

経常費用
経常損失

Ⅱ　資産
Ⅲ　減価償却費
Ⅳ　資本的支出

（注）1.各業務区分の主な内容は次のとおりであります。
（1）銀行信託業務 銀行業、信託業、信用保証業、銀行システム開発
（2）証券業務 証券業
（3）金融関連業務 クレジットカード、リース業、融資、ベンチャーキャピタル業
（4）その他 保険代理店業、不動産賃貸業等
なお、当連結会計年度より親子会社間の会計方針統一のため、従来の銀行法等に準拠した業務区分から業務実態及び関連性を勘案した業務区分に変更いたしました。
この変更により、従来の方法によった場合と比較して、「銀行信託業務」については、経常収益は2,945百万円増加、経常費用は9,565百万円減少、経常損失は12,511百万円減少、資産
は132,399百万円減少、減価償却費は40百万円増加、資本的支出は125百万円増加しております。また、「金融関連業務」については、経常収益は11,288百万円減少、経常費用は11,166
百万円減少、経常損失は122百万円増加、資産は1,674,882百万円減少、減価償却費は40百万円減少、資本的支出は125百万円減少しております。

2.一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
3.資本的支出にはシステム関連投資等を含んでおります。

銀行信託業務

4,202
4,175

26
9,132
4,929

146,133
67
130

証券業務

168
167
0

197
29
936
3
9

金融関連業務
531
491
39
598
67

2,675
219
180

その他
11
11
0
41
29
ー
1
0

計
4,914
4,846

67
9,969
5,055

149,745
291
320

消去又は全社
（67）
ー
（67）
（628）
（560）
（2,282）

ー
ー

連結

4,846
4,846
ー

9,341
4,495

147,462
291
320

（注）1.「国内」とは、当行及び国内連結子会社であります。「海外」とは、海外連結子会社であります。
2.「その他の証券」には、外国債券及び外国株式を含んでおります。
3.「相殺消去額」は、国内・海外のセグメント間の取引その他連結上の調整であります。なお、平成13年3月末については、残高について、相殺消去額控除後の金額を記載しております。

■有価証券期末残高 （単位：億円）

国債
地方債
社債
株式
その他の証券
合計

平成１３年３月末
国内 海外 合計

平成１４年３月末
国内 海外 相殺消去額（△） 合計

14,181
468

1,697
13,646

357
30,351

-
-
-
-
0
0

14,181
468

1,697
13,646

358
30,352

13,583
332

2,839
9,838
584

27,177

-
-
-
-
14
14

-
-
-
-
245
245

13,583
332

2,839
9,838
353

26,946

有価証券に関する指標（連結情報）
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■部門別損益の内訳 （単位：億円）

資金利益
資金運用収益
資金調達費用

信託報酬
役務取引等収支

役務取引等収益
役務取引等費用

特定取引収支
特定取引収益
特定取引費用

その他業務収支
その他業務収益
その他業務費用

（注）１.「国内」とは、当行及び国内に本店を有する連結子会社（以下「国内連結子会社」という。）であります。
「海外」とは、海外に本店を有する連結子会社（以下「海外連結子会社」という。）であります。

２. 相殺消去額は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

平成１３年３月期
国内 海外 相殺消去額（△） 合計

平成１４年３月期
国内 海外 相殺消去額（△） 合計

1,739
2,529
789
548
575
715
139
27
27
0

545
761
216

26
108
82
-
4
6
1
-
-
-
42
42
0

19
95
75
-
2
3
1
-
-
-
0
0
-

1,746
2,542
795
548
578
718
139
27
27
0

587
803
216

1,819
2,296
477
422
483
905
422
53
53
0

431
614
183

22
87
65
ー
6
7
1
ー
ー
ー
3
3
ー

20
79
59
ー
3
4
0
ー
ー
ー
0
0
ー

1,821
2,304
482
422
486
909
423
53
53
0

434
618
183

平成１４年３月期 （単位：億円、％）

国内　　　　　　　　　　　　　　　　　 海外　　　　　　　　　 合計
平均残高　　　　利息　　　　利回り 平均残高　　　　利息　　　　利回り 利回り

資金運用勘定
うち貸出金
有価証券
コールローン及び買入手形
買現先勘定
預け金

資金調達勘定
うち預金
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形
売現先勘定
コマーシャル・ペーパー
借用金

資金利益・資金粗利鞘

132,836
98,817
29,876
1,886
1

1,565
128,690
95,754
18,590
4,089
722
58

5,099
ー

2,296
1,964
257
2
0
28
477
238
16
2
0
0

131
1,819

1.72
1.98
0.86
0.11
0.04
1.83
0.37
0.24
0.08
0.07
0.02
0.05
2.58
1.35

2,007
1,851

10
46
ー
72

2,239
204
ー
ー
ー
ー
508
ー

87
77
0
5
ー
3
65
4
ー
ー
ー
ー
6
22

4.35
4.20
3.62
11.52
ー

4.85
2.90
2.13
ー
ー
ー
ー

1.30
1.45

1.73
2.00
0.80
0.36
0.04
1.95
0.37
0.25
0.08
0.05
0.02
0.05
2.27
1.36

平成１３年３月期 （単位：億円、％）

国内　　　　　　　　　　　　　　　　　 海外　　　　　　　　　 合計
平均残高　　　　 利息　　　 利回り　　 平均残高　　　　 利息　　　 利回り　　　利回り

資金運用勘定
うち貸出金
有価証券
コールローン及び買入手形
預け金

資金調達勘定
うち預金
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形
コマーシャル・ペーパー
借用金

資金利益・資金粗利鞘

131,778
98,077
28,828
1,454
2,693

127,634
106,290
7,847
2,025
124

5,621
―

2,529
2,053
329
4
71
789
464
21
6
0

157
1,739

1.91
2.09
1.14
0.29
2.63
0.61
0.43
0.27
0.34
0.24
2.80
1.30

2,151
1,983

17
81
54

2,515
150
―
―
―
631
―

108
93
0
9
3
82
5
―
―
―
10
26

5.04
4.69
5.48
11.14
5.57
3.26
3.35
―
―
―

1.69
1.78

1.93
2.11
1.11
0.85
2.68
0.62
0.44
0.27
0.32
0.24
2.42
1.31

（注）1.「国内」とは、当行及び国内連結子会社であります。「海外」とは、海外連結子会社であります。
2. 平均残高及び利息は、国内・海外のセグメント間相殺消去前の金額を記載しております。
3. 平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出しておりますが、一部の連結子会社については、月末毎の残高に基づく平均残高を利用しております。なお、連結会社間の内部
取引平均残高は、前連結会計年度末及び当連結会計年度末の残高に基づく平均残高により、相殺消去しております。

4. 資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除しております。

■資金利益（資金運用収支）の内訳
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（単位：億円）

受入手数料
うち預金・貸出業務
為替業務
信託関連業務
証券関連業務
代理業務
保護預り・貸金庫業務
保証業務

支払手数料
うち為替業務

手数料収支
（注）1.「国内」とは、当行及び国内連結子会社であります。「海外」とは、海外連結子会社であります。

2.「相殺消去額」は、国内・海外のセグメント間の取引その他連結上の調整であります。

平成１３年３月期
国内 海外 相殺消去額（△） 合計

平成１４年３月期
国内 海外 相殺消去額（△） 合計

715
118
154
101
199
31
11
32
139
37
575

6
0
2
-
-
0
-
0
1
0
4

3
-
0
-
-
-
-
0
1
0
2

718
118
156
101
199
31
11
32
139
37
578

905
127
153
105
170
34
11
34
422
37
483

7
0
3
-
-
0
-
0
1
0
6

4
-
0
-
-
-
-
0
0
0
3

909
127
156
105
170
34
11
34
423
37
486

（単位：億円）

特定取引資産
うち商品有価証券
商品有価証券派生商品
特定取引有価証券
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品
その他の特定取引資産

特定取引負債
うち売付商品債券
商品有価証券派生商品
特定取引売付債券
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品
その他の特定取引負債

（注）1.「国内」とは、当行及び国内連結子会社であります。「海外」とは、海外連結子会社であります。
2.「相殺消去額」は、国内・海外のセグメント間の取引その他連結上の調整であります。

平成１３年３月末
国内 海外 相殺消去額（△） 合計

平成１４年３月末
国内 海外 相殺消去額（△） 合計

1,400
222
0
-
-
283
893
321
72
0
-
0

249
0

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

1,400
222
0
-
-
283
893
321
72
0
-
0

249
0

767
165
0
-
-
240
362
264
61
0
-
0

200
2

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

767
165
0
-
-
240
362
264
61
0
-
0

200
2

（単位：億円）

特定取引収益
うち商品有価証券収益

特定取引有価証券収益
特定金融派生商品収益
その他の特定取引収益

特定取引費用
うち商品有価証券費用

特定取引有価証券費用
特定金融派生商品費用
その他の特定取引費用

平成１３年３月期
国内 海外 相殺消去額（△） 合計

平成１４年３月期
国内 海外 相殺消去額（△） 合計

27
22
-
0
5
0
-
0
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

27
22
-
0
5
0
-
0
-
-

53
26
-
25
1
0
-
0
-
0

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

53
26
-
25
1
0
-
0
-
0

■特定取引収支の内訳

特定取引収益・費用の内訳

■特定取引資産・負債の期末残高
当連結会計年度末の特定取引資産は767億円、特定取引負債は264億円となり、すべて国内で計上しております。

■手数料収支（役務取引等収支）の内訳

（注）1.「国内」とは、当行及び国内連結子会社であります。「海外」とは、海外連結子会社であります。
2.「相殺消去額」は、国内・海外のセグメント間の取引その他連結上の調整であります。



■預金の種類別期末残高 （単位：億円）

流動性預金
定期性預金
その他
小計
譲渡性預金
合計
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預金・貸出金に関する指標（連結情報）

■貸出金の業種別内訳 （単位：億円、％）

平成１３年３月末 平成１４年３月末
国内（除く特別国際金融取引勘定分）
製造業
農業
林業
漁業
鉱業
建設業
電気･ガス･熱供給･水道業
運輸･通信業
卸売･小売業、飲食店
金融･保険業
不動産業
サービス業
地方公共団体
その他

海外及び特別国際金融取引勘定分
政府等
金融機関
その他

合計

平成１３年３月末
国内 海外 合計

平成１４年３月末
国内 海外 相殺消去額（△） 合計

38,322
53,199
2,869
94,392
25,036
119,428

110
47
0

159
-
159

38,433
53,247
2,870
94,551
25,036
119,587

65,207
39,836
4,427

109,470
5,453

114,924

149
40
0

191
-
191

0
0
-
0
-
0

65,356
39,876
4,428

109,661
5,453

115,114
（注）1. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

定期性預金＝定期預金
2.「国内」とは、当行及び国内連結子会社であります。「海外」とは、海外連結子会社であります。
3.「相殺消去額」は、国内・海外のセグメント間の取引その他連結上の調整であります。なお、平成13年3月末については、残高について、相殺消去額控除後の金額を記載しております。

（注）「国内」とは、当行及び国内連結子会社であります。「海外」とは、海外連結子会社であります。

98,942
16,372

105
15
14
39

6,711
680

3,273
17,586
6,808
18,971
9,776
2,388
16,198

665
73
42
549

99,607

（100.00）
（16.55）
（0.11）
（0.02）
（0.02）
（0.04）
（6.78）
（0.69）
（3.31）
（17.77）
（6.88）
（19.17）
（9.88）
（2.41）
（16.37）
（100.00）
（11.00）
（6.42）
（82.58）
（／）

95,375
15,302

101
30
16
32

6,022
516

3,374
16,011
6,998
20,094
9,574
2,319
14,978

589
76
42
470

95,965

（100.00）
（16.05）
（0.11）
（0.03）
（0.01）
（0.03）
（6.31）
（0.54）
（3.54）
（16.79）
（7.34）
（21.07）
（10.04）
（2.43）
（15.71）
（100.00）
（13.03）
（7.15）
（79.82）
（／）

■外国政府等向け債権残高 （単位：億円、％）

平成１３年３月末 平成１４年３月末
インドネシア

アルジェリア
ロシア連邦
その他
合計
（資産の総額に対する割合）

（注）「外国政府等」とは、外国政府、中央銀行、地方公共団体、政府関係機関又は国営企業及びこれらの所在する国の民間企業等であり、日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号
に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国に所在する外国政府等の債権残高を掲げております。

650
0
0
0

650
（0.41）

617
ー
0
0

617
（0.41）

■リスク管理債権残高 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
978

2,383
239

2,495
6,096

705
7,618

85
5,809
14,218

841
3,783
261

3,791
8,678

破綻先債権額
延滞債権額
３ヵ月以上延滞債権額
貸出条件緩和債権額
合計
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退職給付関係情報（連結情報）

■退職給付債務に関する事項 （単位：億円）

平成１３年３月末
△ 2,786

1,623
△ 1,163

765
242
―

△ 155

18
△ 174

平成１４年３月末
△2,802

2,414
△388

620
537
27
797

809
△12

退職給付債務（Ａ）
年金資産（Ｂ）
未積立退職給付債務（Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ）
会計基準変更時差異の未処理額（Ｄ）
未認識数理計算上の差異（Ｅ）
未認識過去勤務債務（Ｆ）
連結貸借対照表計上額純額（Ｇ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ）＋（Ｆ）

前払年金費用（Ｈ）
退職給付引当金（Ｇ）－（Ｈ）

（注）1. 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。
2. 平成12年3月31日付で厚生年金保険法が改正されたことに伴い、平成13年3月期において当行及び一部の連結子会社の厚生年金基金の代行部分に係る支給開始年齢の引き上げにつ
いての規約改正を行ったため、過去勤務債務（債務の減額）が発生しております。

3. 臨時に支払う割増退職金は含めておりません。
4. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
5. 上記のほか、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない複数事業主制度に係る年金資産（時価）が平成13年3月期1,249百万円、平成14年3月期1,051百
万円あります。

6. 連結子会社であるコスモ証券株式会社は平成14年2月26日に、厚生労働大臣の認可を受け、「コスモ証券厚生年金基金」を解散いたしました。当該解散に伴う影響は額は次のとおり
であります。

退職給付債務の減少額 20,419百万円
年金資産の減少額（△） 9,276百万円
会計基準変更時差異の費用処理額（△） 6,239百万円
未認識数理計算上の差異の費用処理額（△） 3,864百万円
特別利益計上額 1,039百万円

■退職給付費用に関する事項 （単位：億円）

平成１３年３月期
61
95

△ 79
△ 35
―
82

124

平成１４年３月期
61
96

△ 75
3

24
81

192

勤務費用（注）1
利息費用
期待運用収益
過去勤務債務の費用処理額
数理計算上の差異の費用処理額
会計基準変更時差異の費用処理額
退職給付費用

（注）1. 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。
2.「退職給付債務に関する事項」（注）2.に記載の過去勤務債務に係る平成13年3月期の損益処理額であります。
3. 簡便法を採用している連結子会社の会計基準変更時差異以外の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。

■退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 （単位：億円）

平成１３年３月末
3.5%
4.5%

期間定額基準
1年

10年
発生時の従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数による定額
法により、翌連結会計年度から費
用処理することとしている。

・当行 10年
・コスモ証券株式会社 15年
・その他の連結子会社 1年～10年

平成１４年３月末
2.5～3.0%

4.5%
期間定額基準
1年～8年

その発生時の従業員の平均残存
勤務期間内の一定の年数による
定額法による。

8年～10年
各連結会計年度の発生時の従業
員の平均残存勤務期間内の一定
の年数による定額法により按分し
た額を、それぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理することと
している。

・当行 10年
・連結子会社 1年
コスモ証券株式会社は当連結会
計年度に厚生年金基金を解散し
たことに伴い全額費用処理して
いる。

（1）割引率
（2）期待運用収益率
（3）退職給付見込額の期間配分方法
（4）過去勤務債務の額の処理年数

（5）数理計算上の差異の処理年数

（6）会計基準変更時差異の処理年数

（注）2
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■貸借対照表 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在）

資産の部 現金預け金
現金
預け金

コールローン
買入手形
買入金銭債権
特定取引資産
商品有価証券
商品有価証券派生商品
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品
その他の特定取引資産※9

金銭の信託
有価証券※9
国債※3
地方債
社債
株式※1
自己株式※2
その他の証券
貸付有価証券

貸出金※4、5、6、7、8、9、10
割引手形
手形貸付
証書貸付
当座貸越

外国為替
外国他店預け
外国他店貸
買入外国為替
取立外国為替

その他資産
未決済為替貸
前払費用
未収収益
先物取引差入証拠金
先物取引差金勘定
保管有価証券等※3
金融派生商品
繰延ヘッジ損失※11
債券借入取引担保金
その他の資産※9

動産不動産※12、13
土地建物動産
建設仮払金
保証金権利金

繰延税金資産
支払承諾見返
貸倒引当金
投資損失引当金
資産の部合計

1,293,243
188,357

1,104,886
5,576

-
20

66,379
6,557

-
-

24,035
35,785
2,803

2,726,073
1,358,321

33,206
282,958
993,268

／
58,317
／

9,612,764
285,780

1,489,550
5,918,380
1,919,052

55,928
5,163

0
19,624
31,140
323,352

32
1,354
43,728

112
1

4,417
828

2,975
3,912

265,989
142,099
44,090

277
97,731
285,169
607,839
△397,290

-
14,723,960

524,060
192,783
331,277
253,868
50,000

20
128,704
11,165
ー
ー

28,385
89,152
34,585

3,142,138
1,418,016

46,865
168,235

1,449,343
1

59,675
／

10,205,796
359,674

1,652,442
5,858,177
2,335,501

70,134
10,186

59
20,982
38,906
260,371

15
3,926
51,553

176
381

14,730
1,119
6,672
3,233

178,561
147,290
46,369

498
100,421
178,422
735,977
△212,774

ー
15,518,596

762,293
207,974
554,318
167,932
48,400

20
149,008
28,269

1
1

30,985
89,751
191,229

2,535,038
746,889
38,877
185,898

1,419,745
1

86,847
56,778

9,979,683
294,182

1,826,010
5,765,341
2,094,149

89,027
18,958

51
26,896
43,120
511,956

24
544

71,863
430
447

140,463
／
／

144,880
153,302
146,366
38,618

193
107,554
190,041
737,958
△188,801
△943

15,319,209
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（単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在）

負債の部 預金
当座預金
普通預金
貯蓄預金
通知預金
定期預金
その他の預金

譲渡性預金
コールマネー※9
売現先勘定※9
売渡手形※9
コマーシャル・ペーパー
特定取引負債
売付商品債券
商品有価証券派生商品
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品

借用金※14
借入金

外国為替
外国他店預り
外国他店借
売渡外国為替
未払外国為替

社債※15
信託勘定借
その他負債
未決済為替借
未払法人税等
未払費用
前受収益
先物取引受入証拠金
先物取引差金勘定
借入商品債券
借入有価証券
金融派生商品
債券貸付取引担保金
その他の負債

賞与引当金
退職給与引当金
退職給付引当金
債権売却損失引当金
特定債務者支援引当金
特別法上の引当金
金融先物取引責任準備金
証券取引責任準備金

支払承諾
負債の部合計

資本の部 資本金※17
資本準備金
利益準備金
その他の剰余金（△は欠損金）※18
任意積立金
海外投資等損失準備金
別途積立金

当期未処分利益（△は当期未処理損失）
その他有価証券評価差額金
資本の部合計
負債及び資本の部合計

10,963,041
1,123,505
4,909,911
270,335
231,904

3,984,399
442,984
553,328
374,964
4,099

389,500
ー

23,244
3,195
ー
0

20,047
407,822
407,822
5,933
1,899
ー

3,805
228

70,000
192,446
707,482

698
424

44,362
12,590
1,281

0
3,195
ー

4,822
493,689
146,417
2,300
／
ー

3,935
ー
0
0
0

607,839
14,305,939

443,158
404,449
47,854

△ 428,786
2
2
ー

△428,788
△48,654
418,021

14,723,960

9,458,777
813,604

2,372,768
411,954
248,857

5,323,992
287,600

2,513,626
253,535

／
90,000
ー

28,125
3,213

5
1

24,905
428,217
428,217
9,053
1,760
ー

7,052
239

51,800
452,941
506,144

273
2,004
40,282
14,207
2,339
374

7,408
5,103
9,163

200,978
224,009

／
／

16,001
23,149
24,662

1
0
1

735,977
14,592,012

465,158
405,419
47,394
8,611
15,872

2
15,870
△7,260

／
926,584

15,518,596

9,998,208
649,495

2,256,074
444,270
319,962

5,837,739
490,666

1,586,417
81,103
／

58,700
10,000
43,009
17,127

5
ー

25,876
451,424
451,424
16,092
1,532
ー

14,312
247

28,800
776,478
476,058
1,958
2,384
40,646
13,835
4,005
317

27,000
110,000

／
160,766
115,143

／
15,573
／

37,033
55,096

2
1
1

737,958
14,371,959

465,158
405,419
45,239
31,433
10,002

2
10,000
21,430
／

947,250
15,319,209



■損益計算書 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで） （平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） （平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）

経常収益
資金運用収益
貸出金利息
有価証券利息配当金
コールローン利息
買現先利息
買入手形利息
預け金利息
金利スワップ受入利息
その他の受入利息

信託報酬
役務取引等収益
受入為替手数料
その他の役務収益

特定取引収益
商品有価証券収益
特定取引有価証券収益
特定金融派生商品収益
その他の特定取引収益

その他業務収益
外国為替売買益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
金融派生商品収益
その他の業務収益

その他経常収益
株式等売却益
金銭の信託運用益
その他の経常収益

経常費用
資金調達費用
預金利息
譲渡性預金利息
コールマネー利息
売現先利息
売渡手形利息
コマーシャル・ペーパー利息
借用金利息
社債利息
金利スワップ支払利息
その他の支払利息

役務取引等費用
支払為替手数料
その他の役務費用

特定取引費用
特定取引有価証券費用

その他業務費用
国債等債券売却損
国債等債券償還損
国債等債券償却
その他の業務費用

営業経費
その他経常費用
貸倒引当金繰入額
貸出金償却
債権売却損失引当金繰入額
特定債務者支援引当金繰入額
投資損失引当金繰入額
株式等売却損
株式等償却
金銭の信託運用損
その他の経常費用

経常利益（△は経常損失）
（次頁へ続く）50

390,775
224,853
193,200
25,381

210
0
8

2,752
ー

3,299
42,204
67,333
15,390
51,942
3,432
692
ー

2,587
152

17,457
8,926
8,447

3
2
77

35,493
11,292

102
24,099
936,735
45,315
23,890
1,664
237
16
48
3

11,053
1,220
3,166
4,013
42,310
3,700
38,609

9
9

2,793
2,784
ー
ー
9

171,882
674,424
289,081
84,804
5,261
ー
ー

19,148
239,883

803
35,441

△545,960

435,083
250,088
204,783
32,415

325
／
94

6,856
ー

5,612
54,833
44,518
15,472
29,046
1,047
545
0
28
473

23,466
7,652
11,540

50
4,123

99
61,129
46,496

280
14,352
439,913
76,492
46,498
2,145
580
／
109
30

13,328
985

5,965
6,848
15,863
3,763
12,096

5
5

5,331
4,327
271
727
4

167,596
174,624
55,857
77,556
11,612
ー
ー

4,576
10,829
3,492
10,700
△4,829

668,147
255,908
202,606
34,933

139
／
5

4,795
7,995
5,431
55,378
41,985
14,268
27,717
2,745
770
9

1,175
789

17,769
5,218
11,574

812
／
164

294,360
261,708
30,044
2,607

630,536
94,359
45,806

976
519
／
729
35

17,576
82

17,933
10,698
12,788
3,794
8,993
ー
ー

10,946
9,331
1,464
ー
150

170,438
342,003
82,213
53,885
14,493
6,231
798

116,257
40,990

545
26,586
37,611
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（前頁より続く） （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで） （平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） （平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）

特別利益
動産不動産処分益
償却債権取立益
金融先物取引責任準備金取崩額
証券取引責任準備金取崩額

特別損失
動産不動産処分損

税引前当期純利益（△は税引前当期純損失）
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
当期純利益（△は当期純損失）
前期繰越利益
合併による未処分利益受入額
中間配当額
中間配当に伴う利益準備金積立額
当期未処分利益（△は当期未処理損失）

5,843
398

5,444
－
0

952
952

△541,069
317

△106,747
△434,639

5,851
－
－
－

△428,788

10,909
4,921
5,986

1
0

1,728
1,728
4,351
3,721
11,619
△10,989

9,961
220

5,377
1,076
△7,260

7,188
1,375
5,811
ー
0

2,569
2,569
42,229
2,942
21,148
18,139
10,020
ー

5,607
1,122
21,430

■利益処分計算書（損失処理計算書） （単位：百万円）

利益処分計算書 平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（株主総会承認日平成１２年６月２９日） （株主総会承認日平成１３年６月２８日）

当期未処分利益（△は当期未処理損失）
任意積立金取崩額
別途積立金取崩額

計
利益処分額
利益準備金
甲種第一回優先株式配当金

乙種第一回優先株式配当金

普通株式配当金

任意積立金
海外投資等損失準備金
別途積立金

次期繰越利益
（特定取引に係る評価利益額

（単位：百万円）

損失処理計算書 平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
（株主総会承認日平成１４年６月２５日）

当期未処理損失
損失処理額
任意積立金取崩額
海外投資等損失準備金取崩額

資本準備金取崩額
利益準備金取崩額

次期繰越損失

／
／
／
／
／
／
／

／

／

／
／
／
／
／）

428,788
428,788

2
2

404,449
24,336

-

△ 7,260
15,870
15,870
8,609
2,758
460
135

（1株につき12円37銭5厘）
2,162

（1株につき3円18銭）
-

0
0
-

5,851
／

／
／
／
／
／
／
／

21,430
-
-

21,430
11,469
1,079
159

（1株につき12円37銭5厘）
2,162

（1株につき3円18銭）
3,068

（1株につき1円50銭）
5,000

0
5,000
9,961
5,259

／
／
／
／
／
／
／
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■重要な会計方針 （平成１４年３月期）

1.特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短
期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特
定取引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、貸借対
照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当
該取引からの損益を損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」
に計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等に
ついては決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の
派生商品については決算日において決済したものとみなした額により
行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、期中の受払利息
等に、有価証券、金銭債権等については前期末と当期末における評価
損益の増減額を、派生商品については前期末と当期末におけるみなし
決済からの損益相当額の増減額を加えております。

2.有価証券の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式については移動平

均法による原価法、その他有価証券で時価のあるもののうち株式に
ついては決算日前1ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額
に基づく時価法、それ以外については決算日の市場価格等に基づく
時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものにつ
いては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っておりま
す。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法
により処理しております。

（2）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託
財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行っ
ております。

3.デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法によ
り行っております。

4.固定資産の減価償却の方法
（1）動産不動産

動産不動産の減価償却は、建物については定額法、動産について
は定率法をそれぞれ採用しております。
なお、耐用年数は次のとおりであります。
建物：2年～50年
動産：2年～20年

（2）ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間
（5年）に基づく定額法により償却しております。

5.繰延資産の処理方法
社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

6.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債については、取得時の為替相場による円換算額を付
す子会社株式及び関連会社株式を除き、主として決算日の為替相場に
よる円換算額を付しております。

7.引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり
計上しております。破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発
生している債務者（以下、「破綻先」という）に係る債権及びそれと
同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という)の債権につい
ては、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び
保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性
が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期
間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上して
おります。なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢
等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租税特別
措置法第55条の2の海外投資等損失準備金を含む）として計上して
おります。すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関

連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署
が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を
行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等について
は、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認めら
れる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減
額しており、その金額は279,329百万円であります。

（2）賞与引当金
賞与引当金は従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対
する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上し
ております。

（3）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上し
ております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとお
りであります。
数理計算上の差異：各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数（10年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌期から費用処理

なお、会計基準変更時差異（77,584百万円）については、10年によ
る按分額を費用処理しております。

（4）債権売却損失引当金
株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価
値を勘案し、将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認
められる金額を計上しております。

（5）金融先物取引責任準備金
金融先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てる
ため、金融先物取引法第82条及び同法施行規則第29条の規定に定
めるところにより算出した額を計上しております。

（6）証券取引責任準備金
証券先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てる
ため、証券取引法第65条の2第7項において準用する同法第51条及
び金融機関の証券業務に関する内閣府令第32条に定めるところに
より算出した額を計上しております。

8.リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に
よっております。

9.ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じ
る金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する、「マクロヘッ
ジ」を実施しております。これは、「銀行業における金融商品会計基準適
用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業
種別監査委員会報告第15号）に定められたリスク調整アプローチによる
リスク管理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行っております。
また、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整
手段となるデリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利
リスクが減殺されているかどうかを検証することにより、ヘッジの有効
性を評価しております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは
金利スワップの特例処理を行っております。

10.消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

〔追加情報〕

（金融商品会計）
金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会平成11年1月22日））の適用に伴い、当事業年度
から次のとおり処理しております。
1. 現先取引については、従来、売買処理しておりましたが、「買現先勘
定」及び「売現先勘定」に資金取引として処理しております。なお、
この変更に伴い、「売現先勘定」が4,099百万円増加し、「その他負債」
が4,099百万円減少しております。

2. その他有価証券を時価評価することにより生じる評価差額を「その
他有価証券評価差額金」として計上しております。その他有価証券
のうち時価のある株式については、中間期（平成13年9月期）は、中
間決算日の市場価格により評価しておりましたが、当期より決算日
の市場価格から決算日前1ヵ月の市場価格の平均に基づく評価に変
更しております。これは、平成13年12月の持株会社「大和銀ホール
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ディングス」設立による経営統合に伴う親子会社間の会計方針統一
のためであります。なお、中間期において中間決算日前1ヵ月の市
場価格の平均で評価した場合には、中間期の経常損失及び税引前中
間純損失は7,328百万円減少し、その他有価証券評価差額金は7,369
百万円増加いたします。

（外貨建取引等会計基準）
従来、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面
の監査上の取扱い」(日本公認会計士協会平成12年4月10日）に基づき､
｢新外為経理基準｣を適用しておりましたが、当事業年度から、「銀行業
における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の
取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第20号）が適用さ
れる処理を除き、改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等
会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会平成11年10月22
日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較し
て、有価証券は28百万円減少し、その他資産が同額増加しております。
外貨建子会社株式及び関連会社株式並びに外貨建その他有価証券（債
券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、日本公認会計士協会業種
別監査委員会報告第20号に基づき、事前にヘッジ対象となる外貨建有
価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取
得原価以上の直先負債が存在していること等を条件として、繰延ヘッ
ジ及び時価ヘッジを適用しております。
資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委
員会報告第20号に基づき、債権元本相当額及び債務元本相当額の決算
日の為替相場による正味の円換算額を貸借対照表に計上し、異種通貨
間の金利差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済日の属する
期から先物外国為替取引の決済日の属する期までの期間にわたり発生
主義により損益計算書に計上するとともに、決算日の未収収益又は未
払費用を計上しております。
なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動
機として行われ、当該資金の調達又は運用に係る元本相当額を直物買
為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき又は支払
を受けるべき金額・期日の確定している外貨相当額を含めて先物買為
替又は先物売為替とした為替スワップ取引であります。
異なる通貨での資金調達・運用を動機とし、契約締結時における元本
相当額の支払額又は受取額と通貨スワップ契約満了時における元本相
当額の受取額又は支払額が同額で、かつ、元本部分と金利部分に適用
されるスワップレートが合理的なレートである直先フラット型の通貨ス
ワップ取引（利息相当額の支払日ごとにその時点の実勢為替相場を反
映して一方の通貨の元本相当額を更改し、かつ、各利払期間ごとに直
先フラットである通貨スワップ取引を含む）については、日本公認会計
士協会業種別監査委員会第20号に基づき、債権元本相当額及び債務元
本相当額の決算日の為替相場による正味の円換算額を貸借対照表に計
上し、交換利息相当額はその期間にわたり発生主義により損益計算書
に計上するとともに、決算日の未収収益又は未払費用を計上しており
ます。

（貸借対照表関係）
従業員賞与の未払計上額については、従来「その他負債」中の未払費用
に計上しておりましたが、「未払従業員賞与の財務諸表における表示科
目について」（日本公認会計士協会リサーチ・センター審理情報No.15）
により、当事業年度から「賞与引当金」として表示しております。
なお、この変更により、その他負債が2,300百万円減少し、賞与引当金
が同額増加しております。

東京都にかかる事業税の課税標準については「東京都における銀行業
等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平成12年4月1日
東京都条例第145号）（以下「都条例」）が施行されたことに伴い、従来の
所得から業務粗利益に変更になりました。
平成12年10月18日に、当行は、東京都及び東京都知事を被告として、都
条例の無効確認等を求めて東京地方裁判所に提訴し、平成14年3月26
日、東京地方裁判所は、都条例が違法無効であることを理由として、誤
納金1,078百万円並びに損害賠償金100百万円の請求を認める判決を言
い渡しましたが、平成14年3月29日、東京都は、判決を不服として、東
京高等裁判所に控訴しております。
このように当行は都条例が違憲・違法であると考え、その旨を訴訟に
おいて主張して係争中であり、当期における会計処理についても、前
期と同様に東京都に係る事業税を都条例に基づく外形標準課税基準に
よる事業税として処理しているものの、これは現時点では従来の会計
処理を継続適用することが適当であると判断されるためであり、都条
例を合憲・適法なものと認めたということではありません。上記条例
施行に伴い、東京都にかかる事業税については、前期1,901百万円、当
期が1,781百万円をその他の経常費用に計上しており、所得が課税標準

である場合に比べ、「法人税、住民税及び事業税」が前期は825万円減少
しております。なお、当期につきましては、影響ありません。また、当
該事業税は税効果会計の計算に含められる税金でないため、所得が課
税標準である場合に比べ、「繰延税金資産」は、8,748百万円減少いたし
ました。
また、大阪府にかかる事業税の課税標準についても、「大阪府における
銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平成12年
6月9日大阪府条例第131号）（以下「府条例」）が施行されたことに伴い、
従来の所得から業務粗利益に変更になりました。
平成14年4月4日に、当行は、大阪府及び大阪府知事を被告として、府条
例の無効確認等を求めて大阪地方裁判所に提訴しました。
このように当行は府条例が違憲・違法であると考え、その旨を訴訟に
おいて係争中であり、当期における会計処理についても、大阪府に係
る事業税を府条例に基づく外形標準課税基準による事業税として処理
しているものの、これは現時点では東京都と同様の会計処理を継続適
用することが適当であると判断されるためであり、府条例を合憲・適
法なものと認めたということではありません。上記条例施行に伴い、
大阪府にかかる事業税については、4,035百万円をその他の経常費用に
計上しており、所得が課税標準である場合に比べ、経常損失は同額増
加しております。また、所得が課税標準である場合に比べ経常損失は
同額増加しております。また、所得が課税標準である場合に比べ、「法
人税、住民税及び事業税」への影響はありません。また、当該事業税は
税効果の計算に含められる税金でないため、所得が課税標準である場
合に比べ、「繰延税金資産」は21,796百万円減少いたしました。
なお、大阪府に係る事業税については、平成14年5月30日に「大阪府に
おける銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例の一
部を改正する条例」（平成14年大阪府条例第77号）（以下「改正府条例」）
が施行されたことにより、府条例による課税標準等の特例が平成14年
4月1日以後開始する事業年度より適用されることとなりました。これ
により、当事業年度に係る大阪府に対する事業税については、改正府
条例附則2の適用を受け、当行の場合、外形標準課税基準と所得基準
のうち低い額となる、所得を課税標準として計算される額を申告・納
付する予定であります。但し、この申告・納付によって、府条例並び
に改正府条例を合憲・適法なものと認めたということではありません。
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■注記事項 （平成１４年３月期）

（貸借対照表関係）
※1.子会社の株式総額　49,234百万円
なお、本項の子会社は、銀行法第2条第8項に規定する子会社であり
ます。

※3.賃貸借契約により貸し付けている有価証券が株式に、19,463百万円
含まれております。
無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価
証券及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引により受け入れ
ている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処
分できる権利を有する有価証券で、（再）担保に差し入れている有
価証券は254,840百万円、当期末に当該処分をせず所有しているも
のは507百万円であります。

※4.貸出金のうち、破綻先債権額は69,001百万円、延滞債権額は771,811
百万円であります。ただし、上記債権額のうち、最終処理につなが
る措置である株式会社整理回収機構への管理信託方式による処理
額は、381百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続
していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済
の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒
償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）
のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号
のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じ
ている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権
及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支
払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※5.貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は7,094百万円であります。
なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日
の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権
に該当しないものであります。

※6.貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は571,790百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破
綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであ
ります。

※7.破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩
和債権額の合計額は1,419,698百万円であります。
ただし、上記債権額のうち、最終処理につながる措置である株式会
社整理回収機構への管理信託方式による処理額は、381百万円であ
ります。
なお、上記4.から7.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で
あります。

※8.手形割引により取得した商業手形の額面金額は、285,780百万円で
あります。

※9.担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
特定取引資産 7,138百万円
商品有価証券、
その他の特定取引資産
有価証券 1,312,137百万円
貸出金 538,580百万円
担保資産に対応する債務
コールマネー 330,000百万円
売現先勘定 4,099百万円
売渡手形 389,500百万円
債券貸付取引担保金 493,689百万円
上記のほか、為替決済、デリバティブ取引等の担保あるいは先物取
引差入証拠金等の代用として、有価証券540,650百万円、貸出金
19,633百万円、及びその他の資産7,470百万円を差し入れておりま
す。
また、子会社の借入金の担保として、有価証券10,568百万円を差
し入れております。

※10.当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客
からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件
について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
3,188,406百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの
又は任意の時期に無条件で取消可能なものが3,087,792百万円あり
ます。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ

るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシ
ュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多
くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があると
きは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の
減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契
約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求する
ほか、契約後も定期的に予め定めている手続に基づき顧客の業況
等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講
じております。

※11. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失とし
て計上しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は
2,983百万円、繰延ヘッジ利益の総額は7百万円であります。

※12. 動産不動産の減価償却累計額 43,508百万円
※13. 動産不動産の圧縮記帳額 4,764百万円

（当期圧縮記帳額－百万円）
※14. 借入金には､他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が

付された劣後特約付借入金390,944百万円が含まれております。
※15. 社債は全額劣後特約付社債であります。
※16.元本補てん契約のある信託の元本金額は、合同運用指定金銭信託

698,676百万円であります。
※17. 会社が発行する株式の総数

普通株式 6,900,000千株
甲種優先株式 10,970千株
乙種優先株式 700,000千株

発行済株式の総数
普通株式 2,052,867千株
甲種優先株式 10,970千株
乙種優先株式 680,000千株

※19. 配当制限
当行の定款の定めるところにより、平成7年7月27日発行の甲種第
一回優先株式所有の株主に対しては、甲種優先配当金（1株につき
年75円）、平成11年3月31日発行の乙種第一回優先株式所有の株主
に対しては、乙種優先配当金（1株につき年45円）を超えて配当する
ことはありません。

（損益計算書関係）
※1.その他の経常収益には、退職給付信託設定益8,860百万円を含んで
おります。

※2.その他の経常費用には株式会社共同債権買取機構へ不動産担保付
債権を売却したことに係る損失4,590百万円、債権売却損6,159百万
円を含んでおります。

（リース取引関係）
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス･リース取引
・リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額
取得価額相当額
動産 12,853百万円
その他 121百万円
合計 12,975百万円

減価償却累計額相当額
動産 9,165百万円
その他 73百万円
合計 9,238百万円

期末残高相当額
動産 3.688百万円
その他 48百万円
合計 3.736百万円

・未経過リース料期末残高相当額
１年内 １年超 合計

1,661百万円 2,365百万円 4,026百万円
・当期の支払リース料､減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 3,631百万円
減価償却費相当額 3,123百万円
支払利息相当額 237百万円

・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法によっ
ております。

・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息
相当額とし､各期への配分方法については､利息法によってお
ります。
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（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（金額単位：百万円）
貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 31,335 31,335 ー
関連会社株式 ー ー ー
合計 31,335 31,335 ー
（注）時価は、期末日前1カ月の市場価格の平均に基づいて算定され

た額に基づいております。

（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額及び貸出金償却否認額 201,837百万円
有価証券償却否認額 90,562百万円
税務上の繰越欠損金 83,935百万円
その他有価証券評価差額金 18,396百万円
退職給付引当金損金算入限度超過額 6,491百万円
その他 8,761百万円
繰延税金資産小計 409,984百万円
評価性引当額 △ 119,475百万円
繰延税金資産合計 290,509百万円
繰延税金負債
退職給付信託設定益 △ 3,350百万円
未収配当金 △ 1,988百万円
その他 △ 1百万円
繰延税金負債合計 △ 5,340百万円
繰延税金資産の純額 285,169百万円

（1株当たり情報）
1株当たり純資産額 △ 0.46円
1株当たり当期純損失 211.72円
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 ー円
（注）1. 1株当たり純資産額は、期末純資産額から「期末発行済優先株式

数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数で除
して算出しております。

2. 1株当たり当期純損失は、当期純損失から当期の優先株式配当
金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数で除して
算出しております。

3. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、純損失が計
上されているので、記載しておりません。

（重要な後発事象）
当行及びあさひ信託銀行株式会社は、あさひ信託銀行株式会社の株主
総会の承認と関係当局からの認可等を前提として、平成14年6月17日に
「合併契約書」を締結いたしました。この合併はりそなグループ内の重
複業務の再編を目的としております。
「合併契約書」の内容は以下のとおりです。

1. 合併期日
平成14年10月1日

2. 合併比率等
当行が普通株式200,000株を発行し、あさひ信託銀行の株式1株
に対し1株の割合をもって割当交付する。

3. 合併交付金
あさひ信託銀行株式1株につき2,000円の合併交付金を支払う。
(ただし、両社決議のうえ変更ができる。)

4. 当行の合併承認総会
簡易合併（商法第413条の3第1項）の定めにより株主総会の承認
を得ないで合併する。

5. 当行が承継する業務
当行が承継する業務は金銭債権の信託、土地信託、特定贈与信
託等である。なお、あさひ信託銀行株式会社は当行との合併に
先立ち、大和銀信託銀行株式会社に営業の一部を譲渡し、その
譲渡対象の業務は証券投資信託、退職給付信託、特定金銭信託・
特定金外信託等である。
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■部門別損益の内訳 （単位：億円、％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
資金利益
信託報酬
手数料収支
特定取引収支
その他業務収支
業務粗利益

資金利益
手数料収支
特定取引収支
その他業務収支
業務粗利益

業務粗利益

一般貸倒引当金繰入額
経費（除く臨時的経費）
業務純益
臨時損益
経常利益

（注） 1.（ ）内は、業務粗利益率です。

業務粗利益率＝ 業務粗利益
資金運用勘定平均残高

×100

2. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。
但し、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めています。

3. 資金利益は金銭の信託運用見合費用（平成12年3月期5億円、平成13年3月期3億円、平成14年3月期0億円）を控除して表示しています。
金銭の信託運用見合費用については、「臨時費用」として取り扱っています。

1,636
553
274
15
6

2,486
(1.99)
△ 15

17
11
62
76

(1.15)
2,562
(1.97)
117

1,687
757

△ 381
376

1,716
548
269
10
116

2,660
(2.08)

22
17
0
65
105

(2.20)
2,766
(2.09)

53
1,617
1,095

△1,143
△ 48

1,772
422
232
8
56

2,492
(1.92)

23
17
25
90
157

(3.74)
2,649
(1.98)
737

1,586
325

△5,785
△5,459

主要な業務の状況を示す指標（単体情報）

国内業務部門

国際業務部門

■資金利益（資金運用収支）の内訳 （単位：億円、％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

資金運用勘定
うち貸出金
有価証券
コールローン
買現先勘定
買入手形
預け金

資金調達勘定
うち預金
譲渡性預金
コールマネー
売現先勘定
売渡手形
コマーシャル・ペーパー
借用金

資金利益
資金運用勘定
うち貸出金
有価証券
コールローン
預け金

資金調達勘定
うち預金
譲渡性預金
コールマネー
売渡手形
借用金

資金利益
合計

129,252
96,491
30,589
1,357

0
454
359

124,003
94,068
18,590
2,274
719

1,761
58

2,631
-

4,200
1,758
374
70

1,158
4,105
1,888

-
32
-

1,499
-
-

2,109
1,880
226
0
0
0
1

337
187
16
1
0
0
0
63

1,772
145
51
26
1
25
121
51
-
0
-
47
23

1,796

1.63
1.94
0.74
0.01
0.04
0.01
0.49
0.27
0.19
0.08
0.06
0.02
0.02
0.05
2.40
1.36
3.45
2.95
7.17
2.69
2.22
2.96
2.70
-

2.83
-

3.15
0.49
1.33

127,449
96,198
28,686

890
／
517

1,142
122,003
104,052
7,847
1,480
／
505
124

2,756
-

4,760
2,070
452
22

1,490
4,624
2,389

-
23
-

1,650
-
-

2,255
1,946
298
1
／
0
3

538
330
21
4
／
1
0
73

1,716
249
101
25
1
64
226
134
-
1
-
60
22

1,739

1.76
2.02
1.03
0.19
／

0.18
0.32
0.44
0.31
0.27
0.29
／

0.21
0.24
2.64
1.32
5.23
4.89
5.70
6.66
4.35
4.89
5.62
-

6.24
-

3.65
0.34
1.29

124,648
94,825
26,436

328
／
253

1,302
119,797
103,043
5,925
1,423
／
500
232

3,027
-

6,562
2,776
772
21

1,984
6,628
2,592

-
62
101

2,254
-
-

2,249
1,903
314
0
／
0
4

613
340
9
1
／
0
0
83

1,636
315
122
34
1
43
331
117
-
3
7
92
△15
1,621

1.80
2.00
1.18
0.07
／

0.02
0.31
0.51
0.33
0.16
0.13
／

0.04
0.15
2.74
1.29
4.80
4.42
4.51
5.30
2.21
4.99
4.52
-

5.27
6.99
4.10
△0.19
1.22

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

（注） 1. 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成12年3月期1,106億円、平成13年3月期1,122億円、平成14年3月期1,850億円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高（平
成12年3月期1,104億円、平成13年3月期844億円、平成14年3月期316億円）及び利息（平成12年3月期5億円、平成13年3月期3億円、平成14年3月期0億円）をそれぞれ控除して表示し
ています。

2. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末TT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しています。
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■資金利益の分析 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
残高要因 利率要因 合計 残高要因 利率要因 合計 残高要因 利率要因 合計

受取利息
うち貸出金
有価証券
コールローン
買現先勘定
買入手形
預け金

支払利息
うち預金
譲渡性預金
コールマネー
売現先勘定
売渡手形
コマーシャル・ペーパー
借用金

差引
受取利息
うち貸出金
有価証券
コールローン
預け金

支払利息
うち預金
譲渡性預金
コールマネー
売渡手形
借用金

差引
合計

31
5
19
0
ー
△ 0
△ 2

8
△ 31

29
2
ー
2

△ 0
△ 3
23

△ 29
△ 15
△ 4

3
△ 14
△ 25
△ 28
ー
0
ー
△ 5
△ 3
ー

△ 177
△ 72
△ 91
△ 2

0
△ 0

0
△ 209
△ 110
△ 34
△ 5

0
△ 3
△ 0
△ 6
32

△ 74
△ 34

5
△ 2
△ 24
△ 79
△ 55
ー
△ 1
ー
△ 7

4
ー

△ 145
△ 66
△ 71
△ 1

0
△ 0
△ 1

△ 201
△ 142
△ 4
△ 2

0
△ 0
△ 0
△ 9
55

△ 104
△ 49

1
0

△ 39
△ 104
△ 83
ー
△ 0
ー

△ 12
0
56

50
27
26
0
／
0
△1
11
3
3
0
／
0
△0
△7
39
△86
△31
△14

0
△11
△100
△9
-
△2
△7
△24
13
-

△45
15
△42

1
／
0
0

△86
△13

8
2
／
0
0
△2
40
20
9
5
0
32
△4
26
-
0
-
△7
24
-

5
43
△16

1
／
0
△0
△74
△10
11
2
／
0
△0
△10
80
△66
△21
△9
0
20

△104
17
-
△1
△7
△32
38
118

△22
38
△5
△0
／
0
0
26
44
△16
△10
／
△5
0
△1
△48
△389
△217
△9
△3
△14
△354
△116
△4
△25
△3
△9
△34
-

△69
△44
△42
△1
／
△1
△5
△407
△307
△32
△7
／
△2
△1
△10
338
△107
△3
13
△0
△11
△60

5
-
△0
0
△7
△46
-

△91
△6
△47
△1
／
△0
△5
△381
△262
△49
△17
／
△8
△0
△12
289
△496
△221

3
△3
△25
△414
△110
△4
△25
△2
△16
△81
207

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含める方法にて表示しています。

■手数料収支（役務取引等収支）の内訳 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
受入手数料
うち預金・貸出業務
為替業務
信託関連業務
証券関連業務
代理業務
保護預り・貸金庫業務
保証業務

支払手数料
うち為替業務

手数料収支
受入手数料
うち預金・貸出業務
為替業務
証券関連業務
代理業務
保護預り・貸金庫業務
保証業務

支払手数料
うち為替業務

手数料収支
合計

391
74
120
104
31
29
8
4

117
28
274
28
0
21
-
0
0
5
10
9
17
291

419
69
131
101
34
31
11
6

149
29
269
26
0
23
-
0
-
2
8
8
17
286

647
77
132
105
47
34
11
4

415
29
232
25
0
21
-
-
-
3
7
7
17
250

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門
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■特定取引収支の内訳 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
特定取引収支
うち商品有価証券
特定取引有価証券
特定金融派生商品
その他の特定取引

特定取引収支
うち商品有価証券
特定取引有価証券
特定金融派生商品
その他の特定取引

合計

15
7
-
-
7
11
-
0
11
-
27

10
5
-
-
4
0
-
△0
0
△0
10

8
6
-
-
1
25
-
△ 0
25
△ 0
34

国
内
業
務
部
門
国
際
業
務
部
門

（注）内訳科目はそれぞれの収益と費用を相殺して表示しています。

（注）平成13年3月期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成10年6月16日））を適用しております。

■その他業務収支の内訳 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
国債等債券関係損益
金融派生商品損益
その他
その他業務収支
外国為替売買益
国債等債券関係損益
金融派生商品損益
その他
その他業務収支

合計

6
／
0
6
52
9
／
-
62
68

64
50
0

116
76
△2
△9
-
65
181

53
1
0
56
89
2
△1
-
90
146

■営業経費の内訳 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
経費

うち給料・手当
退職給与引当金繰入
退職給付費用
福利厚生費
減価償却費
土地建物機械賃借料
営繕費
消耗品費
給水光熱費
旅費
通信費
広告宣伝費
租税公課
預金保険料
その他

臨時的経費
うち退職金
退職給付費用

合計

1,687
557
18
／
128
71
327
5
21
23
6
43
14
68
78
324
16
16
／

1,704

1,617
526
／
63
85
65
284
5
19
23
5
42
12
59
77
345
58
16
42

1,675

1,586
478
／
69
82
64
260
4
20
20
4
39
13
60
84
382
132
32
99

1,718

国内業務部門

国際業務部門
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（注） 1.（ ）内は、構成比です。
2. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
3. 定期性預金＝定期預金
固定自由金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期預金
変動自由金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期預金

4. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しています。

（注）１.上記の計数は、譲渡性預金、海外支店分及び特別国際金融取引勘定分を含んでいません。
２.上記の計数は、本支店間未達勘定整理前等の計数です。
３.（ ）内は、構成比です。

■預金の科目別平均残高・期末残高 （単位：億円、％）

平均残高 平均残高 期末残高 期末残高

預金 流動性預金
定期性預金

うち固定自由金利定期預金
変動自由金利定期預金

その他
小計

譲渡性預金
計

預金 流動性預金
定期性預金
その他
小計

譲渡性預金
計

合計

平成１２年３月期

35,571
66,263
66,225

9
1,208

103,043
5,925

108,969
(97.7)

12
204

2,376
2,592

-
2,592
(2.3)

111,562
(100.0)

平成１３年３月期

35,714
67,400
67,301

7
937

104,052
7,847

111,900
(97.9)

-
-

2,389
2,389

-
2,389
(2.1)

114,290
(100.0)

平成１４年３月期

41,499
51,627
51,586

5
941

94,068
18,590
112,659
(98.3)

-
-

1,888
1,888

-
1,888
(1.7)

114,547
(100.0)

平成１２年３月期

36,698
58,377
58,343

8
2,500
97,575
15,864
113,439
(97.9)

-
-

2,406
2,406

-
2,406
(2.1)

115,846
(100.0)

平成１３年３月期

38,471
53,239
53,212

7
1,170
92,882
25,136
118,018
(98.6)

-
-

1,705
1,705

-
1,705
(1.4)

119,724
(100.0)

平成１４年３月期

65,356
39,843
39,820

2
2,467

107,667
5,533

113,201
(98.3)

-
-

1,962
1,962

-
1,962
(1.7)

115,163
(100.0)

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

預金に関する指標（単体情報）

■預金者別残高 （単位：億円、％）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
個人
法人
その他
合計

44,690 （44.7）
42,427 （42.4）
12,938 （12.9）
100,055（100.0）

48,590 （51.4）
40,654 （43.0）
5,234  （5.6）
94,479（100.0）

49,655 （45.3）
46,609 （42.5）
13,383 （12.2）
109,649 （100.0）

■定期預金の残存期間別残高 （単位：億円）

平成１２年３月末
３ヵ月未満 ３ヵ月以上６ヵ月未満 ６ヵ月以上１年未満 １年以上２年未満 2年以上3年未満 3年以上 計

定期預金
固定自由金利定期預金
変動自由金利定期預金
その他

平成１３年３月末
３ヵ月未満 ３ヵ月以上６ヵ月未満 ６ヵ月以上１年未満 １年以上２年未満 2年以上3年未満 3年以上 計

定期預金
固定自由金利定期預金
変動自由金利定期預金
その他

平成１４年３月末
３ヵ月未満 ３ヵ月以上６ヵ月未満 ６ヵ月以上１年未満 １年以上２年未満 2年以上3年未満 3年以上 計

定期預金
固定自由金利定期預金
変動自由金利定期預金
その他

（注）上記の預金残高には、積立定期預金を含んでいません。

26,478
26,452

2
23

21,476
21,451

2
22

12,167
12,149

0
18

10,297
10,296

0
―

7,755
7,755

0
―

4,717
4,717

0
-

9,509
9,509

0
―

9,246
9,245

0
―

7,791
7,790

1
-

2,356
2,353

2
―

2,227
2,225

1
―

3,545
3,545

0
-

2,066
2,063

2
―

4,031
4,028

2
―

4,688
4,687

0
-

7,649
7,649
―
―

8,476
8,476
―
―

6,915
6,915

-
-

58,357
58,325

8
23

53,213
53,184

7
22

39,827
39,806

2
18



貸出金等に関する指標（単体情報）
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（注）１.（ ）内は、構成比です。
２.国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しています。

■貸出金の科目別平均残高・期末残高 （単位：億円、％）

平均残高 平均残高 期末残高 期末残高

手形貸付
証書貸付
当座貸越
割引手形
計

手形貸付
証書貸付
当座貸越
割引手形
計

合計

平成１２年３月期

18,436
53,516
20,428
2,444
94,825
(97.2)
397

2,335
43
-

2,776
(2.8)

97,602
(100.0)

平成１３年３月期

16,174
55,964
21,311
2,747
96,198
(97.9)
351

1,688
30
-

2,070
(2.1)

98,268
(100.0)

平成１４年３月期

14,613
57,126
22,039
2,711
96,491
(98.2)
305

1,418
34
-

1,758
(1.8)

98,249
(100.0)

平成１２年３月期

17,895
55,828
20,922
2,941
97,588
(97.8)
364

1,824
19
-

2,208
(2.2)

99,796
(100.0)

平成１３年３月期

16,197
56,939
23,309
3,596

110,043
(98.0)
326

1,642
45
-

2,014
(2.0)

102,057
(100.0)

平成１４年３月期

14,601
58,089
19,171
2,857
94,720
(98.5)
294

1,094
18
-

1,407
(1.5)

96,127
(100.0)

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

16,286 （16.0）
175 （0.2）

6,679 （6.6）

■貸出金の担保別内訳 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
有価証券
債権
商品
不動産
その他
計
保証
信用
合計
（うち劣後特約付貸出金）

1,012
2,042

2
22,866

967
26,890
42,826
32,341
102,057
（960）

876
1,950

-
22,218

761
25,807
38,516
31,803
96,127
（575）

1,068
2,063

4
23,596

867
27,600
41,749
30,446
99,796
（1,370）

16,286 （16.0）
175 （0.2）

6,679 （6.6）

■支払承諾見返の担保別内訳 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
有価証券
債権
商品
不動産
その他
計
保証
信用
合計

5
838
0

107
41
994

3,045
3,320
7,359

19
410
0
69
41
540

3,020
2,518
6,078

12
863
ー
97
53

1,026
2,991
3,361
7,379

■貸出金の残存期間別残高 （単位：億円）

貸出金
うち変動金利
固定金利

貸出金
うち変動金利
固定金利

貸出金
うち変動金利

固定金利
（注）残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしていません。

３
月
末

平
成
12
年

３
月
末

平
成
13
年

３
月
末

平
成
14
年

26,992
／
／

26,381
／
／

24,313
／
／

1年以下

11,346
6,779
4,567
12,373
7,300
5,073
12,593
7,539
5,054

1年超
3年以下

12,245
7,400
4,845
12,963
7,891
5,071
11,912
6,807
5,105

3年超
5年以下

4,481
2,937
1,543
3,767
2,248
1,518
3,859
2,163
1,696

5年超
7年以下

23,227
20,046
3,181
22,939
20,070
2,869
23,805
21,150
2,654

7年超

21,502
21,473

29
23,632
23,304

327
19,643
19,294

348

期間の
定めのないもの

99,796

102,057

96,127

計



■住宅ローン・消費者ローン残高（銀行･信託勘定合算） （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
住宅ローン　
消費者ローン　
合計

■貸出金の使途別内訳 （単位：億円、％）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
設備資金　
運転資金　
合計　

■貸出金の業種別内訳 （単位：億円、％）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
製造業
農業、林業、漁業、鉱業
建設業
電気･ガス･熱供給･水道業
運輸･通信業

国内店分 卸売･小売業、飲食店
（除く特別 金融･保険業
国際金融 不動産業
取引勘定） サービス業

地方公共団体
その他
計
政府等

特別国際 金融機関
金融取引 商工業
勘定分 その他

計
合計
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（注）（ ）内は、構成比です。

16,286 （16.0）
175 （0.2）

6,679 （6.6）
681 （0.7）

3,263 （3.2）
17,491 （17.2）
8,043 （7.9）
20,136 （19.8）
10,018 （9.9）
2,388 （2.4）
16,401 （16.1）
101,560 （100.0）

73 （14.7）
170 （34.1）
―――

255 （51.2）
497 （100.0）

102,057

15,230 （15.9）
181 （0.2）

5,994 （6.3）
516 （0.5）

3,365 （3.5）
15,923 （16.6）
7,013 （7.3）
19,900 （20.8）
9,464 （9.9）
2,319 （2.4）
15,825 （16.6）
95,736 （100.0）

76 （19.6）
176 （45.1）
―――

138 （35.3）
391 （100.0）

96,127

14,903 （15.0）
172 （0.2）

6,814 （6.9）
289 （0.3）

3,380 （3.4）
16,525 （16.6）
8,328 （8.4）
20,271 （20.4）
9,361 （9.4）
2,417 （2.4）
16,804 （17.0）
99,268 （100.0）

79 （15.1）
145 （27.5）
164 （31.0）
139 （26.4）
528 （100.0）

99,796

28,889 （28.9）
70,907 （71.1）
99,796 （100.0）

■中小企業等向け貸出 （単位：億円、％）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
銀行勘定

（注）１.本表の貸出金残高は、特別国際金融取引勘定分を含んでいません。
２.中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、飲食店及びサービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業及び
飲食店は５０人、サービス業は１００人）以下の会社及び個人であります。

（注）住宅ローン債権流動化後の金額です。

101,560
73,676
72.54

107,162
78,469
73.22

95,736
69,164
72.24

100,494
73,188
72.82

99,268
72,319
72.85

106,819
78,361
73.35

総貸出金残高（A）
中小企業等貸出金残高（B）
割合（B）/（A）
総貸出金残高（A）
中小企業等貸出金残高（B）
割合（B）/（A）

（注）（ ）内は、構成比です。

29,668 （29.1）
72,388 （70.9）
102,057 （100.0）

18,519
2,509
21,029

17,984
2,367
20,351

18,098
2,131
20,229

銀行・
信託勘定合算

28,738 （29.9）
67,389 （70.1）
96,127 （100.0）

＜参考＞住宅ローン債権流動化前

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
住宅ローン ー 18,271 18,342
消費者ローン ー 2,367 2,131
合計 ー 20,638 20,474
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■（株）共同債権買取機構向け貸出金および引当金 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
貸出金残高 602 296 37
債権売却損失引当金 370 222 39

■貸出金償却額 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
貸出金償却額 538 775 848

■特定海外債権残高 （単位：億円、％）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

（注）特定海外債権は、日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号に規定する貸倒引当金（特定海外債権引当勘定）の引当対象とされる貸出金です。

（注）債権売却損失引当金の対象債権には、未収利息相当額を含みます。

383
0
0
ー
0

383
（0.24）

344
ー
0
ー
0

344
（0.23）

383
0
2
0
0

386
（0.25）

インドネシア
アルジェリア
ロシア連邦
ブラジル
エクアドル
合計
（総資産に対する割合）

■リスク管理債権残高 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
960

3,971
201

2,623
7,756

690
7,718

70
5,717
14,196

1,006
4,704
169

3,702
9,582

破綻先債権額
延滞債権額
３ヵ月以上延滞債権額
貸出条件緩和債権額
合計

■貸倒引当金残高〈期中増減を含む〉 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

（ー）612
666
ー

※612
666

（29）1,278
1,440
348
※929
1,440

（ー）26
21
ー
※26
21

2,127

（ー）666
1,403
ー

※666
1,403

（10）1,450
2,549
1,055
※394
2,549

（ー）21
19
ー
※21
19

3,972

（△2）495
612
ー

※495
612

（△24）1,317
1,248
793
※523
1,248

（△4）46
26
ー
※46
26

1,888

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

特定海外債権引当勘定

期末残高合計

■金融再生法に基づく資産査定額 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
1,672
3,458
2,824

102,644

2,050
6,907
5,963
92,718

1,905
4,290
3,871
98,336

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権
正常債権

期首残高
当期増加額
当期減少額 目的使用

その他
期末残高
期首残高
当期増加額
当期減少額 目的使用

その他
期末残高
期首残高
当期増加額
当期減少額 目的使用

その他
期末残高

（注）1.（ ）内は為替換算差額です。
2. ※は洗替による取崩額です。



有価証券に関する指標（単体情報）
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■商品有価証券売買高 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
154,888

737
696

156,322

100,164
1,054
685

101,903

168,625
916
973

170,515

商品国債
商品地方債
商品政府保証債
合計

■商品有価証券平均残高 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
225
16
8

250

123
5
2

131

181
5
11
197

商品国債
商品地方債
商品政府保証債
合計

（注）１.（ ）内は、構成比です。
２.貸付有価証券は、有価証券の種類ごとに区分して記載しています。
３.国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しています。

■有価証券の平均残高・期末残高 （単位：億円、％）

平均残高 平均残高 期末残高 期末残高

国債
地方債
社債
株式
その他の証券
計

その他の証券
うち外国債券
外国株式

計

合計

平成１２年３月期

8,468
481

2,060
14,962

463
26,436
(97.2)
772
369
359
772
(2.8)

27,208
(100.0)

平成１３年３月期

11,576
527

1,645
14,655

282
28,686
(98.4)
452
181
264
452
(1.6)

29,139
(100.0)

平成１４年３月期

13,488
373

2,514
13,937

274
30,589
(98.8)
374
91
271
374
(1.2)

30,963
(100.0)

平成１２年３月期

7,468
388

1,858
14,765

321
24,803
(97.8)
547
246
263
547
(2.2)

25,350
(100.0)

平成１３年３月期

14,180
468

1,682
14,493

254
31,079
(98.9)
342
53
258
342
(1.1)

31,421
(100.0)

平成１４年３月期

13,583
332

2,829
9,932
132

26,810
(98.4)
450
106
339
450
(1.6)

27,260
(100.0)

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

■有価証券の残存期間別残高 （単位：億円）

国債
地方債
社債
株式
その他の証券
うち外国債券
外国株式

国債
地方債
社債
株式
その他の証券
うち外国債券
外国株式

国債
地方債
社債
株式
その他の証券
うち外国債券
外国株式

（注）平成13年3月末までは自己株式は、「株式」に含めて記載しています（平成14年3月末からは、資本からの控除となるため、「株式」に含まれていません）。

591
20
460
／
75
52
／

3,603
2

214
／
18
8
／

2,533
5
93
／
3
3
／

1年以下

2,135
7

456
／
85
68
／

3,487
88
376
／
33
22
／

1,734
1

918
／
33
33
／

1年超
3年以下

1,993
9

232
／
96
85
／

3,978
343
721
／
40
5
／

4,535
213

1,574
／
5
0
／

3年超
5年以下

470
0
86
／
84
38
／
854
24
343
／
31
0
／

1,461
113
205
／
38
38
／

5年超
7年以下

2,276
351
622
／
73
-
／

2,258
12
30
／
36
0
／

3,320
-
40
／
16
13
／

7年超
10年以下

-
-
-
／
2
2
／
-
-
-
／
17
17
／
-
-
-
／
57
17
／

10年超

-
-
-

14,765
449
-
263
-
-
-

14,493
417
0

258
-
-
-

9,932
427
-
339

期間の定め
のないもの

7,468
388

1,858
14,765

868
246
263

14,180
468

1,682
14,493

596
53
258

13,583
332

2,829
9,932
583
106
339

合計

平
成
12
年
３
月
末

平
成
13
年
３
月
末

平
成
14
年
３
月
末



為替業務および社債受託に関する指標（単体情報）
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■内国為替取扱高 （単位：千口、億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
39,254

2,846,482
30,062

2,346,295
2,071
50,690

249
5,232

40,650
2,006,420

30,497
1,873,374

1,905
50,336

256
5,659

47,468
1,220,093

31,401
1,052,610

1,778
41,710

273
5,436

送金為替

各地へ向けた分

各地より受けた分

各地へ向けた分

各地より受けた分

口数
金額
口数
金額
口数
金額
口数
金額

代金取立

■外国為替取扱高 （単位：億ドル）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

（注）取扱高は、海外店分を含んでいます。

2,191
28

2,202
25

4,447

372
27
485
24
908

272
18
331
22
645

仕向為替

被仕向為替

合　計

売渡為替
買入為替
支払為替
取立為替

■担保附社債の受託状況 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
551
825

1,376

439
604

1,043

312
444
756

当行単独及び当行代表受託
他行代表共同受託
合計

■外貨建資産残高 （単位：億ドル）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

（注）国内店の外貨建資産を表示しています。

78 55 48外貨建資産残高



信託業務に関する指標（単体情報）
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■信託財産残高表 （単位：百万円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
755,099
689,779
65,295

25
12,265,101
2,850,332
188,062

1,363,529
4,593,978
3,207,079

62,117
3,692,922

／
354,207

／
26,045
82,297
257,780
260,002

ー
ー

260,002
220,360

ー
220,360

ー
748

51,163
41,600

1,063,763
776,478
614,400
1,683

612,717
20,461,970

560,196
542,490
17,683

22
1,305,361
470,200
37,417
193,362
385,378
217,875
1,127
／

4,347,292
／

461,562
12,777,902

1,262
968

821,335
ー
ー

821,335
201,139

ー
201,139

ー
748

318,793
ー

958,110
452,941
79,780
3,965
75,814

22,287,395

475,878
461,392
14,480

6
167,084

10
ー
ー

92,004
74,310

759
／
ー
／
ー

5,742
631
ー

76,499
ー
ー

76,499
214,449

ー
214,449

ー
1,857
8,869
ー
ー

192,446
2,098

5
2,093

1,145,558

資産 貸出金
証書貸付
手形貸付
割引手形

有価証券
国債
地方債
社債
株式
外国証券　
その他の証券

証券投資信託有価証券
投資信託有価証券
証券投資信託外国投資
投資信託外国投資
信託受益権
受託有価証券
貸付有価証券
金銭債権
生命保険債権
住宅貸付債権
その他の金銭債権

動産不動産
動産
不動産

地上権
土地の賃借権
その他債権
買入手形
コールローン
銀行勘定貸
現金預け金
現金
預け金

合計

（単位：百万円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

（注）1. 共同信託他社管理財産
2. 元本補てん契約のある信託の貸出金

うち破綻先債権額
延滞債権額
３ヵ月以上延滞債権額
貸出条件緩和債権額
合計

3. 平成13年3月末から「証券投資信託有価証券」を「投資信託有価証券」に、「証券投資信託外国投資」を「投資信託外国投資」に、「証券
投資信託」を「投資信託」に科目を変更しています。

4. 平成14年3月1日の会社分割に伴い、大和銀信託銀行株式会社に移転した信託財産の金額は、22,836,649百万円であります。

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末（単位：百万円）

5,477,018
2,119,833
6,111,769

3,559
ー

5,693,647
／

423,542
354,885
48,709
ー

189,586
ー

4,932
34,486
／

20,461,970

5,473,888
2,423,294
6,359,275

3,107
ー
／

6,876,379
295,857
399,983
49,327
ー

189,373
ー

4,929
211,972

ー
22,287,395

831,362
ー
ー

2,441
ー
／
ー

1,436
631

24,735
ー

192,546
ー

4,902
87,502
ー

1,145,555

負債 指定金銭信託
特定金銭信託
年金信託
財産形成給付信託
貸付信託
証券投資信託
投資信託
金銭信託以外の金銭の信託
有価証券の信託
金銭債権の信託
動産の信託
土地およびその定着物の信託
地上権の信託
土地の賃借権の信託
包括信託
その他の信託
合計

8,894,498
525,513
1,679
11,672
1,759
3,095
18,207

79,598
444,374
2,279
11,914
1,936
15,566
31,696

10,092,534
628,554
2,691
12,381
2,399
11,091
28,563
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■元本補てん契約のある合同運用指定金銭信託の受入・運用状況 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月期末

（注）１.信託財産運用のために再信託された信託を含みます。
２.当行は、貸付信託を取り扱っていません。

14,265
19
13

14,298
6,285
2,695
5,316
14,298

9,967
16
8

9,992
5,255
2,069
2,668
9,992

6,986
13
5

7,006
4,443
1,648
913

7,006

受入状況

運用状況

元本
債権償却準備金
その他
期末受託残高
貸出金
有価証券
その他
期末運用残高計

■金銭信託等の受入状況 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

（注）金銭信託等とは、金銭信託、年金信託及び財産形成給付信託のことです。なお、当行は、貸付信託を取り扱っていません。

74,529
1,438
75,968
59,615
1,501
61,117

35
0
35

134,180
2,940

137,121

78,826
145

78,971
63,592

0
63,592

31
0
31

142,450
145

142,595

8,294
19

8,313
-
-
-
24
0
24

8,318
19

8,338

金銭信託

年金信託

財産形成給付信託

合　計

元本
その他
期末受託残高
元本
その他
期末受託残高
元本
その他
期末受託残高
元本
その他
期末受託残高

■元本補てん契約のある信託の貸出金に係るリスク管理債権残高 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
26
123
23
110
285

16
116
17
30
182

22
119
19
155
316

破綻先債権額
延滞債権額
3ヵ月以上延滞債権額
貸出条件緩和債権額
リスク管理債権合計

■元本補てん契約のある信託に係る金融再生法に基づく資産査定額 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
70
80
134

5,999

70
63
48

5,073

38
103
175

4,126

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権
正常債権

■元本補てん契約のある信託の有価証券評価損益 （単位：億円）

平成14年3月末 帳簿価額 時価 評価損益
うち評価益 うち評価損

（注）１.上場有価証券及び非上場有価証券のうち、時価相当額として価格の算定が可能なものについて、時価を付しております。
なお、株式については市場価格の月中平均を時価としております。

２.１.以外については、帳簿価額を時価としております。

141
136
278

10
-
10

△ 131
△ 136
△ 267

788
592

1,381

920
728

1,648

株式
その他
合計
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■中小企業等向け貸出（信託勘定） （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

（注）１.中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、飲食店及びサービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業及び
飲食店は５０人、サービス業は１００人）以下の会社及び個人であります。

２.本表における信託勘定とは、金銭信託、年金信託及び財産形成給付信託のことです。

7,550
6,042
80.01

5,601
4,793
85.56

4,758
4,023
84.55

信託勘定 総貸出金残高
中小企業等貸出金残高
（B）／（A）

（A）
（B）
（％）

■金銭信託等の運用状況 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

（注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社への再信託後の運用状況を含んでおりません。
なお、再信託後の運用状況は、貸出金３２２億円、有価証券１１兆２,７９６億円、合計１１兆３,１１８億円です（平成14年3月期は該当ありません）。

7,120
59,578
66,698

425
60,172
60,597

5
ー
5

7,550
119,750
127,301

5,600
12,942
18,543
ー
ー
ー
1
ー
1

5,601
12,942
18,544

4,757
1,656
6,414
ー
ー
ー
0
ー
0

4,758
1,656
6,415

金銭信託

年金信託

財産形成給付信託

合計

貸出金
有価証券
期末運用残高計
貸出金
有価証券
期末運用残高計
貸出金
有価証券
期末運用残高計
貸出金
有価証券
期末運用残高計

■貸出金の科目別期末残高（信託勘定） （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

（注）本表における信託勘定とは、金銭信託、年金信託及び財産形成給付信託のことです。

6,897
652
0

7,550

5,424
176
0

5,601

4,613
144
0

4,758

証書貸付
手形貸付
割引手形
合計

■金銭信託の信託期間別元本残高 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

（注）その他のものは、金銭信託（１ヵ月据置型）、金銭信託（新１年据置型）及び個人年金信託（相互扶助型）です。
なお、個人年金信託（相互扶助型）は、平成13年3月期中に取扱を中止しております。

1,780
33,563
1,706
34,069
3,409
74,529

1,774
28,252
11,454
34,633
2,711
78,826

-
-

1,174
5,529
1,589
8,294

１年未満
１年以上２年未満
２年以上５年未満
５年以上
その他のもの
合計

■貸出金の契約期間別期末残高（信託勘定） （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

（注）本表における信託勘定とは、金銭信託、年金信託及び財産形成給付信託のことです。

340
344
336
307

6,223
7,550

141
55
62
132

5,209
5,601

127
27
27
39

4,537
4,758

１年以下
１年超３年以下
３年超５年以下
５年超７年以下
７年超
合計

（注）
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■貸出金業種別内訳（信託勘定） （単位：億円、％）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
製造業
農業、林業、漁業、鉱業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
運輸・通信業
卸売・小売業、飲食店
金融・保険業
不動産業
サービス業
地方公共団体
その他
合計

（注）（ ）内は、構成比です。

(3.0)
(0.2)
(1.5)
(1.2)
(0.7)
(4.8)
(13.5)
(20.5)
(6.2)
(-)

(48.4)
(100.0)

226
18
116
89
52
363

1,016
1,546
466
-

3,654
7,550

(2.2)
(0.3)
(1.0)
(0.0)
(0.4)
(3.4)
(12.6)
(19.7)
(3.4)
(-)

(57.0)
(100.0)

120
17
57
0
20
193
708

1,101
189
-

3,192
5,601

(1,6)
(0.4)
(1.0)
(0.0)
(0.4)
(2.9)
(14.3)
(18,4)
(3.1)
(-)

(57.9)
(100.0)

78
16
45
0
16
139
681
874
148
-

2,756
4,758

■貸出金の使途別内訳（信託勘定） （単位：億円、％）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
設備資金
運転資金
合計

（注）（ ）内は、構成比です。

(57.6)
(42.4)
(100.0)

4,352
3,198
7,550

(66.7)
(33.3)
(100.0)

3,736
1,865
5,601

(68.7)
(31.3)
(100.0)

3,267
1,491
4,758

■貸出金の担保別内訳（信託勘定） （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
311
193

1,351
41
76
2
ー

1,977
4,048
1,525
7,550
(490)

183
138
948
21
75
ー
ー

1,367
3,688
545

5,601
(270)

148
127
871
21
73
ー
ー

1,242
3,090
425

4,758
(270)

有価証券
債権
土地建物
工場
財団
船舶
その他
計
保証
信用
合計
（うち劣後特約貸付金）

■有価証券期末残高（信託勘定） （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

（注）上記各表における信託勘定とは、金銭信託、年金信託及び財産形成給付信託のことです。

28,335
1,871
13,128
44,617
31,797
119,750

4,702
374

1,933
3,755
2,177
12,942

0
ー
ー
920
736

1,656

国債
地方債
社債
株式
その他の証券
合計



Super Regional Bank Group   69

■年金信託 （単位：億円、件）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

（注）1. 計上基準の違いにより、受託残高合計と信託財産残高表中の年金信託残高は一致しません。
2. 会社分割により、年金・法人信託部門を大和銀信託銀行に承継したため、平成14年3月末は該当ありません。

48,689
885

14,350
4,265
2,121

56
1,075

56
66,235
5,262

49,852
878

14,879
4,320
2,131

55
1,197

56
68,059
5,309

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

厚生年金基金

適格年金

団体年金

国民年金基金

合計

受託残高
件数
受託残高
件数
受託残高
件数
受託残高
件数
受託残高
件数

■証券信託（有価証券投資を目的とするもの） （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

（注）1. 「金外信託」は、「金銭信託以外の金銭の信託」の略称です。
2. 会社分割により、年金・法人信託部門を大和銀信託銀行に承継したため、平成14年3月期は該当ありません。

20,244
6,588
3,733
362

24,340

24,233
8,127
2,419
428

27,080

ー
ー
ー
ー
ー

特定金銭信託
うち年金特定金銭信託

特定金外信託
指定金外信託
合計

信託目的　学術・医学研究・芸術・文化・福祉・地域振興活動・
自然環境の整備などに対して助成を行うもの

基金名称 ・八尾青少年育成いちょう基金
・寝屋川ふれあい基金
・椎名廣司記念上尾市地場産業振興開発基金
・三宅祐治教育基金
・杉林きみ子記念教育振興基金
・丸茂救急医学研究振興基金
・今井きみ記念ストレス関連疾患研究助成基金
・むさしの緑の基金
・かんぎん愛の社会福祉基金
・香川銀行高齢者生涯学習振興基金
・高橋信三記念放送文化振興基金
・グリーンプログラム２１（みどり基金）
・区制５０周年記念生野ふれ愛基金
・江森啓友・まさ子高齢者福祉基金
・村石久二障害者福祉基金
・大和銀文庫基金
・西梅田まちづくり基金

■公益信託 （単位：件）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

〈公益信託の受託状況〉
受託総件数４１件のうち、当行が単独幹事あるいは主幹事をつとめるもの（平成１４年３月末日現在）

信託目的　交通遺児や地域の学生に対し、奨学資金を援助し、
人材の育成を図るもの

基金名称 ・呉松辰夫・かつ子記念奨学基金
・八尾ライオンズクラブ交通遺児育英基金
・鳥羽市二光奨学基金
・片山和夫社会福祉奨学基金
・江東信用組合奨学基金
・石狩・後志交通遺児育英基金
・金谷寿一税理士育成基金
・アフラックがん遺児奨学基金

40 41 41受託件数

■土地信託 （単位：件）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
0 0 2受託件数

■信託代理店 （単位：店）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
34 32 30信託代理店数
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■公共債及び証券投資信託窓口販売実績 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
238
38
276

1,813

350
3

354
1,455

565
56
621

1,689

公共債

証券投資信託

国債
地方債･政保債
合計

■不動産業務 （単位：億円、件）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
3,176
2,582

3,440
2,883

4,001
2,984

不動産売買の媒介 件数
金額

■代理貸付の取扱高 （単位：億円、件）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

（注）その他は、社会福祉･医療事業団、国民生活金融公庫（教育貸付分、環衛貸付分）、労働福祉事業団、農林漁業金融公庫、中小企業総合事業団、勤労者退職金共済機構（建設業退職金共済
事業本部分）の合計です。

180
61

88,265
14,320
38,197
2,912
169
21
2
2
0
0
10
26
586
40

127,409
17,384

164
49

90,215
15,115
39,156
2,977
167
20
2
1
0
0
10
19
696
41

130,410
18,226

128
37

86,349
14,405
35,932
2,686
152
20
2
1
0
0
8
10
611
49

123,182
17,208

中小企業金融公庫

住宅金融公庫

年金福祉事業団

雇用・能力開発機構

環境事業団

石油公団

日本政策投資銀行

その他

合計

件数
金額
件数
金額
件数
金額
件数
金額
件数
金額
件数
金額
件数
金額
件数
金額
件数
金額

■国内コマーシャルペーパー（CP）発行取扱実績 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
11,339 9,726 7,808発行取扱実績

■公共債引受額 （単位：億円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
1,274
1,926
3,201

1,400
1,768
3,168

1,595
2,000
3,596

国債
地方債･政保債
合計
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■利鞘 （単位：％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

（注）当行は、信託併営のため、信託業務にかかる経費が原価に加わり、他行との比較が困難であるため、経費を含まない資金粗利鞘で表示しています。

1.80
4.80
1.97
0.51
4.99
0.75
1.29
△0.19
1.22

1.76
5.23
1.89
0.44
4.89
0.60
1.32
0.34
1.29

1.63
3.45
1.68
0.27
2.96
0.35
1.36
0.50
1.33

資金運用利回り

資金調達利回り

資金粗利鞘

国内業務部門
国際業務部門
計
国内業務部門
国際業務部門
計
国内業務部門
国際業務部門
計

■預貸率 （単位：％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

（注）預貸率＝貸出金／預金（譲渡性預金を含む）

86.02
91.76
86.14
87.02
107.09
87.48

84.76
118.15
85.24
85.96
86.62
85.98

83.67
71.72
83.47
85.64
93.11
85.77

期末残高

期中平均

国内業務部門
国際業務部門
計
国内業務部門
国際業務部門
計

■預証率 （単位：％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

（注）預証率＝有価証券／預金（譲渡性預金を含む）

21.86
22.73
21.88
24.26
29.78
24.38

26.33
20.05
26.24
25.63
18.95
25.49

23.68
22.96
23.67
27.15
19.83
27.03

期末残高

期中平均

国内業務部門
国際業務部門
計
国内業務部門
国際業務部門
計

■利益率 （単位：％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

利益（注）1. 総資産利益率＝総資産（除く支払承諾見返）平均残高×100

利益2. 資本利益率＝資本勘定平均残高×100

3. 平成13年3月期及び平成14年3月期は、経常損失、当期純損失となったため、経常利益率及び当期純利益率はいずれも記載していません。

0.53
0.26
0.12
8.18
4.06
1.96

0.77
ー
ー

11.65
ー
ー

0.22
ー
ー

3.52
ー
ー

総資産利益率
（ROA）

資本利益率
（ROE）

業務純益率
経常利益率
当期純利益率
業務純益率
経常利益率
当期純利益率

■業務粗利益率 （単位：％）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

業務粗利益（注）業務粗利益率＝資金運用勘定平均残高×100

1.99
1.15
1.97

2.08
2.21
2.09

1.92
3.74
1.98

業務粗利益率 国内業務部門
国際業務部門
計
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■１店舗当たりの預金・貸出金・信託資金量 （単位：億円、ヵ店）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

（注）１.預金額には譲渡性預金を含んでいます。
２.店舗数には出張所を含んでいません。
３.信託資金量及び信託貸出金は各々、金銭信託、年金信託並びに財産形成給付信託の信託財産及び貸出金の合計額です。
４.信託業務は、国内で取り扱っていますので、１店舗当たりの金額は、国内店舗数（出張所を除く）で算出しています。

693
ー
693
597
ー
597
821
45
167
ー
167

748
ー
748
637
ー
637
891
35
160
ー
160

767
ー
767
640
ー
640
55
31
150
ー
150

１店舗当たりの預金額

１店舗当たりの貸出金

１店舗当たりの金額
（信託勘定）
営業店舗数

国内店
海外店
合計
国内店
海外店
合計
信託資金量
信託貸出金
国内店
海外店
合計

■従業員１人当たりの預金・貸出金・信託資金量 （単位：億円、人）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

（注）１.預金額には譲渡性預金を含んでいます。
２.従業員数は期中平均人員を記載しています。なお、国内店の従業員数には本部人員を含んでいます。
３.信託資金量及び信託貸出金は各々、金銭信託、年金信託並びに財産形成給付信託の信託財産及び貸出金の合計額です。
４.信託業務は、国内で取り扱っていますので、従業員１人当たりの金額は、国内店の期中平均人員（本部人員を含む）で算出しています。
５.海外店には海外駐在員事務所を含む。

17
ー
16
15
ー
14
20
1

6,575
273

6,848

19
ー
19
16
ー
16
22
0

6,265
26

6,291

19
ー
19
16
ー
16
1
0

5,845
23

5,868

従業員１人当たりの預金額

従業員１人当たりの貸出金

従業員１人当たりの金額
（信託勘定）
従業員数　

国内店
海外店
合計
国内店
海外店
合計
信託資金量
信託貸出金
国内店
海外店
合計
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■資本金の推移 （単位：百万円）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

ー
ー

465,158

ー
ー

465,158

22,000
22,000
443,158

減少の内訳

資本金

大和銀信託銀行株式会社への会社分割
計

■発行済株式数 （単位：千株）

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期
101,697
101,697

2,045,768
12,880
680,000

5,189
5,189

2,052,867
10,970
680,000

（注） ー
ー

2,052,867
10,970
680,000

増加の内訳

発行済普通株式総数
発行済甲種第一回優先株式総数
発行済乙種第一回優先株式総数

甲種第一回優先株式の転換
計

（注） 甲種第一回優先株式1,910千株が普通株式に転換したことにより、普通株式が7,099千株増加、甲種第一回優先株式が1,910千株減少しております。

■店舗数

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

（単位：カ所）

国内

海外

本支店
出張所
無人店舗（店外ATM設置ヵ所）
計
支店
出張所
駐在員事務所
計

167
26
258
451
-
-
6
6

160
29
266
455
-
-
6
6

150
36
259
445
-
-
5
5

甲種第一回優先株式

株式会社大和銀ホールディングス 10,970千株 100.00％
株主名 所有株式数 持株比率

（平成１４年３月３１日現在）

■大株主（普通株式）

株式会社大和銀ホールディングス 2,052,867千株 100.00％
株主名 所有株式数 持株比率

（平成１４年３月３１日現在）

乙種第一回優先株式

株式会社大和銀ホールディングス 680,000千株 100.00％
株主名 所有株式数 持株比率

（平成１４年３月３１日現在）

■自動化機器設置台数

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末

（単位：台）

CD
ATM
合計

10
1,647
1,657

6
1,661
1,667

5
1,642
1,647

■ご来店客数

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期

（単位：千人）

ご来店客数 354 345 373
（注）期末月（3月）の1日平均です。
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■連結自己資本比率 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
（国内基準） （国内基準） （国内基準）

基本的項目 資本金
うち非累積的永久優先株

新株式払込金
資本準備金
連結剰余金
連結子会社の少数株主持分

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券
その他有価証券の評価差損（△）
自己株式（△）
為替換算調整勘定
営業権相当額（△）
連結調整勘定相当額（△）
計 （A）

補完的項目 土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額
一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等
計
うち自己資本への算入額 （B）

控除項目 （C）
自己資本額 （A）＋（B）－（C） （D）
リスクアセット等 資産（オン･バランス）項目 （E）

オフ･バランス取引項目 （F）
計（E）＋（F） （G）

連結自己資本比率＝（D）／（G）×１００
（参考）（A）／（G）

4,648
2,104

-
4,054
△ 228

242
-
／
／
／
-
146

8,569
-
687

4,269
4,956
4,956
500

13,026
100,491
9,449

109,941
11.84％
7.79％

4,650
2,094

-
4,054
△ 539

226
-
／
／

△ 55
-
-

8,336
-
695

4,209
4,905
4,905
621

12,621
102,001
9,297

111,299
11.33％
7.49％

4,431
2,094

-
ー
139
212
ー
494
ー

△ 95
ー
ー

4,193
ー
621

4,062
4,683
4,193

80
8,306
91,328
8,037
99,366
8.35％
4.21％

■単体自己資本比率 （単位：億円）

平成１２年３月末 平成１３年３月末 平成１４年３月末
（国内基準） （国内基準） （国内基準）

基本的項目 資本金
うち非累積的永久優先株

新株式払込金
資本準備金
利益準備金
任意積立金
次期繰越利益
その他
その他有価証券の評価差損（△）
自己株式（△）
営業権相当額（△）
計 （A）

補完的項目 土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額
一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等
計
うち自己資本への算入額 （B）

控除項目 （C）
自己資本額 （A）＋（B）－（C） （D）
リスクアセット等 資産（オン･バランス）項目 （E）

オフ･バランス取引項目 （F）
計（E）＋（F） （G）

単体自己資本比率＝（D）／（G）×１００
（参考）（A）／（G）

4,651
2,104

-
4,054
463
150
101
-
／
／
-

9,420
-
609

4,269
4,879
4,879
500

13,800
99,041
9,541

108,583
12.70％
8.67％

4,651
2,094

-
4,054
478
0
60
-
／
／
-

9,244
-
663

4,209
4,873
4,873
968

13,150
99,932
9,611

109,543
12.00％
8.43％

4,431
2,094
ー
ー
235
ー
2
0

486
ー
ー

4,182
ー
609

4,062
4,672
4,182
330

8,034
89,450
8,036
97,487
8.24
4.29

自己資本比率の状況

（注）自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき、単体ベースと連結ベースの双方について算出しております。

％
％
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有価証券の時価等情報

「有価証券」は貸借対照表の「有価証券」のほか、「預金預け金」中の譲渡性預け金、ならびに「特定取引資産」中の商品有価証券及びコマーシャル・ペーパーを含めて記載しております。

■満期保有目的の債券で時価のあるもの（単体・連結） （単位：億円）

単体 連結（参考）

国債
地方債
社債
その他
合計

貸借対照表
計上額

ー
ー
ー
ー
ー

時価

ー
ー
ー
ー
ー

差額

ー
ー
ー
ー
ー

うち益

ー
ー
ー
ー
ー

うち損

ー
ー
ー
ー
ー

連結貸借
対照表計上額

1
ー
ー
ー
1

時価

1
ー
ー
ー
1

差額

0
ー
ー
ー
0

うち益

0
ー
ー
ー
0

うち損

ー
ー
ー
ー
ー

■売買目的有価証券（単体・連結） （単位：億円）

単体 連結（参考）

平成１３年３月末
平成１４年３月末

当期の損益に
含まれた評価差額

1
0

貸借対照表計上額

1,003
423

連結貸借対照表計上額

1,116
527

当連結会計年度の損益
に含まれた評価差額

1
0

（注）時価は、期末日における市場価格等に基づいております。

平成14年3月末　該当ありません

■その他有価証券で時価のあるもの（単体・連結） （単位：億円）

単体 連結（参考）

株式
債券
国債
地方債
社債

その他
合計

取得原価

9,607
16,150
13,487

326
2,336
175

25,933

貸借対照表
計上額

9,002
16,262
13,583

332
2,347
181

25,446

評価差額

△605
112
95
5
11
6

△486

うち益

340
120
96
5
17
16
477

うち損

946
7
0
0
6
10
964

取得原価

9,779
16,150
13,487

326
2,336
189

26,119

連結貸借
対照表計上額

9,166
16,262
13,583

332
2,347
195

25,624

評価差額

△613
112
95
5
11
6

△494

うち益

359
120
96
5
17
16
496

うち損

972
7
0
0
6
10
990

（注）時価は、株式については市場価格の月中平均、それ以外については、期末日における市場価格等に基づいております。

■子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（単体） （単位：億円）

単体

子会社株式
関連会社株式
合計
子会社株式
関連会社株式
合計

貸借対照表
計上額

816
477

1,294
313
ー
313

時価

391
428
819
313
ー
313

差額

△424
△49
△474
ー
ー
ー

うち益

ー
ー
ー
ー
ー
ー

うち損

424
49
474
ー
ー
ー

３
月
末

平
成
１３
年

３
月
末

平
成
１４
年

平成１３年３月末

平成１４年３月末

■その他有価証券で時価のあるもの（単体・連結） （単位：億円）

単体 連結（参考）

株式
債券
国債
地方債
社債

その他
合計

貸借対照表
計上額

12,446
16,331
14,180

468
1,682
335

29,113

時価

11,302
16,482
14,283

478
1,720
310

29,095

差額

△1,144
151
102
10
37
△24

△1,018

うち益

654
160
111
10
39
26
842

うち損

1,799
9
8
ー
1
51

1,860

連結貸借
対照表計上額

12,659
16,331
14,180

468
1,682
335

29,326

時価

11,497
16,482
14,283

478
1,720
311

28,291

差額

△1,161
151
102
10
37
△24

△1,035

うち益

668
160
111
10
39
26
856

うち損

1,830
9
8
ー
1
51

1,891
（注）時価は、期末日における市場価格等に基づいております。

平成１３年３月末
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■満期があるその他有価証券及び満期保有目的の債券の償還予定額（単体・連結） （単位：億円）

単体 連結（参考）

債券
国債
地方債
社債

その他
合計
債券
国債
地方債
社債

その他
合計

1年以内

3,817
3,602

1
213
18

3,836
2,631
2,532

5
93
3

2,634

1年超
5年以内

8,992
7,465
431

1,096
73

9,066
8,974
6,268
213

2,491
39

9,013

5年超
10年以内

3,520
3,112

35
372
68

3,589
5,139
4,781
113
244
55

5,194

10年超

ー
ー
ー
ー
17
17
ー
ー
ー
ー
57
57

1年以内

3,820
3,602

1
216
61

3,882
2,633
2,532

5
95
49

2,683

1年超
5年以内

9,004
7,466
431

1,106
73

9,078
8,981
6,269
213

2,498
39

9,020

5年超
10年以内

3,522
3,112

35
374
68

3,590
5,139
4,781
113
244
55

5,194

10年超

ー
ー
ー
ー
17
17
ー
ー
ー
ー
57
57

平
成
１３
年
３
月
末

平
成
１４
年
３
月
末

■時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額（単体・連結） （単位：億円）

単体 連結（参考）
満期保有目的の債券 譲渡性預け金
子会社株式および 子会社株式
関連会社株式 関連会社株式
その他有価証券 非上場株式（店頭売買株式を除く）

非上場外国株式
非上場事業債

満期保有目的の債券 譲渡性預け金
子会社株式および 子会社株式
関連会社株式 関連会社株式
その他有価証券 非上場事業債

非上場株式（店頭売買株式を除く）

ー
407
269
321
4
ー
ー
285
250
482
327

40
／
／
416
8
14
45
／
／
491
418

平
成
１３
年
３
月
末

平
成
１４
年
３
月
末

■金銭の信託関係（単体・連結） （単位：億円）

単体 連結（参考）

平成１３年３月末　運用目的の金銭の信託
平成１４年３月末　運用目的の金銭の信託

当期の損益に
含まれた評価差額

0
△ 0

貸借対照表計上額

345
27

連結貸借対照表計上額

346
27

当連結会計年度の損益
に含まれた評価差額

1
△ 0

（注）1.満期保有目的の金銭の信託はありません。
2.時価のあるその他の金銭の信託はありません。
なお、時価のないその他の金銭の信託（平成13年3月末 28百万円、平成14年3月末 30百万円）については、貸借対照表上、取得原価で計上しております。
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■通貨関連取引（単体・連結）

デリバティブ取引情報

また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等については、期末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上していますので、上記記載から除いております。
引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、次頁のとおりであります。
なお、外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は、当該外貨建債権債務等が連結手続上消去されたも
のについては、連結の記載から除外しております。

■金利関連取引（単体・連結）

（注）１. 上記取引については、時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

売建
買建
受取固定・支払変動
受取変動・支払固定
受取変動・支払変動
売建
買建
売建
買建
売建
買建

売建
買建
受取固定・支払変動
受取変動・支払固定
受取変動・支払変動
売建
買建
売建
買建
売建
買建

契約額等

単体 連結（参考）

（単位：億円）

うち1年超
時価 評価損益 契約額等

うち1年超
時価 評価損益

取引所

店頭

合計
取引所

店頭

合計

金利先物

金利スワップ

キャップ

フロアー

スワップション

金利先物

金利スワップ

キャップ

フロアー

スワップション

契約額等

単体 連結（参考）

（単位：億円）

31
198

10,100
11,435
1,460
2,496
1,861
100
143
30
―
／
40
6

8,132
9,092
1,536
2,267
2,080
120
175
0
-
／

うち1年超

―
16

6,507
6,390
1,198
1,885
1,331
100
143
―
―
／
-
-

5,177
5,006
895

1,647
1,552
120
170
0
-
／

時価

△0
0

277
△231

3
3
3
4
6
0
―
50
△0
△0
222
△156

0
2
2
5
7
0
-
68

評価損益

△0
0

277
△231

3
47
△37
△3
4
0
―
60
△0
△0
222
△156

0
14
△7
△4
5
△0
-
74

契約額等

31
198

10,100
11,435
1,460
2,496
1,861
100
143
30
―
／
40
6

8,132
9,092
1,536
2,267
2,080
120
175
0
-
／

うち1年超

―
16

6,507
6,390
1,198
1,885
1,331
100
143
―
―
／
-
-

5,177
5,006
895

1,647
1,552
120
170
0
-
／

時価

△0
0

277
△231

3
3
3
4
6
0
―
50
△0
△0
222
△156

0
2
2
5
7
0
-
68

評価損益

△0
0

277
△231

3
47
△37
△3
4
0
―
60
△0
△0
222
△156

0
14
△7
△4
5
△0
-
74

平
成
１３
年
３
月
末

平
成
１４
年
３
月
末

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、下記（注）3.の取引は、上記記載から除いております。
また、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。

2.時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

3.期間損益計算を行っている通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。
期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

店頭 通貨スワップ
為替予約

合計
店頭 通貨スワップ

為替予約

合計

契約額等
うち1年超

単体 連結（参考）

（単位：億円）

1,979
／
／
／

3.628
／
／
／

1,663
／
／
／

2,995
／
／
／

時価

△22
／
／
△22
△32
／
／
△32

評価損益

△22
／
／
△22
△32
／
／
△32

契約額等

1,979
／
／
／

3,628
1
9
／

うち1年超

1,663
／
／
／

2,995
ー
ー
／

時価

△22
／
／
△22
△32

0
△0
△32

評価損益

△22
／
／
△22
△32

0
△0
△32

平
成
１３
年
３
月
末
平
成
１４
年
３
月
末

売建
買建

売建
買建

平成１３年３月末　通貨スワップ
平成１４年３月末 通貨スワップ

422
614

契約額等
△16
△9

時価
△16
△9

評価損益
422
614

契約額等
△16
△9

時価
△16
△9

評価損益
単体 連結（参考）

（単位：億円）
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■商品関連取引／クレジットデリバティブ取引（単体・連結）

平成１３年３月末、平成１４年３月末　該当ありません。

(注)取引所取引はありません。

店頭

店頭

為替予約

通貨オプション

為替予約

通貨オプション

売建
買建
売建
買建
売建
買建
売建
買建

契約額等 契約額等
単体 連結（参考）

（単位：億円）

2,957
2,861
5,809
6,217
4,240
4,757
12,867
13,715

2,964
2,869
5,809
6,217
4,249
4,766
12,867
13,715

平
成
１３
年
３
月
末
平
成
１４
年
３
月
末

■株式関連取引（単体・連結）

（注）１. 店頭取引はありません。
２. 上記取引については、時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。

３. 時価の算定
取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。

取引所　 株式指数先物

合計
取引所　 株式指数先物

合計

契約額等
うち1年超

単体 連結（参考）

（単位：億円）

―
―
／
ー
ー
／

―
―
／
ー
ー
／

時価

―
―
―
ー
ー
ー

評価損益

―
―
―
ー
ー
ー

契約額等

1
―
／
1
ー
／

うち1年超

―
―
／
ー
ー
／

時価

△ 0
―

△ 0
0
ー
0

評価損益

△ 0
―

△ 0
0
ー
0

３
月
末

平
成
１３
年

３
月
末

平
成
１４
年

売建
買建

売建
買建

■債券関連取引（単体・連結）

（注）１. 店頭取引はありません。
２. 上記取引については、時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。

３. 時価の算定
取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。

取引所　債券先物

債券先物オプション

合計
取引所　債券先物

債券先物オプション

合計

契約額等
うち1年超

単体 連結（参考）

（単位：億円）

52
11
―
―
／
2
ー
ー
ー
／

―
―
―
―
／
ー
ー
ー
ー
／

時価

△ 0
△ 0
―
―

△0
△0
ー
ー
ー

△0

評価損益

△ 0
△ 0
―
―

△ 0
△ 0
ー
ー
ー

△0

契約額等

84
13
―
―
／
27
12
ー
5
／

うち1年超

―
―
―
―
／
ー
ー
ー
ー
／

時価

0
△ 0
―
―
0

△ 0
0
ー
0

△ 0

評価損益

0
△ 0
―
―
0

△ 0
0
ー
0

△ 0

平
成
１３
年
３
月
末

平
成
１４
年
３
月
末

売建
買建
売建
買建

売建
買建
売建
買建

■トレーディング取引のVaR実績値（連結）
最大値 最小値 平均値

5
4

0
0

2
2

（注）VaRの範囲、前提等
１. 対象範囲：当行及びコスモ証券株式会社のトレーディング取引
（ただし、コスモ証券株式会社のオプション性リスク、株式関連リスクを除く）
２. 対象期間：平成13年3月期は平成12年4月1日から平成13年3月31日まで、平成14年3月期は平成13年4月1日から平成14年3月31日まで
３. 信頼水準：片側99％
４. 保有期間：10日

（単位：億円）

平成１３年３月期　　VaR値
平成１４年３月期 VaR値
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（A）預金業務
（a）預金

当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、別
段預金、納税準備預金、非居住者円預金、外貨預金など
を取り扱っています。

（b）譲渡性預金
譲渡可能な定期預金を取り扱っています。

（B）貸出業務
（a）貸付

手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り扱っています。
（b）手形の割引

銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引を取り
扱っています。

（C）商品有価証券売買業務
国債等公共債の売買業務を行っています。

（D）有価証券投資業務
預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株
式、その他の証券に投資しています。

（E）内国為替業務
送金、振込及び代金取立等を取り扱っています。

（F）外国為替業務
輸出、輸入及び外国送金その他外国為替に関する各種業務を行
っています。

（G）社債受託及び登録業務
担保附社債信託法による社債の受託業務、公社債の募集受託及
び登録に関する業務を行っています。

（H）金融先物取引等の受託等業務
金融先物・オプション取引、証券先物・オプション取引の受託
及び金利先渡取引・為替先渡取引業務を行っています。

■主な預金等

商品名 期間 お預入金額

1円以上
300万円未満

300万円以上

1,000万円以上

1円以上
300万円未満

1円以上
1,000万円未満

1円以上

10万円以上

10万円以上

5,000円以上

1,000円以上

1回1円以上
口座振替は
5,000円以上

1円以上
基準残高
10万円以上

利率

固定金利 ○ ○

×

×

○

○

○

×

○

○

×

×

キャッシュ
カードで
お引出し
できます

○

×

×

○

×

○

○

○

○
（追加式）

×

○

固定金利

固定金利

固定金利

固定金利

変動金利

固定金利

変動金利

変動金利

変動金利

変動金利

変動金利

ATM
お預入 ご解約

スーパー定期
単利型・複利型

単利型

最長3年
（据置期間1年）
最長5年

（据置期間6カ月）

3年

目標日を定める
（目標日指定型）
目標日を定めない
（自由型）

据置期間1カ月

据置期間1年

2年以上5年未満
または5年以上
積立期間3年以上
信託期間5年以上

・額面5万円以上から・期間はお問い合わせください・債券を銀行で
お預りする場合は保護預り手数料（年間 1,260円）が必要です

定めなし

スーパー定期
300
自由金利型
定期預金
期日指定
定期預金
据置定期預金
（フリーポケット）
変動金利
定期預金

ヒット

スーパーヒット

金銭信託

財形信託

国債

貯蓄預金

自動つみたて
定期預金
（ハーモニー）

※単利型　〔定型方式〕1カ月・3カ月・6カ月・1年・2年・3年・4年・5年・7年・10年
〔期日指定方式〕1カ月超5年未満で上記以外のもの

※複利型　〔定型方式〕3年・4年・5年・7年・10年
〔期日指定方式〕3年超5年未満で上記以外のもの

※ATM ○お取扱いしています　×お取扱いしていません
※ATMでの解約をご利用の場合、別途「ATM解約サービス」のお申込みが必要です。なお、ATM
での解約（解約予約）時の元金が100万円以下で、総合口座通帳の定期・信託に限ります。
※信託は中途解約の場合、手数料が必要です。
※ヒット・スーパーヒットは元本の補てん契約はありませんが、当行が責任をもって運用いたし
ます。（預金保険の対象外となっています）

※〈ATM外貨預金振替サービス〉のご利用に際しては事前にお申込みが必要です。

定
期
預
金

信
託

貯
蓄
預
金

10米ドル
または1000円
相当額

付利最低残高
1000米ドル

キャッシュカ
ードで円預金
とお振替えで
きます

変動金利定めなし

米ドル建て
普通預金
（外貨の達人）

外
貨
預
金

債
券

■主なローン

お使いみち ご融資期間 ご融資金額 金利 担保 保証料

1～35年 50万円
～6,000万円

変動
固定

お借入後も
切替え
できます

必要 必要

必要 必要

変動
固定

お借入後も
切替え
できます

50万円
～6,000万円5～35年

住宅ローン
「ロングプラン」

住宅ローン
「借り換えプラン」

住宅
（中古含む）
宅地の購入、
新築、増改築

借り入れ中の
住宅ローンの
返済資金、
借り換えの
際の諸費用

（

（

）

）

必要 必要

変動
固定

お借入後も
切替え
できます

10万円
～5,000万円1～35年

ダイワ
すまい・るパッケージ
住宅金融公庫
協調融資制度

住宅の購入

（ ）

必要 必要

変動
固定

お借入後も
切替え
できます

50万円
～6,000万円1～45年ダイワペロリクラブ

専用住宅ローン 住宅の購入

（ ）

（ ）

※ローンご利用に際しては当行所定の基準がございます。
※上記のすべてのローンはダイワすまい・るパッケージを除き当行指定の保証会社の保証をご利用
いただきますので、原則として保証人は不要です。

不要 不要変動
10万円

～500万円1～10年住宅リフォーム
ローン 住宅の増改築

不要 不要

不要 不要

必要 必要

不要 不要

変動

変動

固定

10万円
～500万円

10万円
～500万円

10万円他

100万円
～3億円

公的融資の
貸出予定
金額内

資金交付まで
11カ月以内

6カ月～10年

6カ月～7年

1年自動更新

1～30年

公的融資つなぎ
ローン

新型教育ローン

大型フリーローン
「マイライフ」
（不動産担保型他）

フリーローン
「マイセレクトⅡ」

カードローン

公的融資を
受けるまでの
つなぎ資金

教育資金

必要 必要

変動
固定

お借入後も
切替え
できます

100万円
～3億円1～30年ダイワアパート

・マンションローン

賃貸住宅の
建築・
増改築

暮らしの
資金にご利用
いただけます

（ ）

必要 必要変動
10万円

～500万円1～35年ダイワ
住宅諸費用プラン

住宅購入の
際の諸費用

主要な業務の内容
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（Ｉ）信託業務
（a）金銭信託

信託引受の際に信託財産として金銭を受け入れ、これを貸
付金、有価証券等に運用し、信託終了の際は金銭をもって
受益者に交付する信託です。

◯指定金銭信託
金銭信託のうち、信託財産たる金銭の運用方法を貸付ある
いは公社債への投資等契約により委託者が指定するもので
す。

（b）財産形成給付信託
財産形成給付金信託契約に基づき、企業より拠出される掛
金を信託財産として受け入れ、これを契約により委託者が
あらかじめ指定するものに運用することによって従業員等
に給付金を支給する信託（財産形成給付金信託）と、財産形
成基金信託契約に基づき、勤労者財産形成基金より拠出さ
れる掛金を信託財産として受け入れ、これを契約により委
託者があらかじめ指定するものに運用することによって基
金の加入員等に給付金を支給する信託（財産形成基金信託）
です。
財産形成給付金信託および財産形成基金信託で受託した信
託金の効率的な運用を図るため財産形成投資基金信託に再
信託し、貸付、公社債等に投資運用することもあります。

（c）金銭債権の信託
金銭債権の管理、処分および資金調達等を目的とする信託
であり、現在では銀行の保有する貸付債権の信託、企業が
保有する売掛債権やリース債権等の信託がこの形態で利用
されています。

（d）土地およびその定着物の信託
不動産信託ともいわれ、土地、建物等の管理または処分を
目的とする信託です。

（e）地上権の信託
地上権の保全活用を目的とする信託です。

（f）土地の賃借権の信託
土地の賃借権の保全活用を目的とする信託です。

（g）包括信託
信託引受の際に信託財産として、財産の種類（金銭、有価
証券、金銭債権など）を異にする二つ以上の財産を一信託
契約により受け入れる信託です。

（h）信託代理店業務
大和銀信託銀行の信託代理店として取り扱う業務です。
・年金信託
・特定金銭信託
・単独運用指定金銭信託等

信託契約・遺言 

財産権の移転・管理運用の指示 
信託利益の交付 

委託者 受託者 受益者 

信託財産 

信託の目的 

■信託の仕組み
信託とは、財産権を有する人（委託者）が、自分の信頼する他の人（受託者）に財産（信託財産）を引
き渡し、一定の目的（信託目的）に従い、委託者本人または第三者（受益者）のために、その信託財産
の管理や運用等を委託する制度のことです。
このように信託では相手への信頼が前提となっていることから、受託者には、信託法において、例
えば、信託財産を受託者の固有財産や他の信託財産とは分別して管理しなければならないこと（分別
管理義務）や、信託の目的に従って善良なる管理者の注意をもって信託事務を処理しなければならな
いこと（善管注意義務）などの厳しい義務が課せられています。
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（ J ）附帯業務
（a）代理業務

◯日本銀行代理店、日本銀行歳入代理店および国債代理
店業務
◯地方公共団体の公金取扱業務
◯中小企業退職金共済事業団等の代理店業務
◯中小企業金融公庫等の代理貸付業務
◯株式払込金の受入代理業務および株式配当金、公社債
元利金の支払代理業務

（b）保護預りおよび貸金庫業務
（c）有価証券の貸付
（d）債務の保証（支払承諾）
（e）金の売買
（f）公共債の引受
（g）国債等公共債および証券投資信託の窓口販売
（h）損害保険の窓口販売

（ i ）コマーシャル・ペーパー等の取扱い
（ j ）不動産売買の媒介
（k）不動産貸借の媒介
（ l ）不動産の鑑定評価
（m）金銭貸借の媒介
（n）財産に関する遺言の執行
（o）次の事項に関する代理業務

◯財産の取得、管理、処分または貸借
◯財産の整理または清算
◯債権の取立
◯債務の履行

（p）スポーツ振興投票業務
スポーツ振興投票業務の受託金融機関として、受託業務
全般の管理・監督や資金の管理・運用などを行っています。

コンサルティング業務
大和銀行では信託の機能とノウハウを活かし、お客様それぞれのお悩みについてご相談をお受けしています。
さらに、個人部プライベートバンキング室の専門スタッフが、以下のような高度で専門的なコンサルティングを行っています。
○財務コンサルティング
遺言書の作成など相続・贈与の問題について、豊富な経験と試算システムを活用してお応えします。
○資金運用コンサルティング
お手持ちの金融資産を分析して、よりバランスの取れた資産のポートフォリオや運用をご提案します。
○事業承継コンサルティング
自社株の評価を通じ、スムーズな事業承継のためのプランを、相続とも絡め策定させていただきます。
○不動産コンサルティング
不動産のよりよい活用について、資金の調達や相続などへの影響も含め、ご相談に与かります。
財産管理業務
○財産総合管理口座
預金通帳、証書、有価証券、保険証券、不動産権利証などを安全にお預りし、資産の期日管理なども行います。
○遺言信託
遺言についての相談から、遺言書の作成、保管などを行い、相続開始にあたって遺言執行者となる場合は、財産目録の作成、遺
産の収集、遺産名義の変更などによって、遺産の分配を行います。
○遺産整理
ご遺族の委任を受け、残された財産の調査や収集、目録の作成などを行い、煩雑な遺産分割手続も代行させていただきます。

■プライベートバンキング業務

不動産仲介
大和銀行の不動産仲介業務は、「本社ビル用地を取得したい」「工場・倉庫用の物件がほしい」「社宅・独身寮向きの物件を探して

いる」「新しい家に買い替えたい」など、不動産を購入したい、売却したいというお客様に、業務用から住宅まで当行ならではの
豊富で良質な情報を提供させていただきます。
また、住宅仲介については、不動産業務提携会社との連携により、きめ細かいサービスに努めています。

販売提携
当行では、お客様の持家取得ニーズにお応えできるよう、実績のある不動産会社各社と販売提携を行い、新築マンション、戸建
住宅、宅地などの販売・斡旋を行っています。
購入資金のご融資手続きも含め、お申込みからお引渡しまで、トータルのサービスで安心しておまかせいただけます。

土地信託・有効利用コンサルティング
不動産の有効利用については、等価交換方式・土地信託方式などさまざまな手法がありますが、当行では、事業計画を進めるう
えで、社会性・公共性に十分配慮した開発業務を行っています。
そのなかで、地方公共団体や民間企業が推進する土地信託を活用したプロジェクトに参加し、「ビッグステップ（中央区西心斎橋
土地信託事業）」など、多くの実績を重ねてきました。

不動産の証券化
不動産管理処分信託などの手法により、お客様の保有する不動産の証券化を行っています。
資金調達手段やオフバランス化による財務指標の改善策として、お客様のニーズにお応えします。

鑑定評価
不動産の価値は、そのときどきの経済動向、立地条件と周辺環境の変化などの要因が組み合わされて決定されます。
不動産の売買・交換、資産の評価、不動産の証券化などさまざまな場面で、不動産の適正な価格の把握が必要になりますが、そ
のようなときには、当行の経験豊かな不動産鑑定士が不動産の価格を適正に評価させていただきます。

■不動産業務



札幌支店
札幌市中央区北一条西３-２-１４
（０１１）２６１-２３７１

川越
ＪＲ川越線・東武東上線川越駅前
朝霞台支店 （０４８）４７４-１１３１

朝霞台支店
朝霞市東弁財１-３-１１
（０４８）４７４-１１３１

朝霞台駅
東武東上線朝霞台駅
朝霞台支店 （０４８）４７４-１１３１

王子支店　久喜出張所
久喜市中央１-１-２０
（０４８０）２２-２１５１

千葉支店
千葉市中央区富士見１-１-１
（０４３）２２７-３４５１

柏支店
柏市旭町１-５-１
（０４）７１４５-７１２１

柏支店　江戸川台出張所
流山市江戸川台東３-３-１
（０４）７１５５-４７３１

船橋支店
船橋市本町７-７-１
（０４７）４２３-４７０１

船橋支店　成田出張所
成田市花崎町８１６
（０４７６）２２-５７２１

行徳支店
市川市行徳駅前１-２３-１-１０１
（０４７）３５７-６１６１

馬橋支店
松戸市西馬橋蔵元町６
（０４７）３４３-３１１１

東京営業部　成田空港出張所
成田市古込字古込１-１
（０４７６）３３-０９７１

中央学院大学
中央学院大学内
柏支店 （０４）７１４５-７１２１

エステシティ船橋
エステ・シティ船橋コミュニティセン
ター内
船橋支店 （０４７）４２３-４７０１

野菊野
野菊野団地内郵便局隣り
馬橋支店 （０４７）３４３-３１１１

松戸ニッセイエデンの園
松戸ニッセイエデンの園別館１階
馬橋支店 （０４７）３４３-３１１１

■千代田区

東京営業部
千代田区大手町２-１-１
（０３）３２３１-１２３１

神田駅前支店
千代田区鍛冶町２-２-２
（０３）３２５１-７２４６

衆議院支店
千代田区永田町１-７-１
（０３）３５８１-３７５４/３５８１-２５５９

参議院支店
千代田区永田町２-１-１
（０３）３５８１-０２５１～２
院内内線６１６１/６１６２

国立国会図書館
国立国会図書館内
参議院支店 （０３)３５８１-０２５１～２
院内内線６１６１/６１６２

■中央区

日本橋支店
中央区日本橋１-１１-１
（０３）３２７８-１２８１

八重洲口支店
中央区八重洲２-２-１
（０３）３２８１-６２５１

浅草橋支店
中央区日本橋馬喰町２-１-２
（０３）３６６１-９７７１

堀留
地下鉄日比谷線・浅草線人形町駅・
堀留町交差点
日本橋支店 （０３)３２７８-１２８１

銀座
銀座マロニエ通り沿い大成ビル
八重洲口支店 （０３)３２８１-６２５１

■港区

東京不動産部
港区新橋１-１０-７
（０３）３５７１-７１０６

東京公務部
港区西新橋１-６-２１
（０３）３５０２-３１０１

虎ノ門支店
港区西新橋１-６-２１
（０３）３５０２-３７５１

新橋
ＪＲ・地下鉄新橋駅銀座口前
虎ノ門支店 （０３)３５０２-３７５１

六本木
地下鉄千代田線乃木坂駅南・外苑
東通り沿い
渋谷支店 （０３)３４６２-２３３１

■新宿区

新宿新都心支店
新宿区西新宿１-２６-２
（０３）３３４８-７８１１

早稲田支店
新宿区西早稲田３-２０-３
（０３）３２０５-６９０１

市ヶ谷
自衛隊市ヶ谷駐屯地北２３０m
新宿新都心支店 （０３)３３４８-７８１１

■台東区

上野支店
台東区上野５-２５-１１
（０３）３８３１-１２３１

三ノ輪
明治通り北側大関横丁交差点西３０ｍ
上野支店 （０３)３８３１-１２３１

■墨田区

錦糸町支店
墨田区江東橋２-１２-６
（０３）３６３２-１２１１

向島
東武伊勢崎線東向島駅・
東向島広小路角
錦糸町支店 （０３)３６３２-１２１１

■江東区

東陽町支店
江東区東陽４-１-１３
（０３）３６１５-８２１１

あそか病院
あそか病院入口横
錦糸町支店 （０３)３６３２-１２１１

■品川区

品川支店
品川区南品川５-６-６
（０３）３４７４-０５１１

品川支店　八潮パークタウン出張所
品川区八潮５-５-７
（０３）３７９９-０１１１

五反田支店
品川区西五反田２-２１-１
（０３）３４９２-２８１１

■大田区

大森支店
大田区大森西２-７-４
（０３）３７６５-３０１１

五反田支店　雪ヶ谷出張所
大田区東雪谷２-５-１
（０３）３７２６-０４１１

■世田谷区

世田谷支店
世田谷区三軒茶屋２-１６-１１
（０３）３４１０-１２３１

北沢
小田急小田原線・京王井の頭線
下北沢駅北・一番街本通り
世田谷支店 （０３)３４１０-１２３１

■渋谷区

渋谷支店
渋谷区道玄坂２-３-２
（０３）３４６２-２３３１

渋谷インフォスタワー
渋谷インフォスタワー内１階
渋谷支店 （０３)３４６２-２３３１

■中野区

井荻支店　新井薬師出張所
中野区新井５-２６-６
（０３）３３８９-３４１１

■杉並区

井荻支店
杉並区下井草５-１８-１２
（０３）３３９４-６８１１

浜田山
京王井の頭線浜田山駅北側
渋谷支店 （０３)３４６２-２３３１

■豊島区

池袋支店
豊島区東池袋１-１０-１
（０３）３９７１-６１２６

■北区

王子支店
北区王子１-１６-１
（０３）３９１３-３１２１

■荒川区

三河島支店
荒川区荒川５-１-１
（０３）３８９１-７１０１

■練馬区

池袋支店　練馬出張所
練馬区豊玉北５-１９-１０
（０３）３９９４-１６１１

ヨークマート石神井店
ヨークマート石神井店入口横
井荻支店 （０３)３３９４-６８１１

■葛飾区

金町支店
葛飾区金町６-７-１１
（０３）３６０７-４１８１

■江戸川区

江戸川南支店
江戸川区一之江６-１９-７
（０３）３６５４-３２１１

西葛西支店
江戸川区西葛西５-５-１
（０３）３６８６-７５１１

■２３区以外

吉祥寺支店
武蔵野市吉祥寺南町２-３-１５
（０４２２)４４-５５４１

国立支店
国立市東１-４-１３
（０４２)５７２-８１８１

町田支店
町田市中町１-１-１６
（０４２)７２１-８４３１

井荻支店　花小金井出張所
小平市花小金井１-１-８
（０４２４)６７-６６１１

■横浜市

横浜支店
横浜市中区尾上町４-４７
（０４５）６８１-６７４１

戸塚支店
横浜市戸塚区吉田町４２-１
（０４５）８７１-４０４１

根岸
ＪＲ根岸線根岸駅前
横浜支店 （０４５）６８１-６７４１

■横浜市以外

川崎支店
川崎市川崎区駅前本町３-１
（０４４）２２２-３５１１

厚木支店
厚木市旭町１-２５-３
（０４６）２２８-１８１１

厚木支店　愛川出張所
愛甲郡愛川町中津４０６１-２０
（０４６）２８５-５２０１

戸塚支店　藤沢出張所
藤沢市南藤沢２０-９
（０４６６）２７-３１２１

相模原
小田急小田原線小田急相模原駅
北口前
町田支店 （０４２）７２１-８４３１

静岡支店
静岡市御幸町８-１
（０５４）２５４-６１０１

浜松支店
浜松市旭町７-６
（０５３）４５４-６３３１

聖隷浜松病院共同
聖隷浜松病院内
浜松支店 （０５３）４５４-６３３１

■名古屋市

名古屋支店
名古屋市中村区名駅３-２８-１２
（０５２）５７１-１５７１

栄
商工中金名古屋支店向い
名古屋支店 （０５２）５７１-１５７１

■名古屋市以外

名古屋支店　一宮出張所
一宮市八幡２-１-１
（０５８６）４５-１３１１

四日市支店
四日市市浜田町５-２８
（０５９３）５１-３２３１

大津支店
大津市浜大津１-２-１８
（０７７）５２２-４１９１

大津市民病院
大津市民病院新館１階
大津支店 （０７７）５２２-４１９１

ＪＲ大津駅
ＪＲ東海道本線大津駅改札口横
大津支店 （０７７）５２２-４１９１

京都支店
京都市下京区四条通高倉西入立
売西町８２
（０７５）２２１-１１４１

京都支店　向日出張所
向日市寺戸町小佃１８
（０７５）９３３-２９８１

京都支店　山科出張所
京都市山科区竹鼻堂ノ前町４０-１
（０７５）５９３-７２１１

大宮支店
京都市中京区大宮通錦小路下ル
錦大宮町１２４-２
（０７５）８４１-５３７１

大宮支店　朱雀出張所
京都市下京区朱雀北ノ口町５０
（０７５）３１３-３１６１

長岡支店
長岡京市長岡２-３０-１９
（０７５）９５１-６３６６

男山団地
関西医大男山病院南門横
くずは支店 （０７２）８５５-２８１１

千本
千本丸太町交差点南東角
大宮支店 （０７５）８４１-５３７１

奈良支店
奈良市西大寺東町２-１-３１
（０７４２）３３-３１６１

奈良支店 やまと郡山出張所
大和郡山市高田町２-１
（０７４３）５３-８９０１

八木支店
橿原市内膳町５-２-１５
（０７４４）２４-１５５１

西やまと支店
北葛城郡上牧町片岡台２-６
（０７４５）３２-２０３１

香芝支店
香芝市瓦口２２４５
（０７４５）７６-６３３１

香芝支店 やまと高田出張所
大和高田市北本町１２-１６
（０７４５）２２-５６０１

近鉄学園前支店
奈良市学園北１-９-１
（０７４２）４５-９６０１

高の原駅前
近鉄京都線高の原駅西・サンタウ
ンひまわり館内
奈良支店 （０７４２）３３-３１６１

王寺駅前
ＪＲ関西本線・近鉄生駒線王寺駅前
西やまと支店 （０７４５）３２-２０３１

上牧町役場
上牧町役場内
西やまと支店 （０７４５）３２-２０３１

奈良ニッセイエデンの園
奈良ニッセイエデンの園「プラザア
ーク」内
西やまと支店 （０７４５）３２-２０３１

奈良県

京都府

滋賀県

三重県

愛知県

静岡県

神奈川県

東京都

千葉県

埼玉県

北海道

不動産投信 外貨

不動産投信 外貨

ATM

ATM

ATM

ATM
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国内ネットワーク（平成１４年６月末現在：本支店１４６、出張所３７、店舗外現金自動設備２５７、合計４４０拠点)

（注）１. 平成１４年６月末現在で作成しましたので、平成１４年７月１日以降、表示内容等が変更となる場合がございます。
２.「エイティエム支店」では、窓口・ATM業務は行っておりません。
３.「エイティエム支店」を除く、支店、営業部はすべて住宅金融公庫業務を取り扱っております。
４. 企業内、学校内などに設置している出張所（店舗外ATM）については、記載していない場合がございます。
５. エイティエム支店、外貨両替専門店、コンサルティングプラザ、住宅ローンセンターおよび共同設置の無人店舗は上記
（ ）内の合計に含めておりません。
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ATM

ATM

不動産外為投信

不動産外為

外為

外為

ATM

不動産外為

不動産外為投信

投信

不動産外為

ATM

ATM

不動産

不動産外為投信

ATM

ATM

不動産外為投信

不動産外為投信

ATM

不動産外為

不動産外為投信

ATM

ATM

不動産外為投信

不動産外為投信

ATM

不動産外為投信

不動産外為投信

不動産外為投信

不動産外為投信

ATM

ATM

ATM

不動産外為投信

不動産外為投信

不動産投信

不動産外為投信

ATM

不動産外為投信

不動産投信 外貨

外貨

不動産投信 外貨

不動産投信 外貨

不動産投信 外貨

不動産投信 外貨

不動産外為投信

不動産投信 外貨

ATM

不動産外為投信

不動産外為投信

ATM

不動産外為

不動産外為

CD

不動産外為投信

ATM

不動産外為

不動産外為

ATM

ATM

不動産外為投信

不動産外為

外貨

ATM

ATM

両替所

不動産投信 外貨

不動産外為投信

不動産投信 外貨

両替所

CD
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西大和ショッピングデパート
西大和ショッピングデパート西大和
サティ前
西やまと支店 （０７４５）３２-２０３１

エコール・マミ
エコール・マミ北ブロック１階
香芝支店 （０７４５）７６-６３３１

大丸ピーコック北大和真弓店
大丸ピーコック北大和真弓店入口横
近鉄学園前支店 （０７４２）４５-９６０１

東生駒駅前
近鉄奈良線東生駒駅改札口横
近鉄学園前支店 （０７４２）４５-９６０１

■中央区

本店営業部
中央区備後町２-２-１
（０６）６２７１-１２２１

本店公務部
中央区備後町２-２-１
（０６）６２７１-１２２１

本店不動産部
中央区備後町２-２-１
（０６）６２７１-１２２１

北浜支店
中央区北浜２-２-２２
（０６）６２２２-３５５１

船場支店
中央区南船場４-４-２１
（０６）６２５１-０１３１

御堂筋支店
中央区平野町４-１-２
（０６）６２０２-５５３１

大手支店
中央区大手前２-１-２２
（０６）６９４２-５０５５

難波支店
中央区難波３-６-１１
（０６）６６３２-５０３１

谷町支店
中央区谷町２-６-４
（０６）６９４４-３３３１

エイティエム支店
中央区備後町２-３-１５
（本町センター５階）
（０６）６２６８-１９１５

イケマン堺筋ビル
池萬堺筋ビル内
本店営業部 （０６）６２７１-１２２１

第二野村ビル
地下鉄堺筋線・中央線堺筋本町駅
北・堺筋沿い
本店営業部 （０６）６２７１-１２２１

久太郎町
三休橋筋・船場センタービル６号館南
船場支店 （０６）６２５１-０１３１

船場センタービル
船場センタービル９号館地下２階
（地下鉄御堂筋線本町駅側）
船場支店 （０６）６２５１-０１３１

ファッションスクウェア江綿
江錦(株)第２ビル内
船場支店 （０６）６２５１-０１３１

玉造駅前
ＪＲ環状線玉造駅西側
（玉造交差点北東側）
鶴橋支店 （０６）６９７１-０３３１

大阪府庁別館
大阪府庁別館内
大手支店 （０６）６９４２-５０５５

日本橋駅前
地下鉄堺筋線日本橋駅・近鉄線近鉄
日本橋駅前・日本一交差点南西角
難波支店 （０６）６６３２-５０３１

クリスタ長堀
地下鉄堺筋線・長堀鶴見緑地線長
堀橋駅改札側クリスタ長堀・
グルメタウン内
船場支店 （０６）６２５１-０１３１

松屋町
地下鉄長堀鶴見緑地線松屋町駅南
東急ドエルアルス松屋町内
上六支店 （０６）６７７２-１１５１

天満橋駅前
地下鉄谷町線・京阪本線天満橋駅
前（天満橋交差点南東側）
谷町支店 （０６）６９４４-３３３１

■北区

堂島支店
北区堂島浜１-４-１６
（０６）６３４１-６６５１

梅田支店
北区曽根崎２-１６-１９
（０６）６３１２-８５７１

天六支店
北区天神橋７-１-１０
（０６）６３５３-２２４１

南森町支店
北区天神橋２-２-６
（０６）６３５１-６２５１

本店ＪＲ西日本出張所
北区芝田２-４-２４
（０６）６３７２-０９６５

ディアモール大阪
ディアモール大阪内
堂島支店 （０６）６３４１-６６５１

梅田北
阪急線阪急梅田駅北・
新阪急ホテルアネックス北
梅田支店 （０６）６３１２-８５７１

大阪駅ギャレ
ＪＲ大阪駅・ギャレ大阪内
梅田支店 （０６）６３１２-８５７１

地下鉄中津駅前
地下鉄御堂筋線中津駅前世界長ビル南
梅田支店 （０６）６３１２-８５７１

読売大阪ビル
読売大阪ビル内
梅田支店 （０６）６３１２-８５７１

長柄
さざなみプラザ横
天六支店 （０６）６３５３-２２４１

■西区

大阪西区支店
西区立売堀３-１-１４
（０６）６５３１-８１３１

四ツ橋駅前
地下鉄四つ橋線四ツ橋駅前東側
船場支店 （０６）６２５１-０１３１

江戸堀
なにわ筋沿い、靭公園北３００ｍ
大阪西区支店 （０６）６５３１-８１３１

ナインモール九条
地下鉄中央線九条駅南側・
ナインモール九条商店街内
大阪西区支店 （０６）６５３１-８１３１

なにわ筋
地下鉄長堀鶴見緑地線西大橋駅
前（西大橋交差点北東角 ）
大阪西区支店 （０６）６５３１-８１３１

信濃橋
靭公園南・四つ橋筋沿い
御堂筋支店 （０６）６２０２-５５３１

ドームシティガスビル
大阪ドーム横・ドームシティガス
ビル４階出入口横
桜川支店 （０６）６５６１-７８３１

西長堀駅前
地下鉄千日前線・長堀鶴見緑地線
西長堀駅前東側新なにわ筋沿い
桜川支店 （０６）６５６１-７８３１

■浪速区

桜川支店
浪速区幸町２-７-３
（０６）６５６１-７８３１

■天王寺区

上六支店
天王寺区上本町６-５-２８
（０６）６７７２-１１５１

大阪赤十字病院
大阪赤十字病院・正面玄関横
鶴橋支店 （０６）６９７１-０３３１

桃谷駅前
ＪＲ環状線桃谷駅西側
鶴橋支店 （０６）６９７１-０３３１

寺田町駅前
ＪＲ環状線寺田町駅西側
阿倍野橋支店 （０６）６６３２-１０３１

天王寺ミオ
天王寺ミオ１階・ＪＲ専用改札口横
阿倍野橋支店 （０６）６６３２-１０３１

天王寺ミオ・ＥＡＳＴ
天王寺ミオ１階・ＪＲ天王寺駅東口
コンコース側
阿倍野橋支店 （０６）６６３２-１０３１

上本町駅前
近鉄線上本町駅北側
上六支店 （０６）６７７２-１１５１

夕陽ヶ丘駅前
谷町筋四天王寺交差点角
上六支店 （０６）６７７２-１１５１

■都島区

京阪京橋支店
都島区東野田町２-１-３８
（０６）６３５３-２１２１

都島支店
都島区都島本通３-２２-１１
（０６）６９２１-７７３１

桜宮リバーシティ
桜宮リバーシティタワープラザ
アベニュー内
都島支店 （０６）６９２１-７７３１

■城東区

城東支店
城東区今福西１-８-２
（０６）６９３２-４３７１

都島支店　野江出張所
城東区野江４-１-３
（０６）６９３１-５１５１

鴫野西
鴫野会館斜め向い
京阪京橋支店 （０６）６３５３-２１２１

京阪関目駅前
京阪本線関目駅東側
城東支店 （０６）６９３２-４３７１

■東成区

鶴橋支店
東成区東小橋３-１９-５
０６（６９７１）０３３１

布施口支店
東成区深江南３-２２-９
０６（６９７１）６４５１

大阪府立成人病センター
大阪府立成人病センター１階待合室
本店公務部 （０６）６２７１-１２２１

■生野区

生野支店
生野区中川６-９-１８
（０６）６７５１-１２５１

北巽駅前
地下鉄千日前線北巽駅南・
ライフ巽店駐車場横
生野支店 （０６）６７５１-１２５１

■平野区

平野支店
平野区平野西５-１-３
（０６）６７０３-１８８１

長吉支店
平野区長吉長原１-１-３
（０６）６７９０-５５２１

喜連瓜破駅前
地下鉄谷町線喜連瓜破駅前
（北側）
平野支店 （０６）６７０３-１８８１

■住吉区

我孫子支店
住吉区我孫子東２-６-４
（０６）６６９２-２８２５

大阪府立病院
大阪府立病院１階連絡通路
阿倍野橋支店 （０６）６６３２-１０３１

あびこ駅東
地下鉄御堂筋線あびこ駅前中央商
店街内
我孫子支店 （０６）６６９２-２８２５

ＪＲ我孫子町駅前
ＪＲ阪和線我孫子町駅前（東側）
我孫子支店 （０６）６６９２-２８２５

杉本町駅前
ＪＲ阪和線杉本町駅前（西側）
我孫子支店 （０６）６６９２-２８２５

■阿倍野区

阿倍野橋支店
阿倍野区阿倍野筋１-６-２
（０６）６６３２-１０３１

大阪鉄道病院
大阪鉄道病院内
阿倍野橋支店 （０６）６６３２-１０３１

西田辺駅前
地下鉄御堂筋線西田辺駅北１００ｍ・
あびこ筋西側
阿倍野橋支店 （０６）６６３２-１０３１

■西成区

萩ノ茶屋支店
西成区鶴見橋１-３-１０
（０６）６６４１-２６５１

南海天下茶屋駅
南海本線天下茶屋駅・
ショップ南海２階
萩ノ茶屋支店 （０６）６６４１-２６５１

■住之江区

平林支店
住之江区新北島３-８-２９
（０６）６６８３-３８０１

北加賀屋駅前
南港通沿いスーパーマルエー横
萩ノ茶屋支店 （０６）６６４１-２６５１

住之江ショッピングプラザ
住之江ショッピングプラザ自転車置
場横
平林支店 （０６）６６８３-３８０１

■大正区

大正支店
大正区千島２-５-１５
（０６）６５５４-２２１１

大正駅前
ＪＲ環状線大正駅前（北側）
大正支店 （０６）６５５４-２２１１

■港区

市岡支店
港区磯路１-３-３
（０６）６５７２-８８８１

朝潮橋駅前
地下鉄中央線朝潮橋駅前
みなと通沿い
市岡支店 （０６）６５７２-８８８１

大阪港駅前
地下鉄中央線大阪港駅前（北側）
市岡支店 （０６）６５７２-８８８１

■福島区

野田支店
福島区大開１-１-１６
（０６）６４６２-５３３１

福島駅前
阪神本線福島駅前（国道２号線沿
い、浄正橋交差点南西角）
野田支店 （０６）６４６２-５３３１

■此花区

野田支店
高見フローラルタウン出張所
此花区高見１-４-５０
（０６）６４６０-７１０１

ユニバーサル・スタジオ・ジャパン
ユニバーサル・スタジオ・ジャパン
正面ゲート右
本店公務部 （０６）６２７１-１２２１

■西淀川区

歌島橋支店
西淀川区御幣島２-１-２
（０６）６４７１-２２５１

メラード大和田
メラード大和田内（関西スーパー大
和田店）
歌島橋支店 （０６）６４７１-２２５１

■淀川区

三国支店
淀川区西三国３-４-１２
（０６）６３９１-１１２１

新大阪駅前支店
淀川区西中島４-３-１４
（０６）６３０５-１１７１

神崎川駅前
阪急神戸線神崎川駅東マルエー斜め向い
三国支店 （０６）６３９１-１１２１

阪急三国駅
阪急宝塚線三国駅２階改札口横
三国支店 （０６）６３９１-１１２１

東三国駅前
地下鉄御堂筋線東三国駅北口（西側）
三国支店 （０６）６３９１-１１２１

ＪＲ新大阪駅
ＪＲ新大阪駅中央出口正面
新大阪駅前支店 （０６）６３０５-１１７１

新大阪駅北口
新大阪駅北口メルパルクホール南２００ｍ
新大阪駅前支店 （０６）６３０５-１１７１

西中島
西中島５丁目バス停前
新大阪駅前支店 （０６）６３０５-１１７１

■東淀川区

上新庄支店
東淀川区瑞光１-１１-５
（０６）６３２５-４５００

相川駅前
阪急京都線相川駅前（東側）
吹田支店 （０６）６３８１-１８３１

■旭区

京阪千林駅前
千林商店街内
守口支店 （０６）６９９３-００２１

■東住吉区

東部市場
大阪市中央卸売市場東部市場内
生野支店 （０６）６７５１-１２５１

駒川中野駅前
地下鉄谷町線駒川中野駅前
平野支店 （０６）６７０３-１８８１

■鶴見区

今福鶴見駅前
地下鉄長堀鶴見緑地線今福鶴見
駅前（鶴見交差点南東）
城東支店 （０６）６９３２-４３７１

横堤駅前
地下鉄長堀鶴見緑地線横堤駅北側
城東支店 （０６）６９３２-４３７１

■豊中市

豊中支店
豊中市本町１-６-７
（０６）６８５４-１２２１

千里中央支店
豊中市新千里東町１-２-１
（０６）６８７２-１００１

千里中央コンサルティングプラザ
豊中市新千里東町１-２-１
（０６）６８７２-２０９１

庄内駅前
阪急宝塚線庄内駅東側（国道１７６
号線沿い）
三国支店 （０６）６３９１-１１２１

大阪空港北ターミナルビル
２階国内線出発ロビー横
豊中支店 （０６）６８５４-１２２１

大阪空港南ターミナルビル
３階国内線出発ロビー横
豊中支店 （０６）６８５４-１２２１

岡町駅前
阪急宝塚線岡町駅東側（岡町商店街内）
豊中支店 （０６）６８５４-１２２１

大阪府

大阪市

不動産外為投信

不動産

不動産外為

不動産外為投信

不動産外為投信

外貨

不動産外為投信

外為投信

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

不動産外為投信

不動産外為投信

外為投信

不動産外為投信

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

不動産外為投信

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

不動産外為投信

不動産外為投信

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

外為投信

ATM

ATM

不動産外為投信

不動産外為投信

ATM

ATM

外為投信

不動産外為

ATM

不動産外為投信

ATM

不動産外為投信

投信 外貨

ATM

不動産投信 外貨

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

外為投信

外為投信

ATM

ATM

ATM

外為投信

不動産外為投信

ATM

不動産外為投信

不動産外為投信

ATM

ATM

外為

ATM

ATM

外為投信

ATM

投信 外貨

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

投信 外貨

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

不動産投信 外貨

不動産投信 外貨

不動産

ATM

ATM

ATM

ATM
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豊中市役所
豊中市役所内
豊中支店 （０６）６８５４-１２２１

螢池駅前
阪急宝塚線蛍池駅前（東側）
豊中支店 （０６）６８５４-１２２１

北町
新千里北町近隣センター内
千里中央支店 （０６）６８７２-１００１

千里中央駅前
北大阪急行千里中央駅北側・
バスロータリー前
千里中央支店 （０６）６８７２-１００１

パークヒルズ
千里中央パークヒルズ内
（スーパーノダヤ前）
千里中央支店 （０６）６８７２-１００１

■池田市

豊中支店　石橋出張所
池田市石橋１-９-１
（０７２７）６２-３７１１

池田合同庁舎
大阪府・池田市合同庁舎内
豊中支店 （０６）６８５４-１２２１

■吹田市

吹田支店
吹田市朝日町３-１１６
（０６）６３８１-１８３１

千里支店
吹田市津雲台１-１
（０６）６８７１-０１９１

千里北支店
吹田市古江台４-２-D２-２０１号
（０６）６８７２-０６５１

江坂支店
吹田市豊津町１-３０-１０１
（０６）６３８０-０６４１

関西大学
関西大学・千里山キャンパス内
天六支店 （０６）６３５３-２２４１

関大前
関西大学正門前（関大通り）
天六支店 （０６）６３５３-２２４１

ＪＲ吹田駅北口
メロード吹田２番館
吹田支店 （０６）６３８１-１８３１

吹田市民病院
吹田市民病院本館１階待合ホール
吹田支店 （０６）６３８１-１８３１

吹田市役所
吹田市役所内
吹田支店 （０６）６３８１-１８３１

アザール桃山台
北大阪急行桃山台駅前・アザール
桃山台１階
千里支店 （０６）６８７１-０１９１

亥の子谷
シーアイハイツ南千里・
スーパーウリボウ東隣り
千里支店 （０６）６８７１-０１９１

ジャスコ南千里店
ジャスコ南千里店１階
エスカレーター下
千里支店 （０６）６８７１-０１９１

津雲台
津雲台近隣センター内
千里支店 （０６）６８７１-０１９１

山田
スーパーいかりサンエフ駐車場横
千里支店 （０６）６８７１-０１９１

北千里駅前
阪急千里線北千里駅前
（dios北千里３番館）
千里北支店 （０６）６８７２-０６５１

国立循環器病センター
国立循環器病センター内
千里北支店 （０６）６８７２-０６５１

万博記念公園
万博公園総合案内所横・エキスポ
ランド入口前
千里北支店 （０６）６８７２-０６５１

豊津駅前
阪急千里線豊津駅前
江坂支店 （０６）６３８０-０６４１

■箕面市

箕面支店
箕面市西小路３-１-９
（０７２７）２１-７８８１

桜井
阪急箕面線桜井駅北側桜井派出
所東１５０ｍ
箕面支店 （０７２７）２１-７８８１

箕面駅前
阪急箕面線箕面駅南・ダイエー北側
箕面支店 （０７２７）２１-７８８１

粟生間谷
ポロロッカ粟生間谷店駐車場内
千里北支店 （０６）６８７２-０６５１

アクティブライフ箕面
アクティブライフ箕面内
千里北支店 （０６）６８７２-０６５１

小野原
関西スーパー小野原店横
千里北支店 （０６）６８７２-０６５１

箕面船場
新船場南橋西詰
千里中央支店 （０６）６８７２-１００１

■茨木市

茨木支店
茨木市永代町７-１
（０７２６）２４-１１２１

茨木支店　市場出張所
茨木市宮島１-１-１
（０７２６）３６-２０３１

茨木西支店
茨木市西駅前町４-１０３
（０７２６）２５-１５５１

茨木市役所
茨木市役所入口横
茨木支店 （０７２６）２４-１１２１

ジャスコ新茨木店
ジャスコ新茨木店１階
エスカレーター下
茨木支店 （０７２６）２４-１１２１

平和堂真砂店
平和堂真砂店入口横
茨木支店 （０７２６）２４-１１２１

南茨木
阪急京都線南茨木駅前
茨木支店 （０７２６）２４-１１２１

■摂津市

千里丘支店
摂津市千里丘東２-１０-１
（０７２６）２２-７７８８

摂津市役所
摂津市役所入口横
千里丘支店 （０７２６）２２-７７８８

千里丘駅前
ＪＲ東海道本線千里丘駅西口
千里丘支店 （０７２６）２２-７７８８

■高槻市

高槻支店
高槻市城北町２-１-１８
（０７２６）７５-１２０１

高槻インストアプラザ
(高槻支店ジャスコ高槻出張所)
高槻市萩之庄３-４７-２
（０７２６）６９-３８１１

高槻赤十字病院
高槻赤十字病院内
茨木支店 （０７２６）２４-１１２１

関西大学・高槻キャンパス
関西大学・高槻キャンパス管理・研
究棟１階
高槻支店 （０７２６）７５-１２０１

ＪＲ高槻駅西
ＪＲ東海道本線高槻駅西口バス・
ロータリー前
高槻支店 （０７２６）７５-１２０１

摂津富田駅前
ＪＲ東海道本線摂津富田駅南口正面
高槻支店 （０７２６）７５-１２０１

大丸ピーコック塚原店
大丸ピーコック塚原店入口横
高槻支店 （０７２６）７５-１２０１

高槻市役所
高槻市役所内
高槻支店 （０７２６）７５-１２０１

日吉台
日吉台口バス停向い
高槻支店 （０７２６）７５-１２０１

■三島郡

島本支店
三島郡島本町江川２-１３-３
（０７５）９６１-５３３１

島本町役場
島本町役場内
高槻支店 （０７２６）７５-１２０１

■枚方市

枚方支店
枚方市岡東町１２-１-１０１
（０７２）８４６-２２２１

香里支店
枚方市香里ヶ丘３-１１-１
（０７２）８５４-０３２５

くずは支店
枚方市楠葉花園町１２-５
（０７２）８５５-２８１１

枚方公園駅前
京阪本線枚方公園駅前（東側）
枚方支店 （０７２）８４６-２２２１

枚方市民病院
枚方市民病院内
枚方支店 （０７２）８４６-２２２１

枚方市役所
枚方市役所内
枚方支店 （０７２）８４６-２２２１

枚方市役所別館
枚方市庁舎別館内
枚方支店 （０７２）８４６-２２２１

牧野駅前
京阪本線牧野駅前（東側）
枚方支店 （０７２）８４６-２２２１

香里ヶ丘トップセンター
香里ヶ丘トップセンター内
香里支店 （０７２）８５４-０３２５

大丸ピーコック香里店
大丸ピーコック香里店正面入口西側
香里支店 （０７２）８５４-０３２５

ニッショーくずは店
ニッショーストアくずは店入口横
くずは支店 （０７２）８５５-２８１１

■交野市

枚方支店　交野出張所
交野市私部西１-６-１０
（０７２）８９１-３３２１

交野市役所
交野市役所内
交野出張所 （０７２）８９１-３３２１

コモンシティ星田
コモンシティ星田ふれあいプラザ内
四條畷支店 （０７２）８７６-０７２１

■寝屋川市

寝屋川支店
寝屋川市桜木町１-３
（０７２）８２６-３３０１

寝屋川支店 みいが丘出張所
寝屋川市三井が丘４-１２-６
（０７２）８２４-７１１１

萱島駅前
京阪本線萱島駅東側
寝屋川支店 （０７２）８２６-３３０１

ニッショー寝屋川店前
ニッショーストア寝屋川店横
寝屋川支店 （０７２）８２６-３３０１

寝屋川グリーンシティ
寝屋川グリーンシティ正面入口横
寝屋川支店 （０７２）８２６-３３０１

寝屋川市役所
寝屋川市役所内
寝屋川支店 （０７２）８２６-３３０１

香里園駅
京阪本線香里園駅２階
香里支店 （０７２）８５４-０３２５

■守口市

守口支店
守口市京阪本通１-３-２
（０６）６９９３-００２１

守口支店 大日出張所
守口市八雲東町２-８２-２２-１０１
（０６）６９０８-２８１１

関西医科大学付属病院
関西医科大学付属病院１階
守口支店 （０６）６９９３-００２１

京阪守口市駅
京阪本線守口市駅２階改札口前
守口支店 （０６）６９９３-００２１

松下記念病院
松下記念病院１階受付横
守口支店 （０６）６９９３-００２１

守口市役所
守口市役所内
守口支店 （０６）６９９３-００２１

■大東市

住道支店
大東市住道２-２-１０２
（０７２）８７４-１２２１

住道駅北
ＪＲ学研都市線住道駅前
バスロータリー横
住道支店 （０７２）８７４-１２２１

大東市役所
大東市役所内
住道支店 （０７２）８７４-１２２１

野崎
ＪＲ学研都市線野崎駅前
住道支店 （０７２）８７４-１２２１

ポップタウン住道
ポップタウン住道１番館
（ダイエー西入口前）
住道支店 （０７２）８７４-１２２１

■四條畷市

四條畷支店
四條畷市楠公１-１５-１１
（０７２）８７６-０７２１

グリーンホール田原
グリーンホール田原
（四條畷市田原支所）内
四條畷支店 （０７２）８７６-０７２１

四條畷市役所
四條畷市役所内
四條畷支店 （０７２）８７６-０７２１

忍ヶ丘駅前
ＪＲ学研都市線忍ヶ丘駅前（西側）
（スーパーラッキー前）
四條畷支店 （０７２）８７６-０７２１

■東大阪市

東大阪支店
東大阪市荒本西１-１-１
（０６）６７８８-２４３１

若江岩田インストアプラザ
(東大阪支店 イズミヤ若江岩田店出張所)
東大阪市瓜生堂１-１０-５２
（０７２９）６６-６９６０

小阪支店
東大阪市小阪１-７-１
（０６）６７８７-３９０１

瓢　山支店
東大阪市昭和町４-１
（０７２９）８８-６８７１

布施駅前
ロンモール布施中館北側
布施口支店 （０６）６９７１-６４５１

アメリアマンション
アメリアマンション管理棟
住道支店 （０７２）８７４-１２２１

荒本駅前
近鉄東大阪線荒本駅前
東大阪支店 （０６）６７８８-２４３１

機械団地
大阪機械卸団地組合会館正面玄関横
東大阪支店 （０６）６７８８-２４３１

東大阪市役所
東大阪市役所南側
東大阪支店 （０６）６７８８-２４３１

東大阪市立総合病院
東大阪市立総合病院１階
キャッシュコーナー
東大阪支店 （０６）６７８８-２４３１

新石切駅前
近鉄東大阪線新石切駅前（南側）
瓢　山支店 （０７２９）８８-６８７１

東花園駅前
近鉄奈良線東花園駅前・
近商ストア内
瓢　山支店 （０７２９）８８-６８７１

■八尾市

八尾支店
八尾市光町２-１３
（０７２９）９７-５２１１

ＪＲ八尾駅前
ＪＲ関西本線八尾駅前（北側）
八尾支店 （０７２９）９７-５２１１

高安駅前
近鉄大阪線高安駅前（西側）
八尾支店 （０７２９）９７-５２１１

本町
本町１丁目交差点西側
八尾支店 （０７２９）９７-５２１１

八尾市清掃庁舎
八尾市清掃庁舎入口横
八尾支店 （０７２９）９７-５２１１

八尾市役所
八尾市役所内
八尾支店 （０７２９）９７-５２１１

八尾市立病院
八尾市立病院内
八尾支店 （０７２９）９７-５２１１

■柏原市

柏原支店
柏原市大正３-２-３１
（０７２９）７２-１３４５

柏原支店　国分出張所
柏原市国分西１-２-２６
（０７２９）７７-２２０５

柏原駅東
ＪＲ関西本線・近鉄道明寺線
柏原駅東側
柏原支店 （０７２９）７２-１３４５

柏原市役所
柏原市役所内
柏原支店 （０７２９）７２-１３４５

■羽曳野市

羽曳野支店
羽曳野市白鳥２-１-１
（０７２９）５７-１１２１

近鉄プラザ古市店
近鉄プラザ古市店内
（近鉄南大阪線・長野線古市駅前）
羽曳野支店 （０７２９）５７-１１２１

羽曳野市役所
羽曳野市役所入口横
羽曳野支店 （０７２９）５７-１１２１

LICはびきの
近鉄南大阪線・長野線古市駅
西１,０００ｍ（LICはびきの内）
羽曳野支店 （０７２９）５７-１１２１

■松原市

松原支店
松原市上田２-２-２０
（０７２）３３０-６４３５

天美支店
松原市天美東７-８-４
（０７２）３３３-２９２９

■富田林市

富田林支店
富田林市本町１８-２４
（０７２１）２４-１２８１

喜志駅前
近鉄長野線喜志駅東側
富田林支店 （０７２１）２４-１２８１

金剛コロニー
金剛コロニー内
富田林支店 （０７２１）２４-１２８１

富田林市役所
富田林市役所内
富田林支店 （０７２１）２４-１２８１

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

不動産外為投信

投信 外貨

投信 外貨

不動産外為投信

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

投信 外貨

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

不動産投信 外貨

不動産投信 外貨

投信 外貨

ATM

ATM

不動産投信 外貨

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

不動産外為投信

投信 外貨

投信 外貨

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

不動産投信 外貨

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM
ATM

ATM

ATM

ATM

不動産投信 外貨

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

外貨

不動産外為投信

ATM

ATM

ATM

投信 外貨

外貨

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

不動産外為投信

投信 外貨

ATM

ATM

投信 外貨

ATM

ATM

ATM

投信 外貨

投信 外貨

外貨

ATM

ATM

ATM

外貨

不動産外為投信
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富田林病院
富田林病院内
富田林支店 （０７２１）２４-１２８１

金剛東
エコールロゼ・ジャスコ横
金剛支店 （０７２）３６５-３３５５

■大阪狭山市

金剛支店
大阪狭山市金剛１-３-１
（０７２）３６５-３３５５

金剛支店　狭山出張所
大阪狭山市大野台２-１-５８
（０７２）３６７-０３７０

大阪狭山市駅前
南海高野線大阪狭山市駅東１５０ｍ
金剛支店 （０７２）３６５-３３５５

大阪狭山市役所
大阪狭山市役所内
金剛支店 （０７２）３６５-３３５５

■河内長野市

金剛支店　千代田出張所
河内長野市楠町東１６０５-１
（０７２１）５２-３３１６

イズミヤ河内長野店
イズミヤ河内長野店１階食品フロア
金剛支店 （０７２）３６５-３３５５

河内長野駅前
ノバティながの北館正面
金剛支店 （０７２）３６５-３３５５

■堺市

堺東支店
堺市北瓦町２-４-１８
（０７２）２２１-９００１

堺東支店　初芝出張所
堺市日置荘西町５-２
（０７２）２８７-２７４１

堺支店
堺市東湊町１-８７-２
（０７２）２４５-７１１１

金岡支店
堺市北三国ヶ丘町８-８-１８
（０７２）２３８-６７８５

泉北支店
堺市茶山台１-２
（０７２）２９１-３００１

泉北支店　深阪出張所
堺市深阪２３６２
（０７２）２３４-３４６１

泉北とが支店
堺市原山台２-２-１
（０７２）２９９-５３３１

光明池支店
堺市鴨谷台２-２-２
（０７２）２９８-０１５１

新金岡支店
堺市新金岡町４-１-１２
（０７２）２５５-４７１１

深井支店
堺市深井沢町３２９０
（０７２）２７９-２５２１

北花田駅前
地下鉄御堂筋線北花田駅西側
サークルＫ前
我孫子支店 （０６）６６９２-２８２５

イズミヤ百舌鳥店
イズミヤ百舌鳥店１階
堺東支店 （０７２）２２１-９００１

大阪府立大学
大阪府立大学学生会館前
堺東支店 （０７２）２２１-９００１

堺市役所高層館
堺市役所（高層館内１階）
堺東支店 （０７２）２２１-９００１

南海中百舌鳥駅
南海高野線中百舌鳥駅２階
堺東支店 （０７２）２２１-９００１

鳳駅前
ＪＲ阪和線鳳駅前東側
堺支店 （０７２）２４５-７１１１

南海堺駅
南海本線堺駅駅ビル２階売店横
堺支店 （０７２）２４５-７１１１

蔵前
Ｄ－ＭＡＲＴ金岡店横
金岡支店 （０７２）２３８-６７８５

ＪＲ堺市駅東
ＪＲ阪和線堺市駅東側
（堺市駅東商店街）
金岡支店 （０７２）２３８-６７８５

庭代台
ライフ庭代台店前
（堺市庭代台近隣センター）
泉北支店 （０７２）２９１-３００１

ライフ城山台店
ライフ城山台店隣り
光明池支店 （０７２）２９８-０１５１

■泉大津市

泉大津支店
泉大津市旭町２０-３
（０７２５）３３-４０２１

泉大津市役所
泉大津市役所入口横
泉大津支店 （０７２５）３３-４０２１

イズミヤ和泉府中店
イズミヤ和泉府中店１階入口前
泉大津支店 （０７２５）３３-４０２１

ポートサービスセンタービル
きららタウン堺泉北港ポートサービ
スセンタービル１階
泉大津支店 （０７２５）３３-４０２１

■岸和田市

久米田支店
岸和田市大町４８４-１
（０７２４）４３-６１０１

東岸和田インストアプラザ
(久米田支店 トーク東岸和田出張所)
岸和田市土生町２-３２-６
（０７２４）３９-９７２０

■貝塚市

貝塚支店
貝塚市近木１４４７
（０７２４）３１-１６０１

貝塚市役所共同
貝塚市役所入口横
貝塚支店 （０７２４）３１-１６０１

市立貝塚病院共同
市立貝塚病院内
貝塚支店 （０７２４）３１-１６０１

■泉佐野市

佐野支店
泉佐野市若宮町５-２１
（０７２４）６２-３３０１

本店関西国際空港出張所
泉佐野市泉州空港北１
（０７２４）５６-７０３６

りんくうタウン
りんくうタウン・りんくうパピリオ内
佐野支店 （０７２４）６２-３３０１

関空ターミナルビル
関西国際空港旅客ターミナルビル４階
国際線出発ロビー
本店　関西国際空港出張所 （０７２４）５６-７０３６

■泉南郡

熊取支店
熊取町大久保中１-１７-３
（０７２４）５２-２７６１

■和泉市

和泉中央駅
泉北高速鉄道和泉中央駅２階
光明池支店 （０７２）２９８-０１５１

■門真市

門真市駅前
京阪本線門真市駅南（門真プラザ前）
守口支店 （０６）６９９３-００２１

古川橋駅
京阪本線古川橋駅改札横
守口支店 （０６）６９９３-００２１

■藤井寺市

藤井寺ダイヤモンドシティ前
藤井寺ダイヤモンドシティ
（ジャスコ）向い
羽曳野支店 （０７２９）５７-１１２１

■泉南市

泉南市役所共同
泉南市役所入口横
佐野支店 （０７２４）６２-３３０１

■南河内郡

美原町役場
美原町役場入口横
富田林支店 （０７２１）２４-１２８１

河南町役場
河南町役場内
富田林支店 （０７２１）２４-１２８１

神戸支店
神戸市中央区栄町通２-５-１
（０７８）３３１-７０８１

神戸支店　岡本出張所
神戸市東灘区岡本１-４-２３
（０７８）４４１-２００２

西神戸支店
神戸市兵庫区大開通１-１-１４
（０７８）５７７-２５５１

支店
神戸市灘区友田町３-６-１３
（０７８）８５１-８０２１

北鈴蘭台支店
神戸市北区甲栄台１-１-１
（０７８）５９３-１１８１

北鈴蘭台支店　押部谷出張所
神戸市西区桜が丘中町３-２-５
（０７８）９９５-０２２２

塚口支店
尼崎市南塚口町２-１-２-１２８
（０６）６４２７-６８５１

尼崎北支店
尼崎市潮江１-１５-３
（０６）６４９９-３５４５

西宮支店
西宮市和上町２-７
（０７９８）２２-３７８１

西宮支店　仁川出張所
宝塚市仁川北３-７-９
（０７９８）５３-２００１

西宮北口インストアプラザ
（西宮支店 コープ北口出張所）
西宮市北口町１-２-１３６-２１９
（０７９８）６５-００１７

姫路支店
姫路市白銀町１
（０７９２）２２-７１９１

川西支店
川西市栄町１１-１
（０７２７）５８-１１１１

明石支店
明石市本町１-２-２６
（０７８）９１１-８９６１

三田支店
三田市三輪１-７-１２
（０７９５）６３-７３７１

川西北支店
※平成１４年７月８日付で下記新住
所へ移転
川西市緑台２-２-１
（０７２７）９３-９４１１

川西北支店　多田出張所
※平成１４年７月７日付で廃止、
川西北支店に統合

イズミヤ多田店
イズミヤ多田店正面入口横
※平成１４年７月８日付で
「多田インストアプラザ」を開設

立花支店
尼崎市七松町１-３-１-１２３
（０６）６４１３-１６８１

伊丹支店
伊丹市船原２-２-４
（０７２７）７８-２４３１

三宮
フラワーロード国際会館前交差点
西１５０ｍ・コスモ証券横
神戸支店 （０７８）３３１-７０８１

長田
アスタくにづか２番館南棟１階
西神戸支店 （０７８）５７７-２５５１

大池駅前
神戸電鉄有馬線大池駅前
北鈴蘭台 （０７８）５９３-１１８１

ジャスコつくしが丘店
ジャスコつくしが丘店駐車場内
北鈴蘭台 （０７８）５９３-１１８１

伊丹南
阪急伊丹線稲野駅西９００ｍ
塚口支店 （０６）６４２７-６８５１

武庫之荘駅前
阪急神戸線武庫之荘駅前北側
ロータリー
塚口支店 （０６）６４２７-６８５１

ＪＲ尼崎駅前
ＪＲ東海道本線尼崎駅前アミング
潮江１階
尼崎北支店 （０６）６４９９-３５４５

園田南
JR福知山線塚口駅東６００m
若王寺バス停前
尼崎北支店 （０６）６４９９-３５４５

JR芦屋駅前
JR東海道本線芦屋駅前（南側）
西宮支店 （０７９８）２２-３７８１

ＪＲ甲子園口駅前
ＪＲ東海道本線甲子園口駅南
西宮支店 （０７９８）２２-３７８１

西宮マリナパークシティ
西宮マリナパークシティ・コープ横
西宮支店 （０７９８）２２-３７８１

阪急山本駅南
阪急宝塚線山本駅前・
コープこうべ山本店前
川西支店 （０７２７）５８-１１１１

マイカル明石
ＪＲ山陽本線大久保駅前・
明石ビブレ１階
明石支店 （０７８）９１１-８９６１

ウッディタウンサティ
三田ウッディタウンサティ１階
三田支店 （０７９５）６３-７３７１

フラワータウン駅前
神戸電鉄公園都市線フラワータウ
ン駅前・フローラ８８ １階
三田支店 （０７９５）６３-７３７１

北摂三田テクノパーク
北摂三田テクノパーク内
三田支店 （０７９５）６３-７３７１

ジャスコ猪名川店
猪名川パークタウン・ジャスコ猪名
川店１階キャッシュコーナー
川西北支店 （０７２７）９２-８０１１

清和台
阪急オアシス清和台店前
川西北支店 （０７２７）９２-８０１１

イズミヤ昆陽店
イズミヤ昆陽店正面入口駐輪場横
伊丹支店 （０７２７）７８-２４３１

阪急伊丹駅
阪急伊丹線伊丹駅ビル３階改札前
伊丹支店 （０７２７）７８-２４３１

広島支店
広島市中区立町２-２７
（０８２）２４８-２２１１

福岡支店
福岡市中央区天神２-１４-８
（０９２）７１２-６６１１

久留米支店
久留米市日吉町２５-１
（０９４２）３２-５２０１

直方支店
直方市古町５-３２
（０９４９）２２-１５００

聖マリア病院
聖マリア病院内
久留米支店 （０９４２）３２-５２０１

熊本支店
熊本市花畑町１０-２５
（０９６）３５３-６３２１

■東京都

新宿住宅ローンセンター
新宿区西新宿１-２６-２
（新宿野村ビルB２階）
（０３）３３４８-７６１１

渋谷住宅ローンセンター
渋谷区道玄坂２-３-２
（大外ビル７階）
（０３）３４６２）１４９１

■千葉県

船橋住宅ローンセンター
船橋市本町７-７-１
（船橋ツインビル２階）
（０４７）４２６-１７９１

■神奈川県

横浜住宅ローンセンター
横浜市中区尾上町４-４７
（大和横浜ビル２階）
（０４５）６８１-６７６０

■大阪府

本町住宅ローンセンター
中央区備後町１-４-９
（備後町恒和ビル２階）
（０６）６２６８-６３８０

梅田住宅ローンセンター
北区曽根崎２-１６-１９
（大和銀行梅田支店内）
（０６）６３６１-３７３５

難波住宅ローンセンター
中央区難波３-６-１１
（大和銀行難波ビル１０階）
（０６）６６３２-０９１１

■兵庫県

西宮住宅ローンセンター
西宮市北口町１-２
（大和銀行コープ北口出張所内）
（０７９８）６５-９７３１

■奈良県

学園前住宅ローンセンター
奈良市学園北１-９-１
（大和銀行近鉄学園前支店内）
（０７４２）４５-６４１１

英国 ロンドン駐在員事務所
中国 上海駐在員事務所
（香港） 香港駐在員事務所
シンガポール シンガポール駐在員事務所
タイ バンコック駐在員事務所

住宅ローンセンター

熊本県

福岡県

広島県

兵庫県

ATM

ATM

不動産投信 外貨

ATM

ATM

ATM

ATM

不動産外為投信

不動産外為投信

投信 外貨

不動産投信 外貨

投信 外貨

投信 外貨

不動産投信 外貨

投信 外貨

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

不動産外為投信

投信 外貨

CD

CD

投信 外貨

不動産投信 外貨

ATM

ATM

両替所

外貨

ATM

ATM

ATM

ATM

CD

ATM

ATM

不動産外為投信

不動産外為

外貨

外貨

不動産投信 外貨

不動産投信 外貨

不動産投信 外貨

不動産外貨

不動産外為投信

不動産外為

不動産投信 外貨

投信 外貨

外貨

外貨

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

不動産外為

不動産外為投信

不動産外為

外貨

不動産外為

不動産外為

海外ネットワーク
（平成１４年６月末現在：
駐在員事務所５、合計５拠点)



■組織図（平成14年7月1日現在）

86

業 務 管 理 室 
各種法令等の遵守に関する統括および監視 

総 合 企 画 部 

営 業 統 括 部 
業務推進の総合施策の企画立案、 
営業店の業務推進支援・管理、 
取引推進施策の企画立案、広告・ 
宣伝活動の企画立案、店舗企画 

総合的営業政策の企画立案、 
経営健全化計画の進捗管理 
資本政策、予算、決算、税務 

所管する営業店の業務推進の 
支援・指導 

個人取引推進の企画立案、営業店支援、渉外活動 

個人向けローン等の企画立案、営業店支援、渉外活動 

法人取引推進の企画立案、営業店支援、渉外活動 
ＣＳに関する諸施策の企画立案 
 信託業務の統括・企画立案 
 スポーツ振興投票業務の運営・管理 

市場性金融商品等の事務 

監査役室 
監査役・ 
監査役会に 
関する事務 

企 業 金 融 部 
証券関連業務の総合施策の企画立案、プロジェクトファイナンス業務の企画立案、 
証券化関連商品・流動化関連商品等の開発・推進・管理、貸出債権・資産流動化商品の売買 

事 業 管 理 部  
取引先の事業再構築サポート 

市 場 管 理 部  
市場業務の管理についての企画立案 

資 金 証 券 部  
外貨資金・円資金の運用・調達、 
国債等公社債の投資、株式の売買 

市 場 営 業 部  
資金・証券・外国為替など市場業務の企画立案、取引 

国 際 部 
国際業務の総合的施策の企画立案 

総 務 部 
株主総会、取締役会に関する事務、 
庶務 

人 事 部 
人事についての企画立案、福利厚生、 
厚生施設の運営、職員の研修 

検 査 部 
業務管理態勢・管理状況の監査 

管 財 部 
管財関連業務の企画立案、不動産・什器の管理 

システム企画部 

事 務 部 

コンピュータシステム業務全般の企画立案・ 
運営・管理 

事務の運営・管理・指導 

渉 外 部 
官公庁および関連取引の推進・企画立案、金融機関取引の企画・管理・統括 

株
主
総
会 

取
締
役
会 

経
営
会
議 

監
査
役 

監
査
役
会 

 

資 産 査 定 部 
資産査定の統括・検証 

融 資 企 画 部 
融資諸施策の企画立案、与信管理の統括、信用リスクの統合管理 

役員に関する事務、秘書 

融 資 第 一 部  
融 資 第 二 部  
審 査 第 一 部  
審 査 第 二 部  
東 京 審 査 部  
秘 書 室 

企 画 部 

財 務 部 

支 店 第 一 部 
支 店 第 二 部 
支 店 第 三 部 
個 人 部 
ローン事業部 
法 人 部 
Ｃ Ｓ 推 進 室 
信 託 業 務 室 
スポーツ振興投票室 

市場事務センター 
東京市場事務センター 

証 券 営 業 室 

個人取引先の総合的な 
財産管理・資産運用・ 
財務コンサルティング 

個人向けローン・公的融資推進施策の 
営業店支援・渉外活動 

Ｍ＆Ａ、ベンチャー企業育成、お取引先への 
情報提供、株式公開支援 

国債等（商品勘定）についての 
事務 

お客さまサービスに関する事務 

法的事項の調査研究 

職員の保健衛生の事務 

企業の経営・信用の調査、産業・業界の調査 

事務合理化・効率化施策の企画立案 

営業店事務の集中処理 

所管先に対する与信審査・管理 

金銭の信託の運用 

株式等の政策保有についての企画立案・審査・管理 

国債等の募集の取扱・売買、国債等の有価証券先物取引等の受託 

リスク統括室 各種リスク管理の統括 
ＡＬＭ企画室  

プライベートバンキング室 
東京プライベートバンキング室 
不動産鑑定室  

ローン企画室  
ローン推進室  
東京ローン推進室 

事 業 相 談 室 

証 券 事 務 室 

ＡＬＭの統括 

不動産の鑑定、不動産鑑定業務の 
企画立案・指導 
個人向けローン・公的融資推進施策の 
企画立案、提携ローン制度の統括 

国際業務推進室 国際業務推進の企画立案、お取引先への情報提供、営業店支援、渉外活動 

本店不動産部 

東京不動産部 

お客さまサービスセンター 
東京お客さまサービスセンター 
法 務 室 

不動産業務の推進・調査・研究、推進施策の企画立案・指導 

証 券 運 用 室 
投 資 審 査 室 

都市開発業務の企画・ 
推進・指導 都 市 開 発 室 

都市開発業務の企画・ 
推進・指導 都 市 開 発 室 

本店営業第五部 
本店営業第四部 
本店営業第三部 
本店営業第二部 
本店営業第一部 

東京営業第五部 
東京営業第四部 
東京営業第三部 
東京営業第二部 
東京営業第一部 

健 康 開 発 室 

事 務 企 画 室 
クイックロビー運営センター 

ローン事務センター 
東京ローン事務センター 

事務センター 
東京事務センター 
本店事務エリアセンター 
東京事務エリアセンター 
国際事務センター 
東京国際事務センター 

コンピュータシステムの開発・運営・管理の監査 システム監査室 

事 業 調 査 室  

駐在員事務所 

本 店 営 業 部 
東 京 営 業 部 
本 店 公 務 部 
東 京 公 務 部 
支 店 

出 張 所 

組　織
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■取締役、監査役　　

頭取　　　　（代表取締役） 勝 田 泰 久

副頭取　　　（代表取締役） 森 重 鉄 雄

常務取締役　（代表取締役） 丸 山 孝 雄

常務取締役　　　　　　　　　近 藤 順 司

常務取締役　　　　　　　　　由 元 憲 昭

取締役　　　　　　　　　　　中 島 喜 勝

常任監査役　　　　　　　　　中 川 眞 一

監査役　　　　　　　　　　　井 関 博 文

監査役　　　　　　　　　　　井 手 正 敬

■執行役員　　

常務執行役員　　　　　　　　新 井 信 彦

常務執行役員　　　　　　　　塩 田 　 修

常務執行役員　　　　　　　　陌 間 勢 一

常務執行役員　　　　　　　　南 　 俊 光

執行役員　　　　　　　　　　村 上 吉 男

執行役員　　　　　　　　　　望 月 和 範

執行役員　　　　　　　　　　神 崎 健 一

執行役員　　　　　　　　　　牧 志 　 実

執行役員　　　　　　　　　　前 中 　 潔

（平成14年7月1日現在）

（注）1．監査役井手正敬氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律
第18条第1項に定める社外監査役であります。

2．上記取締役はすべて執行役員を兼務しております。

（平成14年7月1日現在）

■従業員の状況

従業員数（人） 7,226　
［4,905］

銀行信託業務 

877　
［130］

証券業務 

312　
［29］

金融関連業務 

8,415　
［5,064］

合計 

従業員数は、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員5,089人を含んでおりません。
嘱託及び臨時従業員数は、［　］内に年間の平均人員を外書きで記載しております。

（注）1.
2.

連結会社における従業員数 平成14年3月31日現在

5,341人
［2,754］

従 業 員 数  平均年間給与 

　　歳　　月
37　　0　

平 均 年 齢  

　　年　　月
14　　7　

　　　　　　千円
7,615

平均勤続年数 

従業員数は、受入出向者及び海外の現地採用者を含み、出向者、嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。なお、嘱託及び臨時従業員は

2,704人であります。また、取締役を兼務しない執行役員9名も含んでおりません。
嘱託及び臨時従業員数は、［　］内に年間の平均人員を外書きで記載しております。

平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与には、執行役員、嘱託、臨時従業員、出向者、受入出向者及び海外の現地採用者を含んでおりませ

ん。

平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

当行の従業員組合は、大和銀行従業員組合と称し、組合員数は5,709人（出向者を含む）であります。労使間においては特記すべき事項はあり
ません。

（注）1.

2.
3.

4.
5.

当行の従業員数 平成14年3月31日現在



大正 7年 株式会社大阪野村銀行として創業

大正15年 証券部分離独立（現、野村證券株式会社）

昭和 2年 行名を株式会社野村銀行と改称

昭和 4年 大阪府本金庫事務取扱開始

昭和19年 野村信託株式会社を合併

信託業務取扱開始

昭和23年 行名を株式会社大和銀行と改称

昭和24年 甲種外国為替公認銀行に指定される

昭和33年 プルダニア銀行開業（平成6年大和プルダニア銀行に改称）

昭和37年 年金信託業務取扱開始

昭和62年 大輪会（だいりんかい）発足

平成元年 「大和銀行アジア・オセアニア財団」設立

平成 2年 「国際花と緑の博覧会」開幕（大輪会のパビリオン出展）

平成 5年 コスモ証券株式会社の第三者割当増資引受、子会社化

平成 7年 ニューヨーク支店で発覚した現地採用嘱託による損失を公表

平成 8年 米国から全面撤退

平成10年 日本IBM株式会社と合弁で「ディアンドアイ情報システム株式会
社」を設立

「特化5大戦略」を発表

平成11年 近畿銀行、大阪銀行との戦略的提携を発表

普通株式第三者割当増資実施

公的資金による優先株式発行

「年金・法人信託カンパニー」スタート

「スポーツ振興投票業務」受託

近畿銀行、大阪銀行の第三者割当増資引受

平成12年 「近畿大阪銀行」発足

資産管理業務に特化する「日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社」を住友信託銀行と共同設立

当行と近畿大阪銀行ならびに奈良銀行の戦略的提携を発表

平成13年 なみはや銀行営業譲受け

スポーツ振興くじ「toto（トト）」全国販売開始

奈良銀行の第三者割当増資引受

近畿大阪銀行、奈良銀行と持株会社設立による経営統合に合意

当行グループが設立する持株会社にあさひ銀行が参加し経営統
合することに合意

「株式会社大和銀ホールディングス」設立

平成14年 大和銀ホールディングスがあさひ銀行を子会社とすることで経
営統合

大和銀信託銀行営業開始（大和銀行の年金・法人信託部門を分
社化）

大和銀信託銀行を合弁化（合弁先：国内金融機関12社、クレ
ディ・アグリコルS.A.）

グループの新名称が「りそなグループ」に決定

創業時の経営方針として、中堅・中小企業への資金供給と証券業務の推進に

力を注ぎました。証券部門は順調に拡大しましたが、他業兼営の問題などから

大正15年に証券部を分離し、独立の会社（現、野村證券）としました。
また、金融恐慌後まもない昭和4年には、大阪府の本金庫事務を受託しました。
業務の煩雑さから消極的な銀行が多い中で、金庫事務の公共性と信用力の向上

に着目したためです。

さらに、昭和19年には「野村信託」を合併し、いわゆる兼営法に基づくわが国
で初めての信託併営行となりました。

このような幅広い業務展開の背景となったのが、創業者野村徳七の「自主独

往」の精神です。「自主独往」とは、自己責任原則を基本として、独自の構想を持

って行動することをその趣旨とします。この精神は、時代の変化の中で、当行の

堅実で特色ある歴史にしっかりと受け継がれてきました。

大和銀行の前身である「大阪野村銀行」（昭和2

年に「野村銀行」に改称）は、野村徳七によって大

正7年5月に設立され、同年8月に商都大阪の一角

で営業を開始しました。

当時、野村徳七は大阪で証券業を営んでいまし

たが、多くの銀行が基幹産業中心の貸出を行って

いるのを見て、「手が届いていない中小の事業経営

者に産業資金を供給する銀行が必要である」と考

え、銀行の設立を決意しました。
創業者の野村徳七翁

■創業の理念

■自主独往の精神

戦後の財閥解体に伴って、昭和23年10月に行名を野村銀行から「大和銀行」へ
と改めました。翌年には、甲種外国為替公認銀行の指定を受け、一般銀行業務、

信託業務に加え外国為替業務を合わせた総合金融機関としての体制が整いまし

た。

■大和銀行としての出発

昭和30年代後半には、信託の専業主義に基づく信託分離のすすめがありまし
たが、当行は「信託併営は、金融機関の大衆化、機能の総合化にマッチし、顧客

に幅広いサービスが提供できるため、時代の要請に合致している。また、信託業

は、銀行という収益力の安定した主体に経営させることが安定的発展に適して

おり、信託は銀行が併営するのが最適である」との信念を貫き、関西財界を中心

とした支持も得て、信託併営を堅持しました。

また、戦後経済が安定するにつれて国民のあいだに老後の生活保障への関心

が高まることを予想し、昭和37年から年金信託業務の取扱いを開始しました。

■信託併営

平成5年には準大手証券会社のひとつで当行と創業者を同じくするコスモ証
券株式会社を証券子会社としました。金融自由化の進展に伴う環境変化に対

応し、平成6年に新勘定系システム「NEWTON」、平成8年に新情報系システム
「DARWIN」の稼働を相次いで開始しました。

また、平成10年には日本IBM株式会社と合弁で「ディアンドアイ情報システム株
式会社」を設立し、情報システム部門の戦略的アウトソーシングを実施しました。

■金融自由化への対応

当行は、ニューヨーク支店で発覚した現地採用嘱託による損失を公表し、

平成8年に米国から完全撤退したのを機に、強みのある分野を磨き上げ、非効
率な分野からは撤退縮小する「特化型戦略」を推し進めてきました。「関西金

融界安定化への努力」「信託業務部門の強化」などを柱に、海外業務から撤退

するなど事業の再構築を進めました。

平成11年2月、近畿銀行、大阪銀行（平成12年4月に合併し現近畿大阪銀行）
と戦略的提携に合意し、平成12年10月には奈良銀行もグループに参加し、営
業力の強化や合理化に取り組んできました。

平成13年8月に3行は、これまで実施してきた戦略的提携の着実な進展を踏
まえ、地域金融機関の連合体としての「スーパー・リージョナル・バンク」を

創造するという理念に基づき、持株会社の設立により経営統合することに基

本合意し、同年12月に株式移転により「株式会社大和銀ホールディングス」を
設立し経営統合しました。さらに同年9月には、この経営統合理念に賛同した
あさひ銀行が持株会社に参加し経営統合することに合意し、平成14年3月に経
営統合しました。

信託分野においては、平成14年3月に年金・法人信託部門を分社化し、大和
銀信託銀行として営業を開始しました。さらに同月には、同信託銀行の株式

の一部を国内金融機関12社とクレディ・アグリコルS.A.に譲渡し合弁化しま
した。

平成15年3月には、当行はあさひ銀行（埼玉地区を除く）と合併し「りそな
銀行」となる予定です。さらに平成16年度以降、大阪、奈良地区でも、りそ
な銀行、近畿大阪銀行、奈良銀行の間で再編を行い、「大阪りそな銀行」「奈良

りそな銀行」を設置する方向で検討しています。

この経営統合、事業再編により、従来以上に地域に密着した営業を行うと

ともに、より充実した金融サービスをご提供していきます。

■大和銀行の今

大和銀行のあゆみ

88
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株
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社
　
大
和
銀
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス 

株式会社　大和銀行 

〈銀行・信託業務〉 

株式会社　近畿大阪銀行 

〈銀行業務〉 

株式会社　奈良銀行 

国内 

〈銀行業務〉 

株式会社　あさひ銀行 

〈銀行業務〉 

大和銀信託銀行株式会社 

〈銀行・信託業務〉 

●本支店・出張所等及び主要な連結子会社・持分法適用会社 

150ヵ店 
36ヵ店 

 
18社 

 
 
 
 
 
  

２社 

 
（証券業務） 

（事務受託業務） 
（金融関連業務） 
（金融関連業務） 
（金融関連業務） 

 
 

（銀行業務） 
（計算受託業務） 

・ 
・ 
 
・ 
　コスモ証券株式会社 
　大和ビジネスサービス株式会社 
　株式会社大和銀カード 
　大和ギャランティ株式会社 
　大和ファクター・リース株式会社 
　 
・ 
　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 
　日本トラスティ情報システム株式会社 

本 店 お よ び 支 店  
出 張 所  
 
子 会 社  
 
 
　 
　 
　 
　 
関 連 会 社  

海外 
1ヵ所 

1社 
 
 
 

4ヵ所 
4社 
 
 
 
 

3社 

（証券業務） 
 
 
 
 

（銀行業務） 
（金融関連業務） 

 
 
 

（金融関連業務） 
（金融関連業務） 

 
・ 
・ 
　Daiwa Bank(Capital Management)Plc 
 
 
・ 
・ 
　P.T.Bank Daiwa Perdania 
　P.T.Daiwa Lippo Finance 
 
 
・ 
　Daiwa International Finance(Cayman)Ltd. 
　Daiwa PB Ltd.

〈 欧 州 地 域 〉  
駐 在 員 事 務 所  
子 会 社  
 
 
〈 ア ジ ア 地 域 〉  
駐 在 員 事 務 所  
子 会 社  
 
 
 
〈 そ の 他 の地域〉  
子 会 社  

■大和銀行グループの事業の内容
当行および株式会社近畿大阪銀行と株式会社奈良銀行は、平成13年12月12日に共同で持株会社「株式会社大和銀ホールディングス」を設立
し、当該持株会社の完全子会社となりました。また、平成14年2月には大和銀信託銀行株式会社が、3月には株式会社あさひ銀行が当該持株
会社の子会社となっております。
この中で当行グループ（当行および当行の関係会社）は、当行、国内子会社18社、海外子会社8社、関連会社2社で構成され、銀行信託業務
を中心に、証券業務、クレジット・カード業務等の金融サービスを提供しております。なお、子会社であるコスモ証券株式会社は、東京、
大阪、名古屋の各証券取引所第一部に上場しております。

※1．平成14年6月18日に、株式会社あさひ銀行はあさひ信託銀行株式を株式会社大和銀ホールディングスに譲渡しました。あさひ信託銀行
株式会社は営業の一部を大和銀信託銀行株式会社に譲渡した後、平成14年10月1日に当行と合併する予定です。

※2．平成15年3月をめどに、当行と株式会社あさひ銀行を、分割・合併により、「埼玉りそな銀行」と「りそな銀行」に再編する予定です。

■当行グループの事業系統図

グループの状況
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子会社等の状況

名称 
 

資本金又は 
　出資金 
 

住所 
主要な事業 
　の内容 

設立年月日 
 

当行 
議決権比率 
（％） 

子会社等 
議決権比率 
（％） 

百万円大阪市中央区 証券 59.9 0.232,366 大正6年
12月18日

コスモ証券株式会社

百万円岡山県津山市 証券 － 72.6535 昭和19年
8月15日

津山証券株式会社

百万円大阪市中央区 信用保証

コンサルティング

88.7 2.016,680 昭和44年
7月23日

大和ギャランティ株式会社

百万円大阪市中央区 抵当証券 21.0 13.0200 昭和58年
10月22日

大和モーゲージ株式会社

百万円大阪市中央区 クレジットカード

信用保証

23.8 16.6200 昭和58年
4月1日

株式会社大和銀カード

百万インドネシア
ルピア

インドネシア共和国

ジャカルタ

銀行 48.0 －203,120 昭和31年
2月15日

P.T. Bank Daiwa Perdania

百万インドネシア
ルピア

インドネシア共和国

ジャカルタ

リース 50.0 20.025,000 昭和59年
11月7日

P.T. Daiwa Lippo Finance

千米ドルアメリカ合衆国
ニューヨーク州
ニューヨーク市

事務等受託 100.0 －10 平成8年
1月31日

WSR Servicing Company, Inc.

千タイバーツタイ王国

バンコック

投資・

コンサルティング

49.0 －5,000 平成7年
1月12日

TD Consulting Co., Limited

千香港ドル香港 事務等受託 100.0 －200 平成11年
10月27日

Daiwa Overseas Servicing Co., 

Limited

百万円大阪市中央区 総合リース

ファクタリング

5.0 25.0500 昭和57年
1月12日

大和ファクター・リース株式会社

百万円大阪市中央区 ベンチャーキャピタル 33.9 24.61,200 昭和61年
1月27日

大和銀企業投資株式会社

百万円大阪市中央区 ベンチャーキャピタル － 73.060 昭和62年
12月1日

コスモエンタープライズ株式会社

百万円大阪市中央区 コンサルティング 5.0 45.0500 昭和62年
6月27日

株式会社大和銀総合研究所

百万円大阪市中央区 情報処理サービス 5.0 23.7500 昭和45年
7月23日

大和銀総合システム株式会社

百万円大阪市中央区 情報処理サービス － 100.010 平成12年
9月1日

大和銀コンピュータサービス株式会社

百万円大阪市中央区 事務等受託 100.0 －90 昭和55年
2月6日

大和銀総合管理株式会社

百万円大阪市中央区 事務等受託 100.0 －330 昭和56年
5月1日

大和ビジネスサービス株式会社

百万円大阪市中央区 事務等受託 100.0 －30 平成5年
4月1日

大和銀オペレーションビジネス株式会社

百万円大阪府豊中市 システム開発・

保守・運営

5.0 20.0100 平成10年
3月26日

ディアンドアイ情報システム株式会社

百万円大阪市中央区 人材派遣 100.0 －30 昭和60年
7月1日

大和オフィスサービス株式会社

百万円大阪市中央区 福利厚生 100.0 －30 平成4年
8月3日

大和銀厚生サービス株式会社

百万円大阪市中央区 ビデオ制作 100.0 －10 昭和55年
8月15日

株式会社大和銀ビデオ・カルチャー

千米ドル英国領西インド諸島

グランドケイマン島

金融 100.0 －10 平成2年
12月28日

Daiwa International Finance  

(Cayman) Limited

千英ポンド英国

ロンドン市

証券

投資顧問

100.0 －33,600 昭和55年
12月29日

Daiwa Bank  

(Capital Management)  Plc

千米ドル英国領西インド諸島

グランドケイマン島

金融 100.0 －10 平成4年
9月11日

Daiwa PB Limited

■連結子会社 （平成14年3月末現在）



Super Regional Bank Group   91

名称 
 

資本金又は 
　出資金 
 

住所 
主要な事業 
　の内容 

設立年月日 
 

当行 
議決権比率 
（％） 

子会社等 
議決権比率 
（％） 

百万円 東京都中央区 信託 

銀行 

50.0 － 50,000 平成12年
6月20日

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社 

百万円 東京都府中市 情報処理サービス 5.0 45.0200 昭和63年
11月1日

日本トラスティ情報システム株式会社 

■持分法適用関連会社

■コスモ証券の状況

コスモ証券は、大和銀行創業者である野村徳七翁により大正6年「株式会社野村商店」として設立され、その後「大阪屋證券株式会社」とし
て発展し、昭和61年に現社名に改称しました。
同社は、東京、大阪、名古屋の各証券取引所第一部に上場し、いわゆる準大手証券会社の一角を占める総合証券会社として、フルライン

の証券サービスをご提供しています。

当行は、平成5年9月、コスモ証券株式会社の第三者割当増資を引き受け、同社を子会社としました。以来、同社は大和銀行グループとし
てお客様の資金調達、運用に関する多様なニーズにお応えできるよう努めてきました。

コスモ証券は、経営環境の変化に適応した企業体質の確立を目指し、「低コスト体質の定着による安定収益体制の確立」、「コンプライアン

ス体制とリスク管理体制の確立」および「高品質商品と高付加価値サービスの提供」に取り組んでいます。

具体的には、合理化策を徹底実施するとともに、リスク等についてお客様へ十分説明させていただいた上で、お客様のニーズにお応えす

る商品ならびにサービスをご提供することで、営業基盤の拡充を図り、安定した収益体制を実現しようとするものです。

同社は、すでに、海外拠点の全面撤退、関係会社の整理・統合を完了しており、国内のリテール業務をより重視した筋肉質の企業体質を

目指しています。これは当行の特化戦略と方向感を一にするものです。

当行は子会社であるコスモ証券ともども、お客様に喜ばれるサービスの提供に一層こころがけていきます。

■コスモ証券の業績の概要 （単位：億円）

損益状況

財政状況

役職員数

営業収益
受入手数料
うち株券
うち債券
うち受益証券

トレーディング損益
金融収益
営業費用
経常利益
当期利益
資本金
純資産
総資産
自己資本規制比率（％）
役員数（人）
職員数（人）

344
279
160
4

114
50
13
183
161
0

323
359

2,019
379.8

14
988

193
161
79
3
78
17
14
177
20
18
323
374

1,465
465.4

10
998

150
120
73
3
43
19
10
174
△25
△36
323
335
779

465.9
10
951

平成12年3月期 平成13年3月期 平成14年3月期
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決算公告（写）

銀行法第20条に基づいて、下記の決算公告を新聞紙に掲載しました。
なお、同法第21条第１項および第2項の規定により、本決算公告を本誌に掲載しています。
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